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１ 調査の目的と新総合計画の体系 

本報告書は、三豊市新総合計画前期基本計画（平成 21 年度～25 年度）

と後期基本計画（平成 26 年度～30 年度）に掲げたすべての施策内容につ

いて、その達成状況及び今後の課題等を調査してとりまとめたものであり、

基本計画を点検・評価する資料として、また第 2次総合計画（2019 年 4 月

～2028 年 3月）策定のための基礎資料として活用していくものです。なお、

調査対象である三豊市新総合計画後期基本計画の体系は以下のとおりです。 

三豊市新総合計画後期基本計画の体系 

“豊かさ”をみんなで育む市民力都市・三豊

章 施策

第１章
活気にあふれ、産業が躍
動するまち（産業・雇用）

1-1 農業の振興
1-2 水産業の振興
1-3 工業の振興

1-4 商業の振興
1-5 観光の振興
1-6 雇用・勤労者対策、定住

促進対策の推進

第２章
豊かな自然と共生し、環
境にやさしいまち（環
境・生活）

2-1 環境･景観の保全と創造
2-2 循環型社会の形成
2-3 上水道の安定供給
2-4 生活排水の適正処理
2-5 公園･緑地の整備

2-6 墓地･斎場の整備
2-7 土地の有効利用
2-8 住宅対策の推進
2-9 道路･交通網､港湾の整備
2-10 情報化の推進

第３章
人々が助け合う、安全・
安心なまち（安全・安心）

3-1 消防･防災体制の強化
3-2 防犯対策の推進

3-3 交通安全対策の推進
3-4 消費者対策の推進

第４章
人々が支えあい、健康で
いきいきと暮らせるま
ち（医療・健康・福祉）

4-1 地域医療体制の確立
4-2 健康づくりの促進
4-3 児童福祉･子育て支援の

充実
4-4 高齢者福祉の推進

4-5 障がい者福祉の推進
4-6 生活困窮者の自立支援
4-7 地域福祉の推進
4-8 社会保障制度の健全運営

第５章
豊かな心を育み、文化を
発信するまち（教育・文
化）

5-1 幼稚園教育の充実
5-2 学校教育の充実
5-3 生涯学習社会の形成
5-4 青少年の健全育成

5-5 文化芸術の振興と歴史の
継承

5-6 スポーツ活動の普及
5-7 国際･地域間交流の促進

第６章
ともに考え行動する、自
らが創るまち（人権・住
民自治・行財政）

6-1 人権尊重社会の確立
6-2 男女共同参画の促進
6-3 情報公開の推進

6-4 地域内分権の推進
6-5 市民本位の行政運営の確立

将来像
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２ 調査の方法 

三豊市新総合計画前期基本計画・後期基本計画のすべての施策内容につ

いて、「新総合計画達成状況調査シート」を作成し、担当職員による自己点

検と評価を行いました。 

評価基準日は、平成 29 年 3 月 31 日（平成 28 年度終了時）とし、計画期

間 5年のうち、4年が終了した時点での評価となっています。 

達成度については、以下の基準によりＡ～Ｅの 5段階で評価しています。 

なお、施策内容によっては、評価の判断が困難なもの（意識の啓発など）

や達成状況を把握しづらいものもありますが、今回の調査では、施策内容

が及ぼす“効果”ではなく、“実施状況”（計画された施策内容をどの程

度実施したか）を中心に各施策内容を評価しています。 

達成度基準表 

達成度 評価内容 達成状況

Ａ
基本計画に掲げた施策内容を達成した。

（ほぼ 100％実施した）
ほぼ 100％

Ｂ
基本計画に掲げた施策内容を概ね達成した。

（75％程度実施した）
75％程度

Ｃ
現在、施策内容の達成に向けて動いている。

（半分程度実施した）
50％程度

Ｄ
現在、施策内容の達成に向けて動き始めている。

（着手し、動き始めることはできた）
25％程度

Ｅ
現在、ほとんど手をつけていない。

（着手することができなかった）
０％
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３ 達成度評価一覧 

三豊市新総合計画に掲げた施策内容の達成度を一覧にすると、以下のと

おりです。 

第１章 活気にあふれ、産業が躍動するまち（産業・雇用）

施策 施策内容 担当課
前期 

達成度

後期 

達成度

UP/DOWN

新規

1-1 農業の振興 1-1-1 多様な担い手の育成【重点】 農業振興課 Ａ Ａ -

1-1-2 農業経営の安定化・健全化 農業振興課 Ｂ Ｂ -

1-1-3 農業生産基盤の充実【重点】 土地改良課 Ｂ Ｂ -

1-1-4 農地・環境の保全 農業振興課 Ｂ Ｂ -

1-1-5 鳥獣被害対策の推進 農業振興課 Ｂ Ｂ -

1-1-6 農産物の流通・販売の促進【重点】 農業振興課 Ｂ Ｂ -

1-2 水産業の振興 1-2-1 漁港施設の維持管理の推進 港湾水産課 Ａ Ａ -

1-2-2 水産業基盤の確立 港湾水産課 Ａ Ａ -

1-2-3 内水面漁業の振興 農業振興課 Ａ Ａ -

1-2-4 魚食の普及 港湾水産課 － Ａ 新規

1-3 工業の振興
1-3-1 企業誘致のための情報収集体制の整備【重

点】
産業政策課 Ｂ Ｂ -

1-3-2 企業誘致・振興に関する広報活動の拡充 産業政策課 Ａ Ｂ

1-3-3 企業誘致優遇措置の強化【重点】 産業政策課 Ｂ Ｂ -

1-3-4 優良用地情報の提供 産業政策課 Ｂ Ｂ -

1-3-5 地域企業の支援【重点】 産業政策課 Ｂ Ｂ -

1-3-6 ベンチャービジネスの支援 産業政策課 Ｃ Ａ

1-3-7 新産業の創出【重点】 産業政策課 Ｂ Ｂ -

1-4 商業の振興 1-4-1 商工会活動の支援・強化 産業政策課 Ａ Ａ -

1-4-2 商業経営の近代化の促進 産業政策課 Ｂ Ａ

1-4-3 新たな商業スタイルの創出 産業政策課 Ｂ Ｂ -

1-5 観光の振興 1-5-1 観光振興に関する指針の策定 産業政策課 － Ｂ 新規
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施策 施策内容 担当課
前期 

達成度

後期 

達成度

UP/DOWN

新規

1-5-2 観光振興体制の確立 産業政策課 Ｂ Ｂ -

1-5-3 観光ＰＲ活動の強化【重点】 産業政策課 Ｂ Ｂ -

1-5-4 観光拠点施設・資源の充実 産業政策課 Ｂ Ｂ -

1-6 雇用・勤労者対

策、定住促進対

策の推進

1-6-1 雇用情報の提供【重点】 産業政策課 Ａ Ａ -

1-6-2 高齢者・女性・障がい者の雇用促進 福祉課 Ａ Ａ -

1-6-3 勤労者福祉の充実 産業政策課 Ｂ Ｂ -

1-6-4 移住・定住促進対策の推進【重点】 田園都市推進課 Ｂ Ａ

第２章 豊かな自然と共生し、環境にやさしいまち（環境・生活）

施策 施策内容 担当課
前期 

達成度

後期 

達成度

UP/DOWN

新規

2-1 環境・景観の保

全と創造
2-1-1 公害等の調査・監視体制の強化 環境衛生課 Ｂ Ａ

 2-1-2 森林の保全 農業振興課 Ｂ Ｂ -

 2-1-3 市民主体の環境保全活動の促進【重点】 環境衛生課 Ａ Ａ -

 2-1-4 新エネルギー導入への取り組み 環境衛生課 Ａ Ｂ

 2-1-5 美しい河川環境の保全 建設課 Ａ Ａ -

 2-1-6 ペットの適正飼育の促進 環境衛生課 Ａ Ａ -

2-2 循環型社会の形

成

2-2-1 バイオマス資源化センター（仮称）の

整備促進
環境衛生課 Ｃ Ａ

 2-2-2 ３Ｒ運動の促進【重点】 環境衛生課 Ｂ Ａ

 2-2-3 バイオマス産業都市構想の推進【重点】 環境衛生課 Ｂ Ｃ

 2-2-4 ごみの不法投棄対策の推進 環境衛生課 Ａ Ａ -

 2-2-5 し尿・浄化槽汚泥処理体制の充実 水処理課 Ａ Ａ -

2-3 上水道の安定供

給
2-3-1 水道施設の耐震化 水道課 － Ｄ 新規

 2-3-2 老朽管の更新 水道課 Ｄ Ｄ -

 2-3-3 監視システムの整備検討 水道課 － Ａ 新規

 2-3-4 有収率の向上 水道課 － Ｄ 新規

 2-3-5 水源の確保 水道課 Ｃ Ｃ -
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施策 施策内容 担当課
前期 

達成度

後期 

達成度

UP/DOWN

新規

2-4 生活排水の適正

処理
2-4-1 浄化槽の普及促進 水処理課 Ａ Ａ -

 2-4-2 浄化槽の適切な維持管理の促進 水処理課 Ａ Ａ -

 2-4-3 農業・漁業集落排水施設の利用促進 水処理課 Ｂ Ｂ -

 2-4-4 都市下水路の適正な維持管理 建設課 － Ａ 新規

2-5 公園・緑地の整

備
2-5-1 公園・緑地の改修 建設課 Ｃ Ｃ -

 2-5-2 公園・緑地の管理体制の充実 建設課 Ｂ Ｃ

 2-5-3 緑化活動の推進 管財課 Ｂ Ｂ -

2-6 墓地・斎場の整

備
2-6-1 斎場の整備・維持管理 環境衛生課 Ｃ Ａ

 2-6-2 墓地の供給・維持管理 環境衛生課 Ｂ Ｂ -

2-7 土地の有効利用 2-7-1 計画的な土地利用の推進 田園都市推進課 Ｃ Ｃ -

 2-7-2 土地利用に関連する計画の一体的な運用 田園都市推進課 Ａ Ａ -

2-8 住宅対策の推進 2-8-1 市営住宅の整備・改善 住宅課 Ｂ Ｂ -

 2-8-2 住宅・建築物の耐震化の促進 建築課 － Ｃ 新規

2-9 道路・交通網、

港湾の整備
2-9-1 国・県道の整備促進 建設課 Ａ Ａ -

 2-9-2 市道の整備 建設課 Ｂ Ｂ -

 2-9-3 環境と人にやさしい道路空間づくり 建設課 Ａ Ａ -

 2-9-4 コミュニティバスの充実 管財課 Ｂ Ｃ

 2-9-5 離島航路の維持 産業政策課 Ａ Ａ -

 2-9-6 港湾施設の維持管理 港湾水産課 Ｃ Ｃ -

 2-9-7 詫間港の利用促進 港湾水産課 － Ｄ 新規

2-10 情報化の推進
2-10-1 誰もが支障なく利用できる情報環境

づくり
総務課 Ａ Ａ -

 2-10-2 多様な分野における情報化の推進 秘書課 Ａ Ａ -
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第３章 人々が助け合う、安全・安心なまち（安全・安心）

施策 施策内容 担当課
前期 

達成度

後期 

達成度

UP/DOWN

新規

3-1 消防・防災体制

の強化
3-1-1 消防団の育成強化 危機管理課 Ｂ Ｂ -

 3-1-2 消防施設の計画的更新 危機管理課 Ｂ Ｂ -

 3-1-3 常備消防の機能充実と連携強化 危機管理課 Ｂ Ｂ -

 3-1-4 自主防災組織の育成強化【重点】 危機管理課 Ｂ Ｂ -

 3-1-5 避難体制の確立と強化【重点】 危機管理課 Ｂ Ｂ -

 3-1-6 災害時の情報収集・伝達体制の充実【重点】 危機管理課 Ａ Ａ -

 3-1-7 防災士の育成【重点】 危機管理課 － Ｂ 新規

 3-1-8 危機管理センターの整備 管財課 － Ａ 新規

 3-1-9 災害時の業務継続体制の整備【重点】 危機管理課 － Ａ 新規

 3-1-10 治山・治水対策の促進 建設課 Ａ Ａ -

3-2 防犯対策の推進 3-2-1 防犯体制の強化 総務課 Ｃ Ｃ -

 3-2-2 防犯設備の充実 総務課 Ｂ Ｂ -

3-3 交通安全対策の

推進
3-3-1 交通安全意識の高揚 総務課 Ａ Ａ -

 3-3-2 交通安全施設の整備 建設課 Ｂ Ｂ -

3-4 消費者対策の推

進
3-4-1 啓発・情報提供の推進 産業政策課 Ａ Ａ -

 3-4-2 相談体制の充実 産業政策課 Ａ Ａ -

第４章 人々が支えあい、健康でいきいきと暮らせるまち（医療・

健康・福祉）

施策 施策内容 担当課
前期 

達成度

後期 

達成度

UP/DOWN

新規

4-1 地域医療体制の

確立
4-1-1 地域医療の充実【重点】 健康課 Ｂ Ｂ -

 4-1-2 離島救急体制の支援 健康課 Ａ Ａ -

4-2 健康づくりの促

進
4-2-1 一次予防及び重症化予防の重視 健康課 Ｂ Ｂ -

 4-2-2 自主的な健康づくりの推進 健康課 Ｂ Ｂ -

4-2-3 健康づくりの分野別目標値の達成に向

けた取り組みの推進【重点】
健康課 － Ｂ 新規

4-2-4 ライフステージに応じた健康づくりの

推進
健康課 Ｂ Ｂ -
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施策 施策内容 担当課
前期 

達成度

後期 

達成度

UP/DOWN

新規

 4-2-5 健康づくりを支援するための環境整備 健康課 Ｂ Ｂ -

 4-2-6 食育の推進 健康課 Ｂ Ｂ -

4-3 児童福祉・子育

て支援の充実
4-3-1 子育て支援に関する指針の策定 子育て支援課 － Ａ 新規

 4-3-2 地域における子育て支援の充実【重点】 子育て支援課 Ｂ Ｂ -

4-3-3 母性並びに乳幼児等の健康の確保及び

増進【重点】
子育て支援課 Ｂ Ｂ -

4-3-4 要保護児童の早期発見などきめ細やか

な取り組みの推進【重点】
子育て支援課 Ｂ Ｂ -

4-4 高齢者福祉の推

進
4-4-1 高齢者支援に関する指針の策定 介護保険課 － Ｂ 新規

 4-4-2 介護予防事業の推進【重点】 介護保険課 Ｂ Ｂ -

 4-4-3 在宅福祉サービスの充実 介護保険課 Ｂ Ｂ -

 4-4-4 介護サービスの充実 介護保険課 Ｂ Ｂ -

 4-4-5 高齢者虐待の防止と権利擁護事業の推進 介護保険課 Ａ Ａ -

 4-4-6 高齢者の生きがいづくりの支援 福祉課 Ｂ Ｂ -

4-5 障がい者福祉の

推進
4-5-1 障がい者支援に関する指針の策定 福祉課 － Ｂ 新規

 4-5-2 啓発・広報、交流活動の充実 福祉課 － Ｂ 新規

 4-5-3 福祉サービスの充実 福祉課 Ｂ Ｂ -

 4-5-4 地域生活支援事業の充実 福祉課 Ｂ Ｂ -

 4-5-5 雇用・就労支援の充実 福祉課 Ｄ Ｃ

 4-5-6 福祉のまちづくりの充実 福祉課 Ｂ Ｃ

 4-5-7 安全・安心の確保 福祉課 Ｂ Ｂ -

4-6 生活困窮者の自

立支援
4-6-1 相談体制の充実 福祉課 Ａ Ａ -

 4-6-2 生活保護制度の適切な運用 福祉課 Ｄ Ｃ

4-7 地域福祉の推進 4-7-1 地域福祉計画の推進 福祉課 Ａ Ａ -

 4-7-2 社会福祉協議会との連携 福祉課 Ａ Ａ -

4-8 社会保障制度の

健全運営
4-8-1 国民健康保険事業の健全化 福祉課 Ｂ Ｂ -

 4-8-2 後期高齢者医療制度の適正な運営 福祉課 Ａ Ａ -

 4-8-3 介護保険制度の健全な運営 介護保険課 Ｂ Ｂ -
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施策 施策内容 担当課
前期 

達成度

後期 

達成度

UP/DOWN

新規

 4-8-4 国民年金制度の啓発 市民課 Ａ Ａ -

第５章 豊かな心を育み、文化を発信するまち（教育・文化）

施策 施策内容 担当課
前期 

達成度

後期 

達成度

UP/DOWN

新規

5-1 幼稚園教育の充

実
5-1-1 幼稚園の規模・配置の適正化 教育総務課 Ｃ Ｃ -

 5-1-2 幼稚園施設の耐震化 教育総務課 Ａ Ａ -

 5-1-3 幼稚園教育内容の充実 学校教育課 Ｂ Ｂ -

 5-1-4 預かり保育の充実 学校教育課 Ｂ Ｂ -

 5-1-5 教職員の資質向上 学校教育課 Ｂ Ｂ -

 5-1-6 特別支援教育の推進 学校教育課 Ａ Ａ -

5-2 学校教育の充実 5-2-1 学校の規模・配置の適正化【重点】 教育総務課 Ｂ Ｂ -

 5-2-2 学校施設の耐震化【重点】 教育総務課 Ｂ Ａ

 5-2-3 学校教育内容の充実【重点】 学校教育課 Ａ Ａ -

 5-2-4 学校施設管理の充実 学校教育課 Ｂ Ｂ -

 5-2-5 教職員の資質向上 学校教育課 Ａ Ａ -

 5-2-6 特別支援教育の推進 学校教育課 Ａ Ａ -

 5-2-7 開かれた信頼される学校づくり 学校教育課 － Ａ 新規

 5-2-8 学校給食体制の充実 学校給食課 Ｂ Ｂ -

5-3 生涯学習社会の

形成
5-3-1 生涯学習推進計画の見直し 生涯学習課 Ａ Ａ -

 5-3-2 生涯学習団体の支援 生涯学習課 Ｂ Ｂ -

 5-3-3 公民館活動の充実【重点】 生涯学習課 Ｂ Ｂ -

 5-3-4 生涯学習関連施設の整備充実 生涯学習課 Ｂ Ｂ -

 5-3-5 家庭教育の啓発と推進 生涯学習課 Ｂ Ｂ -

 5-3-6 図書館活動の充実【重点】 生涯学習課 － Ｂ 新規

5-4 青少年の健全育

成
5-4-1 補導活動の推進 少年育成センター Ｂ Ｂ -

 5-4-2 不審者対策の充実 少年育成センター Ｂ Ｂ -
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施策 施策内容 担当課
前期 

達成度

後期 

達成度

UP/DOWN

新規

 5-4-3 相談活動の推進 少年育成センター Ｂ Ｂ -

 5-4-4 環境浄化活動の推進 少年育成センター Ｂ Ｂ -

 5-4-5 健全育成活動の推進 少年育成センター Ｂ Ｂ -

5-5 文化芸術の振興

と歴史の継承
5-5-1 文化芸術活動の促進 生涯学習課 Ａ Ａ -

 5-5-2 文化芸術にふれあう機会の充実 生涯学習課 Ｂ Ｂ -

 5-5-3 文化財の保存・活用 生涯学習課 Ａ Ｂ

5-6 スポーツ活動の

普及
5-6-1 スポーツに関する指針の策定 生涯学習課 － Ｄ 新規

5-6-2 スポーツ施設の整備充実及び管理運営

体制の充実
生涯学習課 Ｂ Ｂ -

 5-6-3 スポーツ団体・指導者の育成・支援 生涯学習課 Ｂ Ｂ -

 5-6-4 多様なスポーツ活動の普及促進 生涯学習課 － Ｃ 新規

 5-6-5 プロスポーツの活用 生涯学習課 － Ａ 新規

5-7 国際・地域間交

流の促進
5-7-1 国際交流活動の推進 産業政策課 Ａ Ａ -

 5-7-2 国内友好都市交流事業の推進 秘書課 Ｂ Ｂ -

第６章 ともに考え行動する、自らが創るまち（人権・住民自治・

行財政）
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施策 施策内容 担当課
前期 

達成度

後期 

達成度

UP/DOWN

新規

6-1 人権尊重社会の

確立
6-1-1 人権・同和問題啓発活動の推進【重点】 人権課 Ｃ Ｃ -

 6-1-2 人権教育の推進 人権教育課 Ｂ Ｂ -

 6-1-3 活用拠点施設の運営の活性化 人権課 Ｂ Ｂ -

6-2 男女共同参画の

促進
6-2-1 意識改革の推進 田園都市推進課 Ｂ Ｂ -

 6-2-2 様々な分野における男女共同参画の推進 田園都市推進課 Ｂ Ｂ -

 6-2-3 あらゆる暴力の根絶 田園都市推進課 Ｂ Ｂ -

6-3 情報公開の推進 6-3-1 広報活動の充実【重点】 秘書課 Ｂ Ｂ -

 6-3-2 広聴活動の充実 秘書課 － Ｂ 新規

 6-3-3 積極的な情報公開と文書の適正管理 総務課 Ａ Ａ -

 6-3-4 文書館の充実 総務課 － Ｂ 新規

6-4 地域内分権の推

進
6-4-1 地域内分権意識の高揚 田園都市推進課 － Ｂ 新規

 6-4-2 地域内分権システムの充実 田園都市推進課 Ａ Ａ -

 6-4-3 市民団体の組織化支援 田園都市推進課 Ａ Ａ -

6-5 市民本位の行政

運営の確立
6-5-1 恒常的な行財政改革の推進 財政課 Ｂ Ｂ -

 6-5-2 行政評価体制の充実 田園都市推進課 Ｂ Ｂ -

 6-5-3 組織・機構の適正化と職員の資質向上 人事課 Ｂ Ｂ -

 6-5-4 公共施設の再配置 財政課 Ａ Ａ -

 6-5-5 事務の効率化と市民サービスの向上 総務課 Ｃ Ｂ
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１ 全体評価のとりまとめ 

（１）全体評価 

三豊市新総合計画後期基本計画のすべての施策内容を評価した達成度

（Ａ～Ｅ）について、それぞれＡを 100 点、Ｂを 75 点、Ｃを 50 点、Ｄを

25 点、Ｅを 0 点として点数化し、全施策内容の達成度の平均を求めると、

100 点満点で 

８０．２ 点

となっています。 

今回評価した 168 の施策内容の中には、様々な取り組みがハード・ソフ

トの両面にわたって盛り込まれており、正確な点数評価は極めて困難です

が、三豊市新総合計画後期基本計画は、計画期間５年のうち４年が経過し

た時点で、約８割の達成率となっており、おおむね順調に進捗してきたと

いうことができます。 

今後は、施策内容ごとの達成状況や残された課題をはじめ、社会・経済

情勢の変化や直近の市民ニーズの動向等を十分に踏まえながら、第２次総

合計画に掲げるべき施策内容の検討を進めていく必要があります。 

   ☆前期基本計画（平成 21 年度～平成 25 年度）点検・評価における 

「全体評価点」は 78.6 点であり、前回より 1.6 点増加し、 

今回の後期基本計画・全体評価点と併せ平均を算出すると、 

７９．４点（計画期間における全体評価点）となります。 
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（２）章別の比較 

三豊市新総合計画後期基本計画を章別に比較してみると、評価が最も高

い章は「第１章 活気にあふれ、産業が躍動するまち（産業・雇用）」（84.8

点）で、全体平均の 80.2 点を約４ポイント上回っています。この章は、農

業、水産業、工業、商業、観光、雇用対策、定住促進に関する施策で構成

されており、“産業・雇用分野”の評価が高くなっています。 

次いで評価が高い章は「第３章 人々が助け合う、安全・安心なまち（安

全・安心）」（84.4 点）で、この章も全体平均を約４ポイント上回っていま

す。この章は、消防・防災、防犯、交通安全、消費者対策に関する施策で

構成されており、“安全・安心分野”の評価も高くなっています。 

続いて評価が高い章は「第５章 豊かな心を育み、文化を発信するまち

（教育・文化）」（80.0 点）で、全体平均とほぼ同様となっています。この

章は、幼稚園教育、学校教育、生涯学習、青少年の健全育成、文化芸術、

スポーツ、国際・地域間交流に関する施策で構成されており、“教育・文

化分野”はほぼ平均的な評価となっています。 

一方、「第６章 ともに考え行動する、自らが創るまち（人権・住民自治・

行財政）」（79.2 点）は、全体平均をわずかに下回っています。この章は、

人権、男女共同参画、情報公開、地域内分権、行政運営に関する施策で構

成されており、“人権・住民自治・行財政分野”の評価はわずかに低くな

っています。 

また、「第４章 人々が支え合い、健康でいきいきと暮らせるまち（医療・

健康・福祉）」（78.8 点）については、全体平均を約１ポイント下回ってい

ます。この章は、医療、健康づくり、子育て、高齢者福祉、障がい者福祉、

生活困窮者の支援、地域福祉、社会保障制度に関する施策で構成されてお

り、“医療・健康・福祉分野”の評価がわずかに低くなっています。 

６つの章の中で評価が最も低い章は「第２章 豊かな自然と共生し、環

境にやさしいまち（環境・生活）」（77.0 点）で、全体平均を約３ポイント

下回っています。この章は、環境・景観、循環型社会、上水道、生活排水、

公園・緑地、墓地・斎場、土地利用、住宅対策、道路・交通網、港湾、情

報化に関する施策で構成されており、“環境・生活分野”の評価がやや低

くなっています。［図表１・２参照］
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図表１ 章別達成度（平均点）

章 達成度（平均点）

第１章 活気にあふれ、産業が躍動するまち

（産業・雇用）
84.8

第２章 豊かな自然と共生し、環境にやさしいまち

（環境・生活）
77.0

第３章 人々が助け合う、安全・安心なまち

（安全・安心）
84.4

第４章 人々が支えあい、健康でいきいきと暮らせるまち

（医療・健康・福祉）
78.8

第５章 豊かな心を育み、文化を発信するまち

（教育・文化）
80.0

第６章 ともに考え行動する、自らが創るまち

（人権・住民自治・行財政）
79.2

図表２ 章別達成度（平均点）

84.8 

77.0 

84.4 

78.8 

80.0 

79.2 

50.0

100.0

第１章 活気にあふ

れ、産業が躍動する

まち（産業・雇用）

第２章 豊かな自然と

共生し、環境にやさし

いまち（環境・生活）

第３章 人々が助け

合う、安全・安心な

まち（安全・安心）

第４章 人々が支え

合い、健康でいきいき

と暮らせるまち

（医療・健康・福祉）

第５章 豊かな心を育

み、文化を発信する

まち（教育・文化）

第６章

ともに考え行動する、

自らが創るまち

（人権・住民自治

・行財政）



Ⅱ 評価のとりまとめ ２ 章ごとの評価のとりまとめ

17

２ 章ごとの評価のとりまとめ 

（１）第１章 活気にあふれ、産業が躍動するまち 

第１章の「活気にあふれ、産業が躍動するまち（産業・雇用分野）」（84.8

点）は、６つの章の中で最も高い評価となっています。 

第１章の中で評価が最も高い施策は「1-2 水産業の振興」（100.0 点）で、

満点評価となっています。掲げた４つの施策内容すべてが 100％の達成度

となっています。 

次いで評価が高い施策は「1-6 雇用・勤労者対策、定住促進対策の推進」

（93.8 点）で、全体平均を約 14 ポイント上回っています。掲げた４つの

施策内容のうち、３つが 100％の達成度、残る１つも 75％の達成度となっ

ています。 

３番目に評価が高かった施策は「1-4 商業の振興」（91.7％）で、全体平

均を約 12 ポイント上回っています。掲げた３つの施策内容のうち、２つが

100％の達成度、残る１つも 75％の達成度となっています。 

一方、「1-1 農業の振興」・「1-3 工業の振興」・「1-5 観光の振興」につい

ては、全体平均を約やや下回っています。 

「1-1 農業の振興」については、掲げた６つの施策内容のうち、「1-1-1 

多様な担い手の育成【重点】」が 100％の達成度、その他５つが 75％の達成

度となっています。 

「1-3 工業の振興」については、掲げた７つの施策内容のうち、「1-3-6 

ベンチャービジネスの支援」が 100％の達成度、その他６つが 75％の達成

度となっています。 

「1-5 観光の振興」については、掲げた４つの施策内容すべてが 75％の

達成度となっています。［図表３・４参照］
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図表３ 施策別達成度（平均点）【第１章 活気にあふれ、産業が躍動するまち】 

施策 達成度（平均点）

1-1 農業の振興  79.2

1-2 水産業の振興 100.0

1-3 工業の振興  78.6

1-4 商業の振興  91.7

1-5 観光の振興  75.0

1-6 雇用・勤労者対策、定住促進対策の推進  93.8

図表４ 施策別達成度（平均点）【第１章 活気にあふれ、産業が躍動するまち】
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0.0

50.0

100.0
1-1 農業の振興

1-2 水産業の振興

1-3 工業の振興

1-4 商業の振興

1-5 観光の振興

1-6 雇用・勤労者

対策、定住促進

対策の推進
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（２）第２章 豊かな自然と共生し、環境にやさし

いまち 

第２章の「豊な自然と共生し、環境にやさしいまち（環境・生活分野）」

（77.0 点）は、６つの章の中で最も低い評価となっています。 

第２章の中で評価が最も高い施策は「2-10 情報化の推進」（100.0 点）

で、満点評価となっています。情報環境づくり、多様な分野における情報

化の推進の２つの施策内容を掲げていますが、ともに 100％の達成度とな

っています。 

次いで評価が高い施策は「2-4 生活排水の適正処理」（93.8 点）で、全

体平均を約 14 ポイント上回る高い評価とっています。掲げた４つの施策内

容のうち、「2-4-1 浄化槽の普及促進」、「2-4-2 浄化槽の適切な維持管理

の促進」、「2-4-4 都市下水路の適正な維持管理」の３つが100％の達成度、

残る１つも 75％の達成度となっています。 

「2-1 環境・景観の保全と創造」（91.7 点）についても、全体平均より

も約 12 ポイント上回る高い評価となっています。掲げた６つの施策内容の

うち、「2-1-1 公害等の調査・監視体制の強化」、「2-1-3 市民主体の環境

保全活動の促進【重点】」、「2-1-5 美しい河川環境の保全」、「2-1-6 ペッ

トの適正飼育の促進」の４つが 100％の達成度、残る２つも 75％の達成度

となっています。 

「2-2 循環型社会の形成」（90.0 点）については、全体平均を約 10 ポイ

ント上回っています。掲げた５つの施策内容のうち、４つが 100％の達成

度となっていますが、「2-2-3 バイオマス産業都市構想の推進【重点】」は

50％の達成度となっています。 

「2-6 墓地・斎場の整備」（87.5 点）についても、全体平均を約７ポイ

ント上回っています。掲げた２つの施策内容のうち、「2-6-1 斎場の整備・

維持管理」は 100％の達成度となっていますが、「2-6-2 墓地の供給・維

持管理」は 75％の達成度となっています。 

一方、「2-7 土地の有効利用」（75.0 点）については、全体平均を約５ポ

イント下回っています。掲げた２つの施策内容のうち、「2-7-2 土地利用

に関連する計画の一体的な運用」は 100％の達成度となっていますが、

「2-7-1 計画的な土地利用の推進」については 50％の達成度となってい

ます。 

「2-9 道路・交通網、港湾の整備」（71.4 点）については、掲げた７つ

の施策内容のうち、３つが 100％の達成度となっていますが、「2-9-2 市

道の整備」は 75％の達成度、「2-9-4 コミュニティバスの充実」・「2-9-6 

港湾施設の維持管理」が 50％の達成度、「2-9-7 詫間港の利用促進」が 25％

の達成度となっています。 
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「2-8 住宅対策の推進」（62.5 点）については、全体平均を約 18 ポイン

ト下回っており、「2-8-1 市営住宅の整備・改善」が 75％の達成度、「2-8-2 

住宅・建築物の耐震化の促進」が 50％の達成度となっています。 

また、「2-5 公園・緑地の整備」（58.3 点）については、全体平均を約 22

ポイント下回る厳しい評価となっています。掲げた３つの施策内容のうち、

「2-5-3 緑化活動の推進」は 75％の達成度となっていますが、「2-5-1 公

園・緑地の改修」、「2-5-2 公園・緑地の管理体制の充実」は 50％の達成

度となっています。 

第２章の中で評価が最も低い施策は「2-3 上水道の安定供給」（45.0 点）

で、全体平均を約 35 ポイント下回る非常に厳しい評価となっています。こ

の施策には５つの施策内容を掲げていますが、「2-3-3 監視システムの整

備検討」だけが 100％の達成度となっており、「2-3-5 水源の確保」が 50％

の達成度、残る３つが 25％の達成度となっています。［図表５・６参照］
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図表５ 施策別達成度（平均点）【第２章 豊かな自然と共生し、環境にやさしいまち】

施策 達成度（平均点）

2-1 環境・景観の保全と創造 91.7

2-2 循環型社会の形成 90.0

2-3 上水道の安定供給 45.0

2-4 生活排水の適正処理 93.8

2-5 公園・緑地の整備 58.3

2-6 墓地・斎場の整備 87.5

2-7 土地の有効利用 75.0

2-8 住宅対策の推進 62.5

2-9 道路・交通網、港湾の整備 71.4

2-10 情報化の推進 100.0

図表６ 施策別達成度（平均点）【第２章 豊かな自然と共生し、環境にやさしいまち】
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（３）第３章 人々が助け合う、安全・安心なまち 

第３章の「人々が助け合う、安全・安心なまち（安全・安心分野）」（82.7

点）は、６つの章の中で２番目の評価となっています。 

第３章の中で評価が最も高い施策は「3-4 消費者対策の推進」（100.0 点）

で、満点評価となっています。２つの施策内容を掲げていますが、ともに

100％の達成度となっています。 

次いで評価が高い施策は「3-3 交通安全対策の推進」（87.5 点）で、全

体平均を約７ポイント上回っています。掲げた２つの施策内容のうち、

「3-3-1 交通安全意識の高揚」が 100％の達成度、「3-3-2 交通安全施設

の整備」も 75％の達成度となっています。 

続いて評価が高い施策は「3-1 消防・防災体制の強化」（85.0 点）で、

全体平均を約５ポイント上回っています。掲げた 10 の施策内容のうち、

「3-1-6 災害時の情報収集・伝達体制の充実【重点】」、「3-1-8 危機管理

センターの整備」、「3-1-9 災害時の業務継続体制の整備【重点】」、「3-1-10 

治山・治水対策の促進」の４つが 100％の達成度、残る６つも 75％の達成

度となっています。 

第３章の中で評価が最も低い施策は「3-2 防犯対策の推進」（62.5 点）

で、全体平均を約 18 ポイント下回るかなり厳しい評価となっています。掲

げた２つの施策内容のうち、「3-2-2 防犯設備の充実」は 75％の達成度と

なっていますが、「3-2-1 防犯体制の強化」は 50％の達成度となっていま

す。［図表７・８参照］
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図表７ 施策別達成度（平均点）【第３章 人々が助け合う、安全・安心なまち】

施策 達成度（平均点）

3-1 消防・防災体制の強化 85.0

3-2 防犯対策の推進 62.5

3-3 交通安全対策の推進 87.5

3-4 消費者対策の推進 100.0

図表８ 施策別達成度（平均点）【第３章 人々が助け合う、安全・安心なまち】
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（４）第４章 人々が支えあい、健康でいきいきと

暮らせるまち 

第４章の「人々が支えあい、健康でいきいきと暮らせるまち（医療・健

康・福祉分野）」（78.8 点）は、６つの章の中で５番目の評価となっていま

す。 

第４章の中で評価が最も高い施策は「4-7 地域福祉の推進」が満点評価

となっています。 

続いて評価が高い施策は「4-1 地域医療体制の確立」（87.5 点）で、全

体平均を約７ポイント上回っています。掲げた２つの施策内容のうち、

「4-1-2 離島救急体制の支援」が 100％の達成度、残る「4-1-1 地域医

療の充実【重点】」も 75％の達成度となっています。 

「4-8 社会保障制度の健全運営」も 87.5 点で２番目に高い評価になっ

ています。掲げた４つの施策のうち、２つは 100％の達成度なっています

が、残る２つが 75％の達成度となっています。 

「4-3 児童福祉・子育て支援の充実」（81.3 点）についても、全体平均

より約１ポイント上回っており、掲げた４つの施策内容のうち、「4-3-1 子

育て支援に関する指針の策定」だけが 100％の達成度となっていますが、

残る３つは 75％の達成度となっています。 

一方、「4-4 高齢者福祉の推進」（79.2 点）は全体平均より１ポイント

下回っており、掲げた６つの施策内容のうち、「4-4-5 高齢者虐待の防止

と権利擁護事業の推進」だけが 100％の達成度となっていますが、のこる

５つが 75％の達成度となっています。 

「4-2 健康づくりの促進」と「4-6 生活困窮者の自立支援」は同率で 75.0％とな

っており、全体平均より約５ポイント下回っています。

「4-2 健康づくりの促進」は、掲げた６つの施策内容すべてが 75％の達成度とな

っています。「4-6 生活困窮者の自立支援」は、掲げた２つの施策内容のうち「4-6-1 

相談体制の充実」は 100％の達成度となっていますが、「4-6-2 生活保護制度の適切

な運用」については 50％の達成度となっています。

第４章の中で評価が最も低い施策は「4-5 障がい者福祉の推進」（67.9

点）で、全体平均を約 12 ポイント下回る厳しい評価となっています。掲げ

た７つの施策内容のうち、５つは 75％の達成度となっていますが、「3-2-2 

防犯設備の充実」は 75％の達成度となっていますが、「4-5-5 雇用・就労

支援の充実」と「4-5-6 福祉のまちづくりの充実」は 50％の達成度とな

っています。［図表９・10 参照］
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図表９ 施策別達成度（平均点）【第４章 人々が支えあい、健康でいきいきと

暮らせるまち】

施策 達成度（平均点）

4-1 地域医療体制の確立 87.5

4-2 健康づくりの促進 75.0

4-3 児童福祉・子育て支援の充実 81.3

4-4 高齢者福祉の推進 79.2

4-5 障がい者福祉の推進 67.9

4-6 生活困窮者の自立支援 75.0

4-7 地域福祉の推進 100.0

4-8 社会保障制度の健全運営 87.5

図表 10 施策別達成度（平均点）【第４章 人々が支えあい、健康でいきいき 

と暮らせるまち】
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（５）第５章 豊かな心を育み、文化を発信するまち 

第５章の「豊かな心を育み、文化を発信するまち（教育・文化分野）」（80.0

点）は、６つの章の中で３番目の評価となっています。 

第５章の中で評価が最も高い施策は「5-2 学校教育の充実」（90.6 点）

で、全体平均を約 10 ポイント上回る高い評価となっています。掲げた５つ

の施策内容のうち、５つが 100％の達成度、２つが 75％の達成度となって

います。 

次いで評価が高い施策は「5-7 国際・地域間交流の促進」（87.5 点）で、

全体平均を約７ポイント上回っています。掲げた２つの施策内容のうち、

「5-7-1 国際交流活動の推進」が 100％の達成度、「5-7-2 国内友好都市

交流事業の推進」も 75％の達成度となっています。 

続いて評価が高い施策は「5-5 文化芸術の振興と歴史の継承」（83.3 点）

で、全体平均を約３ポイント上回っています。掲げた３つの施策内容のう

ち、「5-5-1 文化芸術活動の促進」が 100％の達成度、残る２つも 75％の

達成度となっています。 

また、「5-1 幼稚園教育の充実」（79.2 点）については、全体平均をわ

ずかに下回っています。掲げた６つの施策内容のうち、「5-1-2 幼稚園施

設の耐震化」、「5-1-6 特別支援教育の推進」の２つが 100％の達成度、そ

の他３つが 75％の達成度、「5-1-1 幼稚園の規模・配置の適正化」が 50％

の達成度となっています。 

「5-3 生涯学習社会の形成」（同点 79.2 点）も、全体平均を約１ポイン

ト下回っています。掲げた６つの施策内容のうち「5-3-1 生涯学習推進計

画の見直し」が 100％の達成度となっていますが、残るすべてが 75％の達

成度となっています。 

「5-4 青少年の健全育成」（75.0 点）については、全体平均を約５ポイ

ント下回っています。掲げた５つの施策内容すべてが 75％の達成度となっ

ています。 

第５章の中で評価が最も低い施策は「5-6 スポーツ活動の普及」（65.0

点）で、全体平均を約 15 ポイント下回る厳しい評価となっています。掲げ

た５つの施策内容のうち、「5-6-5 プロスポーツの活用」が 100％の達成

度、その他２つが 75％の達成度となっていますが、「5-6-4 多様なスポー

ツ活動の普及促進」が 50％の達成度、「5-6-1 スポーツに関する指針の策

定」が 25％の達成度となっており、これらが評価を下げる要因となってい

ます。［図表 11・12参照］
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図表11 施策別達成度（平均点）【第５章 豊かな心を育み、文化を発信するまち】

施策 達成度（平均点）

5-1 幼稚園教育の充実 79.2

5-2 学校教育の充実 90.6

5-3 生涯学習社会の形成 79.2

5-4 青少年の健全育成 75.0

5-5 文化芸術の振興と歴史の継承 83.3

5-6 スポーツ活動の普及 65.0

5-7 国際・地域間交流の促進 87.5

図表12 施策別達成度（平均点）【第５章 豊かな心を育み、文化を発信するまち】
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（６）第６章 ともに考え行動する、自らが創るまち 

第６章の「ともに考え行動する、自らが創るまち（人権・住民自治・行

財政分野）」（79.2 点）は、６つの章の中で４番目の評価となっています。 

第６章の中で評価が最も高い施策は「6-4 地域内分権の推進」（91.7 点）

で、全体平均を約 12 ポイント上回る高い評価となっています。掲げた３つ

の施策内容のうち、「6-4-2 地域内分権システムの充実【重点】」と「6-4-3 

市民団体の組織化支援」の２つが 100％の達成度、「6-4-1 地域内分権意

識の高揚【重点】」も 75％の達成度となっています。 

次いで評価が高い施策は「6-3 情報公開の推進」（81.3 点）で、これに

ついても全体平均を約１ポイント上回っています。掲げた４つの施策内容

のうち、「6-3-3 積極的な情報公開と文書の適正管理」が 100％の達成度、

残る３つも 75％の達成度となっています。 

一方、「6-5 市民本位の行政運営の確立」（80.0 点）は、全体平均とほ

ぼ同じになっています。掲げた５つの施策内容のうち、「6-5-4 公共施設

の再配置【重点】」だけが 100％の達成度となっていますが、残る４つすべ

てが 75％の達成度となっています。 

「6-2 男女共同参画の促進」（75.0 点）については、掲げた３つの施策

内容すべてが 75％の達成度となっています。 

第６章の中で評価が最も低い施策は「6-1 人権尊重社会の確立」（66.7

点）で、全体平均を約 14 ポイント下回る厳しい評価となっています。掲げ

た３つの施策内容のうち、「6-1-2 人権教育の推進」と「6-1-3 活用拠点

施設の運営の活性化」の２つについては 75％の達成度となっていますが、

「6-1-1 人権・同和問題啓発活動の推進【重点】」は 50％の達成度となっ

ており、市民の人権意識の高揚につながる効果的な啓発活動の推進が今後

の課題といえます。［図表 13・14 参照］
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図表13 施策別達成度（平均点）【第６章 ともに考え行動する、自らが創るまち】

施策 達成度（平均点）

6-1 人権尊重社会の確立 66.7

6-2 男女共同参画の促進 75.0

6-3 情報公開の推進 81.3

6-4 地域内分権の推進 91.7

6-5 市民本位の行政運営の確立 80.0

図表14 施策別達成度（平均点）【第６章 ともに考え行動する、自らが創るまち】
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１ 第１章 活気にあふれ、産業が躍動する

まち（産業・雇用） 

1-1 農業の振興 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

1-1-1 多様な
担い手の育成
【重点】

集落での協定に基
づく耕作放棄地発生
防止を目的とした、
中山間地域等直接支
払事業の取り組みは
県下最大（H24 現在：
130 集落、873ha）で、
農地の良好な保全管
理に大きく寄与して
いる。
また、担い手育成

総合支援協議会で
は、平成 21 年度より
「耕作放棄地再生利
用特別対策事業」を
活用した耕作放棄地
対策に取り組んでお
り 、 こ れ ま で に
12.5haの耕作放棄地
を再生し、農業生産
法人等が利活用して
おり、平成 25年度に
はその活動が認めら
れ全国農業会議会長
賞を受賞した。

Ａ 集落での協定に基
づく耕作放棄地発生
防止目的とした、中
山間地域等直接支払
事業の取り組みは県
下最大（H29 現在：
110 集落、約 730ha）
で、農地の良好な保
全管理に大きく寄与
している。
また、担い手育成

総合支援協議会で
は、平成 21年度から
「耕作放棄地再生利
用特別対策事業」を
活用した耕作放棄地
対策に取り組んでお
り、これまでに約
23haの耕作放棄地を
再生している。

Ａ 担い手の確保と
して、認定農業者数
は目標を達成して
いるが、担い手も高
齢化しており、若い
世代の担い手確保
をより一層進める
ことが必要である。

[農業振興課］
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1-1-2 農業経
営の安定化・
健全化

農業の振興を図る
べき地域を明らかに
し、農地の有効利用
と農業近代化のため
の施策を総合的かつ
計画的に推進するた
め、平成 24 年度に三
豊農業振興地域整備
計画の全体見直しを
実施した。
経営基盤の強化や

農業機械・施設の導
入を促進するため、
農業振興対策基金を
創設し基金を活用し
た各種助成制度によ
る農業者支援を行っ
た 。（ H21 ～ H24 ：
148,676 千円）
認定農業者へは、

農業経営改善計画の
実現に向けた各種取
り組みを通じた支援
活動を行った。

Ｂ 農業の振興を図る
べき地域を明らかに
し、農地の有効利用
と農業近代化のため
の施策を総合的かつ
計画的に推進するた
め、平成 24年度に策
定した三豊農業振興
地域整備計画の全体
見直しを平成 30 年
度に計画している。
農業経営基盤の強

化や農業機械・施設
の導入を促進するた
め、農業振興対策基
金を活用した各種助
成制度による農業者
支援を行った。（H25
～H28：163,256千円）

認定農業者へは、
農業経営改善計画の
実現に向けた各種取
り組みを通じた支援
活動を行った。

Ｂ 農業経営の安定
化・健全化に向け支
援を実施している
が、継続的に安定し
た農業経営に結び
つけていく必要が
ある。
また、新たな認定

農業者の認定に向
け、優良農地を確保
し効率的な経営に
結びつける。

[農業振興課］
1-1-3 農業生
産基盤の充実
【重点】

土地改良や農道、
ため池、用排水施設
の整備については、
平成 22 年～平成 24
年度に国・県の各種
補助事業や市の補助
事業により整備が進
められた。地域にお
ける農地・水保全管
理の向上について
も、国の事業を活用
し共同作業の支援を
行い、農地や用排水
路、環境の地域ぐる
みの維持管理・向上
が図られた

Ｂ 土地改良や農道、
ため池、用排水施設
の整備については、
予算動向により左右
されたが概ね、各種
補助事業や市の補助
事業により整備が進
められた。地域にお
ける農地・水保全管
理の向上について
も、国の事業を活用
し共同作業の支援を
行い、農地や用排水
路、環境の地域ぐる
みの維持管理・向上
が図られた

Ｂ 県営によるため
池改修は、国の予算
動向により左右さ
れることが大きく
進捗状況はあまり
芳しくない。また、
新しくできた小規
模ため池事業につ
いては、防災上危険
なため池は廃止等
もできるが採択基
準となっているが、
廃止した後の水路
等の整備には、多大
な金額を要するた
め問題が生じる。

[土地改良課］
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1-1-4 農地・
環境の保全

ＪＡ、普及センタ
ーの指導により栽培
履歴の徹底など「食
の安全・安心」の確
保に向けた取り組み
が徹底しつつある。
また、環境保全型農
業については、国の
制度を活用した「エ
コマスター」の取り
組みも行われてお
り、消費者ニーズを
反映した減農薬栽培
や結城栽培に取り組
む農家が増えつつあ
る。
また、中山間地域

等直接支払事業や農
地・水・環境保全向
上対策事業への取り
組みも県下で一番多
く、農地の持つ多面
的機能を活用した環
境保全型農業へ取り
組む集落も増えつつ
ある。

Ｂ ＪＡ、普及センタ
ーの指導により栽培
履歴（ＧＡＰ）の徹
底など「食の安全・
安心」の確保に向け
た取り組みが徹底し
つつある。また、環
境保全型農業につい
ては、国の制度を活
用した「エコマスタ
ー」の取り組みも行
われており、消費者
ニーズを反映した減
農薬栽培や有機栽培
に取り組む農家が増
えつつある。
中山間地域等直接

支払制度事業や多面
的機能支払交付金事
業への取り組みも県
下で一番多く、農地
の持つ多面的機能を
活用した環境保全型
農業へ取り組む集落
も増えつつある。

Ｂ 耕作放棄地対策
や中山間地域等直
接支払制度を活用
しているが、人口減
少と高齢化により
農地の保全が難し
くなってきている。

また、食の安全・
安心と消費者の信
頼確保に向けた環
境保全型農業につ
いては、制度の浸透
に向けた周知をよ
り一層図る必要が
ある。

[農業振興課］
1-1-5 鳥獣被
害対策の推進

狩猟免許の取得経
費への一部助成を行
っており、有害捕獲
の資格取得者数は現
在約 150 名となって
おり、平成 24年度に
おける有害期間のイ
ノシシ捕獲数は 494
頭で過去最高となっ
た。罠具や檻などの
捕獲用器具購入助成
に加え、農家に対し
電気柵やワイヤーメ
ッシュ等の侵入防止
柵の設置助成を行う
とともに、平成 23年
度に三豊市鳥獣被害
防止対策協議会を設
立し国庫補助事業を
活用した集落単位で
の大規模な防護柵の
設置にも取り組んで
おり、被害防止に効
果を上げている。

Ｂ 平成 26 年度に鳥
獣被害対策実施隊を
結成し市内の有害鳥
獣対策に関する活動
に対して支援してい
る。（平成29年度 154
名）有害鳥獣捕獲対
象者には罠具や檻な
どの捕獲用器具購入
助成に加え、有害鳥
獣捕獲に必要な狩猟
免許の新規取得に対
し経費の一部助成を
行っており、資格取
得者を支援してい
る。また、平成 29 年
度からは捕獲用罠具
購入助成の補助率を
上げている。平成 28
年度におけるイノシ
シの有害捕獲数は
1,892 頭で過去最高
となった。農家に対
しては電気柵やワイ
ヤーメッシュ等の侵
入防止柵の設置助成
を行うとともに、集
落単位での大規模な

Ｂ 有害鳥獣の被害
対策として、捕獲等
で成果を上げてい
るが、捕獲者の高齢
化が進むなか新た
な人材が必要であ
る。また、捕獲個体
の処理についても
検討の必要がある。
農作物の被害対策
として、侵入防止策
の設置で被害軽減
に結びついている
が、放任果樹の除去
や草刈り等、有害鳥
獣を寄せつけない
地域づくりについ
て周知していく必
要がある。
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防護柵の設置に対し
ても支援している。
また、獣害に強い地
域づくりとして勉強
会にも取り組んでお
り、被害防止に効果
を上げている。 [農業振興課］

1-1-6 農産物
の流通・販売
の促進【重点】

県内はもちろん、
大阪市場や京都駅前
など各地へ出向き、
県やＪＡなどと連携
し、市長自らＰＲ活
動を行い、積極的に
「みとよブランド」
を売り込んだ。また、
フルーツ・野菜・花
の３分野の各イメー
ジポスターや三豊で
生産される農産物の
キャラクターを作
り、産直市を中心に
「フルーツ王国みと
よ」の名前とともに
のぼりなどでＰＲし
た。残念ながら、当
推進事業は平成 23
年度で一定の成果を
上げたとして事業が
終了しているが、現
在は農業振興の範囲
内で事業を行ってい
る。

Ｂ 関東や関西へ出向
き、県やＪＡなどと
連携し、市長自らＰ
Ｒ活動を行い、積極
的に「みとよブラン
ド」を売り込んだ。
また、平成 25 年度

からは「三豊発 さ
ぬき軽トラ市」を開
催し、三豊で生産さ
れる農産物を販売す
るとともに、平成 29
年度に実施した「夏
はみとよだ」では、
産直市を中心に、三
豊産のフルーツ・野
菜・花等を広くＰＲ
した。

Ｂ 三豊の農産物に
ついては、産直市等
で地産地消を進め
るとともに、学校給
食では地元農産物
を食育として活用
しているが、提供元
を増やしていく必
要がある。
農産物の販売促

進では、ブランド化
や付加価値等の消
費者に選んでもら
える特産品の開発、
農村体験や観光農
園の取り組み等で
都市住民や消費者
との交流が必要で
あるとともに、６次
産業化を見据えた
農商工等連携と農
業経営の多角化が
必要である。

[農業振興課］

1-2 水産業の振興 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

1-2-1 漁港施
設の維持管理
の推進

浸水被害を受けた
地域を中心に、緊急
度に応じて整備時期
をⅠ・Ⅱ・Ⅲ期とし、
単独県費補助事業を
活用して高潮対策の
整備を行っており、
ほぼ計画通りに整備
を行うことができ、
災害に強いまちづく
りの推進が図られて
いる。
また、漁港施設に

ついても、地元漁協
等と協議を行いなが
ら維持修繕を行い、
適正な維持管理が図

Ａ 平成 27 年度にⅡ
期・Ⅲ期の再検討を
行い必要な箇所を移
行したが、香川県と
連携し地震津波対策
海岸堤防等整備計画
に基づき整備を行っ
ており、ほぼ計画の
とおり整備を行うこ
とができている。
また、老朽化する

漁港施設、海岸保全
施設の長寿命化計画
を策定し、施設の機
能強化を図り人命・
資産の防護を図るな
ど国の事業を活用

Ａ 近い将来発生す
ると予想されてい
る大規模地震によ
る津波等に対する
漁港及び背後集落
の安全対策点検を
行い、施設整備を実
施する。
計画に基づく施

設の点検を行い、漁
港機能の集約化等
により、施設の長寿
命化や既存ストッ
クの再活用等を図
り、更新工ストの縮
減が必要となる。
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られた。 し、効果的に改良工
事等が実施された。 [港湾水産課］

1-2-2 水産業
基盤の確立

稚魚放流事業につ
いては、香川県水産
振興総合対策事業費
補助金を活用し、地
元漁協の協力を得て
燧灘、備讃瀬戸と毎
年交互に稚魚放流を
実施し、ほぼ計画通
りに水産物の安定供
給をすることが図ら
れた。三豊市漁業振
興基金を原資とし
て、漁協が行う事業
に対し補助金を交付
することにより、水
産業の総合的振興を
図るため、近代的な
漁業経営基盤の確立
に対して支援を行う
ことができた。

Ａ 三豊市における漁
業の振興を図るため
に、市内の漁業協同
組合等の経営基盤の
強化、水産振興につ
ながる事業に対し三
豊市漁業振興基金条
例に基づき補助金を
交付し支援を行っ
た。また、県補助事
業を活用し、稚仔放
流を計画的に実施す
ることにより資源の
確保を図り水産物の
安定供給にをするこ
とが図られた。

Ａ 漁業振興基金の
事業内容の見直し
及び稚仔放流事業
の効果検証。担い手
の育成。

[港湾水産課］
1-2-3 内水面
漁業の振興

財田川への鮎の放
流事業は毎年幼稚園
児が放流事業に参加
しており、財田川の
自然を守るととも
に、シーズンには多
くの方がアユ採りに
訪れ、夏の風物詩と
して報道機関の取材
も多く三豊市のＰＲ
活動の一躍も担って
いる。
フナの稚仔の放流

事業は、ため池の水
産資源としての漁家
の経営安定及び所得
の向上を図るととと
もに、水質悪化が激
しいため池の水質保
全にも貢献してい
る。

Ａ 財田川への鮎の放
流事業は毎年幼稚園
児が放流事業に参加
しており、財田川の
自然を守るととも
に、川に親しんでも
らえる初夏の風物詩
として報道機関の取
材も多く三豊市のＰ
Ｒ活動の一躍も担っ
ている。
フナの稚仔の放流

事業は、ため池の水
産資源としての漁家
の経営安定及び所得
の向上を図るととと
もに、水質悪化が激
しいため池の水質保
全にも貢献してい
る。

Ａ 財田川への鮎の
放流事業は、近年、
水量が心配される
年もあるが、幼児教
育の一環と地域の
自然を守る事業と
して、今後も三豊市
のＰＲ活動とする。

フナの稚仔の放
流事業は、水質悪化
が激しいため池の
水質保全や生態系
の保護のためにも
継続する。

[農業振興課］
1-2-4 魚食の
普及

－ － 市内の水産業の取
り組みを紹介すると
ともに、魚のさばき
方や料理の体験を通
じて、魚への興味を
深め、地産地消の取
り組みや家庭での市
水産物の利用を促進
することを目的とし
ている。
お魚教室の対象者

Ａ 魚祝普及に向け
た取り組みの成果
報告。
対象範囲の拡大。
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として、児童・生徒
や子育て世代を対象
者とし食生活改善推
進員、お魚伝道師の
協力を得て実施する
ことで、地域での広
がりが期待できた。 [港湾水産課］

1-3 工業の振興 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

1-3-1 企業誘
致のための情
報収集体制の
整備【重点】

情報収集について
は、関東・関西での
三豊ふるさと会を創
設し、377 人の登録
をいただきており、
三豊市との絆を深め
ると同時に、企業に
よる設備投資に関す
る情報の収集等を行
っている状況であ
る。また、平成 25年
度には、情報リサー
チ会社との契約を行
い、設備投資に意欲
のある企業情報を収
集。さらに、百十四
銀行、香川銀行、観
音寺信用金庫との担
当者レベルでのミー
ティングを行ってお
り連携強化を行って
いる。

Ｂ 期間中において、
域内産業振興の持続
的な発展を目的とし
て百十四銀行、観音
寺信用金庫とは包括
協定を交わす中で、
設備投資に意欲的で
ある企業情報の収集
も行い、市の企業振
興施策の効果的な浸
透に関して実施でき
ている。その他、中
国銀行、香川銀行、
高松信用金庫の担当
者とも積極的に情報
交換を行う中で、県
内外における企業ニ
ーズの把握を行って
いる。また、市及び
県出身の県外在住者
に対してもアプロー
チを掛けるなど、新
たな投資に対する情
報収集に積極的に努
めている。

Ｂ 今までどおりの
方法に加え、公式ホ
ームページなどを
積極的に活用し、香
川県商工労働部企
業立地推進課と連
携を強化するなど、
さらなる情報収集
に取り組む必要が
ある。

[産業政策課］
1-3-2 企業誘
致・振興に関
する広報活動
の拡充

平成 21 年度に、三
豊市の交通網の充実
度や、助成制度、生
活環境等を紹介する
企業誘致ガイド（パ
ンフレット）を作成
し、産業立地に向け
て活動を行ってきま
した。
平成 24 年度には、

「企業立地・支援」
の三豊市ポータルサ
イトを公開し、プロ
モーションムービー
を利用しながらわか
りやすく、また三豊
市の支援策をすべて

Ａ 企業立地ポータル
サイトによって、市
の助成制度を紹介
し、国及び県の情報
獲得へのアクセスを
容易にするなどの対
応を継続している。
また、企業・創業

支援サイトを新たに
構築し、企業が自由
に自社ＰＲできる仕
組みを作り、企業進
出への一助として活
用いただいている。
企業誘致ガイド

（パンフレット）の
更新はできていない

Ｂ 企業立地のため
のパンフレット（印
刷物）を作成する場
合、日々刻々と変化
する情勢、情報に対
して、更新の時期を
見定めることが非
常に困難なケース
が存在するが、一定
のニーズはありま
す。香川県企業誘致
推進協議会との連
携の中で県全体と
して企業誘致、立地
が達成できるよう、
より効果的な情報
提供の方法につい
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網羅し、国や県の情
報へも簡単にアクセ
スできるよう構成し
ている。

が、誘致に向けて最
新の情報をその都度
盛り込んだ資料を作
成し、対応している。

て、継続して検討し
ていく。

[産業政策課］
1-3-3 企業誘
致優遇措置の
強化【重点】

平成 18 年１月１
日、三豊市発足と同
時に工場誘致条例を
制定し、企業の誘致
に尽力してきました
が、平成 23 年４月１
日には時代の要請を
受け、工場のみなら
ず情報通信業や運輸
業も対象とした企業
誘致条例を制定。ま
た、平成 24 年４月１
日には、競争力を高
めるため条例適用基
準についての緩和も
行ってきた。

Ｂ 市外からの進出を
対象とした企業立地
奨励金制度と域内企
業の設備投資への助
成を目的に創設され
たがんばる企業応援
補助金制度を平成27
年度より統一し、見
た目にもシンプルで
分かりやすいものと
した。
奨励金対象業種に

ついても、従来の製
造業、運輸運搬業、
情報通信業に平成29
年度より試験研究施
設を追加し、幅広い
業種にも対応できる
制度を整えた。

Ｂ 日々変化するで
あろう企業ニーズ
を的確に捉え効果
的な助成制度とな
るよう、日本経済の
動向、国の経済産業
界への施策につい
ても注視しながら、
市の支援策につい
て毎年見直しの検
討を実施していく。

[産業政策課］
1-3-4 優良用
地情報の提供

オーダーメイド方
式による企業進出
は、平成 20 年の三豊
鳥坂ＩＣに隣接する
自動車オークション
会社の誘致を最後に
実績はありません。
昨今の企業立地情報
によると、進出情報
が出て数ヶ月以内に
着工できる用地を選
定しているケースが
多いため、平成 24年
度からは、進出予定
企業からの多様なご
要望にお答えすべ
く、企業立地に適す
る大きな用地の情報
を民間事業者や市民
皆様からも募集し、
ご紹介している。

Ｂ 県に情報提供する
中で企業立地ポータ
ルサイトを活用し、
公開できる市内用地
情報については順次
公開を行っている。
また、金融機関及び
既存立地企業の担当
者からも情報収集を
継続的且つ定期的に
収集し、進出予定企
業とのマッチングに
努めるなど対応して
いる。

Ｂ 工業用水道の整
備に向け、国、県及
び地元企業との交
渉を継続していく。
用地だけでなく、電
気･水道・交通アク
セスを含めた情報
提供がスムーズに
できるよう対応を
検討していく。

[産業政策課］
1-3-5 地域企
業の支援【重
点】

市内企業の魅力を
知ってもらおうと平
成 24 年２月に三豊
市中小企業振興協議
会の主催で、三豊市、
三豊市商工会、ハロ
ーワーク観音寺、香
川高専詫間キャンパ
スの後援により「三
豊の企業説明会」を

Ｂ 市内に立地する企
業の交流や情報発信
の場として「みとよ
マーケット（企業説
明会）」を平成 27 年
度まで開催した。参
加企業同士の交流や
情報交換等ビジネス
マッチングが積極的
に行われ、新規事業

Ｂ 引き続き、企業情
報の発信・交換及び
企業交流の場を確
保し、企業間の連携
による新たな事業
活動の促進を図る
ため、三豊市商工会
及び地域金融機関
等と連携し、支援を
行う。
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初開催。就職面接や
講演会にあわせ、参
加企業同士の意見交
換も行い、新たな一
歩を踏み出した。
参加企業からも高

評価をいただいてお
り、平成 25 年度は、
参加企業による企画
で開催する予定であ
る。

の創出に繋げりこと
ができた。
また、平成 28 年度

より「三豊市企業・
創業支援総合サイ
ト」を開設した。市
内に立地する企業の
情報を集約し、市内
企業の情報発信や情
報交換を行う場を確
保することにより、
企業活動の活性化を
支援した。 [産業政策課］

1-3-6 ベンチ
ャービジネス
の支援

平成 22 年度から
は中小企業振興基金
事業を展開し、創業
３年以内のベンチャ
ーが行う新事業を支
援。平成 24 年度から
のがんばる企業応援
事業でもベンチャー
支援補助は継続し、
３年間で３件を採択
している。

Ｃ 「みとよ創業塾」
を開催し、企業に必
要な知識の習得支援
のほか、各種助成制
度の周知を行った。
平成 26 年度から平
成 28 年度の３年間
で約 150 名が受講
し、約 40 名が創業し
た。また、受講者及
び創業者には三豊市
商工会及び香川県よ
ろず支援拠点と連携
し、経営相談を実施
し、継続的にフォロ
ーを実施。
平成 28 年度から

は「創業支援事業補
助金」を新設し、７
事業者を採択し、創
業時の広告宣伝費等
を支援した。

Ａ 創業件数は順調
に伸びており、創業
者が継続的に事業
に関する相談を行
えるよう、三豊市商
工会、香川県よろず
支援拠点及び地域
金融機関との連携
し、相談・指導体制
を強化する。

[産業政策課］
1-3-7 新産業
の創出【重点】

創業ベンチャー支
援同様に、平成 22年
度からは中小企業振
興基金事業を展開、
平成 24 年度からの
がんばる企業応援事
業にて、異業種交流
による新事業の創出
や、産学連携による
新商品開発を支援し
ている。

Ｂ 平成 28 年度まで、
がんばる企業応援事
業補助金により、新
事業の創出や産学連
携による新製品開発
等を支援を行った。
また、経営相談事業
を三豊市商工会と連
携して実施し、商品
開発及び販路拡大等
への相談に対応し
た。展示会等出展事
業補助金や知的財産
権取得支援事業補助
金等の各種補助制度
により、販路拡大支
援を実施している。
その他、三豊市商工
会主催により異業種

Ｂ がんばる企業応
援事業補助金及び
経営相談事業等に
より、新事業の創出
や新製品開発等が
積極的に行われた
ため、今後は新事業
や新商品の販路拡
大等への支援を継
続的に実施する必
要がある。
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交流会（名刺交換会）
を開催し、平成 26 年
度と平成 27 年度で
約 200 名が参加し、
交流を行うことでビ
ジネスマッチング支
援を実施した。 [産業政策課］

1-4 商業の振興 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

1-4-1 商工会
活動の支援・
強化

商工会が実施する
中小企業者のための
経営改善普及事業や
地域振興事業等の活
動に対し助成を行っ
ている。

Ａ 商工会が実施する
中小企業者のための
経営改善普及事業や
地域振興事業等の活
動に対し助成を行っ
ている。
商工会とは定期的

に連携会議を開催
し、市内の商工業に
対する課題を共有
し、施策の検討を行
っている。

Ａ 商工会の会員数
の減少が進んでい
る。地域産業の活性
化を図るためにも、
会員数の減少に歯
止めをかける取り
組みが必要である。

[産業政策課］
1-4-2 商業経
営の近代化の
促進

商工会ビジネスロ
ーンや政策投資銀行
の経営改善資金（設
備資金）借入者への
利子補給として償還
利子の50％を支給し
ている。
あわせて中小企業

者の事業活動に必要
な資金を融資するこ
とにより、中小企業
者の経営の安定及び
その育成振興を図る
ことを目的に小口融
資を行っている。

Ｂ よろず支援拠点や
商工会と連携し、中
小企業の経営の課題
に対して、専門家に
よる経営相談等を定
期的に開催してい
る。
平成 26 年度から

は、市内における創
業を促進するため商
工会と連携して創業
塾を年間２回開催し
ており、多くの受講
者が後に創業してい
る。
市内事業者の販路

拡大を支援するた
め、農商工ビジネス
マッチングの開催、
展示会出展に対する
助成等を行ってい
る。
平成 28 年度より

三豊市企業・創業支
援サイトを立ち上
げ、市内企業に向け
て、官公庁からの通
知やセミナーの開催
情報、補助金の情報
等を発信している。

Ａ 市内企業を対象
に行ったアンケー
トで、経営に関して
最も深刻な課題は、
労働者不足に関す
る悩みである。支援
策として、インター
ンシップの取り組
みに対する助成や
観音寺市と連携し
た合同就職説明会
の開催等を行って
いるものの、まだま
だ課題は解消しな
い。
今後も労働者不

足に対する効果的
な支援策を検討し、
実施していく必要
がある。

[産業政策課］
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1-4-3 新たな
商業スタイル
の創出

平成 22 年度から
は中小企業振興基金
事業を展開、平成 24
年度からのがんばる
企業応援事業にて、
異業種交流による新
事業の創出や、産学
連携による新商品開
発を支援している。

Ｂ 平成 28 年度まで、
がんばる企業応援事
業補助金により、新
事業の創出や産学連
携による新製品開発
等を支援を行った。
また、経営相談事業
を三豊市商工会と連
携して実施し、商品
開発及び販路拡大等
への相談に対応し
た。展示会等出展事
業補助金や知的財産
権取得支援事業補助
金等の各種補助制度
により、販路拡大支
援を実施している。
その他、三豊市商工
会主催により異業種
交流会（名刺交換会）
を開催し、平成 26 年
度と平成 27 年度で
約 200 名が参加し、
交流を行うことでビ
ジネスマッチング支
援を実施した。

Ｂ がんばる企業応
援事業補助金及び
経営相談事業等に
より、新事業の創出
や新製品開発等が
積極的に行われた
ため、今後は新事業
や新商品の販路拡
大等への支援を継
続的に実施する必
要がある。

[産業政策課］

1-5 観光の振興 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

1-5-1 観光振
興に関する指
針の策定

- － 市内で観光振興に
関わりのある組織や
団体、事業者などで
構成される検討委員
会『みとよ 100 年観
光会議』を設置し、
一年間かけて計画を
策定した。
「次世代につなが

る観光まちづくり」
を基本理念に、住
民・来客それぞれが
満足度 100％になる
ような三豊市内での
観光消費額アップを
目指した。
結果、別紙（マー

ケティングリポー
ト）のとおり、全体
的に右肩上がりの数
値を残すことができ
た。

Ｂ 平成 30 年度に観
光基本計画見直し
となるため、調査に
より現状把握をし、
改めて現状に沿っ
た計画を練り直す
必要がある。

[産業政策課］
1-5-2 観光振 観光資源の再発 Ｂ 本市の観光事業の Ｂ 各種団体ともイ
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興体制の確立 見・強化及び情報発
信、誘客のための各
種観光関連イベント
等地域に密着した民
間レベルでの活動の
推進を図るため支援
を行い、イベント等
については各種団体
の実施計画書のとお
り開催することがで
き、本市への誘客に
寄与した。

振興、歴史と文化の
融和した活力あるま
ちづくりを推進する
ため、市民団体が実
施する地域に密着し
た各種観光関連イベ
ント等の支援を行
い、本市への誘客並
びに知名度向上、市
民の郷土愛の醸成に
寄与した。
また、市観光協会

と市国際交流協会の
機能を統合した新組
織「三豊市観光交流
局」を平成 29 年度に
発足し、財源の縮小
及び機能統合による
効率的かつ効果的な
観光振興事業の実施
体制を構築した。

ベント開催にあた
り、主の財源は補助
金となっており、自
主財源の確保を含
め、補助金に依存し
ない運営体制の構
築が必要であるほ
か、本市への誘客の
みならず、経済波及
効果へつなげる仕
組み作りの検討も
あわせて行う必要
がある。
また、稼げる観光

地域経営を行うた
め、観光振興ビジョ
ンの統一化やマー
ケティング戦略の
策定等観光戦略の
立案や意思決定を
行う機関として地
域ＤＭＯを設立す
ることが重要であ
る。

[産業政策課］
1-5-3 観光Ｐ
Ｒ活動の強化
【重点】

観光振興の根底の
第一歩として、『三豊
市』という本市の名
称を多くの人に認識
してもらうため、『知
名度向上プロジェク
ト』と連携して、ガ
イドブック・ホーム
ページ等あらゆる媒
体を活用して観光Ｐ
Ｒ活動を実施した。

Ｂ 観光振興の根底の
第一歩として、『三豊
市』という本市の名
称を多くの人に認識
してもらうため、『知
名度向上プロジェク
ト』と連携して、ガ
イドブック・ホーム
ページ・メルマガ等
あらゆる媒体を活用
してプロモーション
を実施した。
あわせて、ＦＭ香

川や観光交流局など
と協力体制を築い
て、ＰＲ活動を強化
した。
平成 29 年度には

夏に特化したプロモ
ーション企画として
「夏はみとよだ」を
実施し、誘客の促進
や知名度向上につな
がった。

Ｂ 『知名度向上プ
ロジェクト』によ
り、メルマガ会員を
はじめ三豊市のフ
ァンを獲得してい
く。メディアほか外
部団体や観光関連
企業とも協力して、
三豊市の知名度向
上と市内消費拡大
につなげていく。

[産業政策課］
1-5-4 観光拠
点施設・資源
の充実

弥谷山ふれあいの
森公園、たかせ天然
温泉、たからだの里、
仁尾マリーナは、民
間に運営管理を委ね

Ｂ 弥谷山ふれあいの
森公園、たかせ天然
温泉、たからだの里、
仁尾マリーナ、粟島
海洋記念館は、指定

Ｂ 各 施 設 と も 建
設・整備から 20 年
以上経過している
ことから、設備の老
朽化による更新の
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ており、各施設とも
に民間ならではの発
想のもと県内外への
情報の発信を積極的
に行っている。結果、
地元のみならず、県
外からの利用者も増
加し観光の交流拠点
として活躍していた
だいている。

管理者として第３セ
クターを含む民間に
運営管理を委ねてお
り、各施設とも民間
ならではの発想のも
と情報の発信を積極
的に行った。結果、
県外だけでなく海外
からの利用者も増加
傾向にある。

必要がある。整備に
は多大な費用が掛
かり、財源の確保が
課題となる。

[産業政策課］

1-6 雇用・勤労者対策、定住促進対策の推進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

1-6-1 雇用情
報の提供【重
点】

平成 21 年度以降
で、レック（株）、共
栄フード（株）、興国
包装（株）、ナック
（株）などを誘致。
雇用場所の創出を行
っている。
また、平成 24年度

には三豊市中小企業
振興協議会主催、ハ
ローワーク観音寺と
の連携により、三豊
の企業説明会を開
催。25 社の参加によ
り、市内企業の知名
度向上と、連携強化
を図った。

Ａ 平成 27 年度に、高
松商工会議所主催で
就職説明会を三豊市
にて開催、平成 28 年
度及び平成 29 年度
に、観音寺市と合同
で就職説明会を開
催、市内企業の知名
度向上を図った。
平成 28 年度より

企業創業支援サイト
を運営し、ハローワ
ークの求人情報をリ
ンクにより掲載して
いる。
平成 29 年度に、イ

ンターンシップ支援
事業補助金及び就職
説明会等出展支援事
業補助金を設けるこ
とで、市内企業への
就職及び定住の促進
を図った。
平成 29 年度より、

香川県の事業であ
る、「ワークサポート
かがわ」に職員１名
を兼務させ、連携を
図ることで、情報提
供、職業あっ旋等の
促進を図った。

Ａ 人口減少、少子高
齢化が進むことで
労働力の減少が課
題となる。
関係機関と連携

を強化することで、
求職者への情報提
供、職業あっ旋等の
促進を行う。

[産業政策課］
1-6-2 高 齢
者・女性・障
がい者の雇用
促進

シルバー人材セン
ターは、高齢者が働
くことを通して生き
がいを得るととも
に、地域社会の活性
化に貢献しており、
技術や技能を活かし

Ａ シルバー人材セン
ターは、定年退職等
で職場を離れた高齢
者が「福祉の担い手
から社会の担い手
へ」となることを目
指して事業を行って

Ａ 新規会員の加入
が減っている。定年
延長等が理由と考
えられる。会員にな
って、今までの知識
や経験・ノウハウが
発揮でき、生きがい
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

た作業は多岐にわた
っている。さらに専
門性を高めるため
「樹木剪定・緑地保
全講習会」にも参加
するなど、レベルア
ップに努めている。
受注件数は、平成 21
年度は 4,173 件、平
成 22 年度は 4,266
件、平成 23 年度は
4,373 件と順調に推
移していましたが、
平成 24年度は 4,305
件と初めて減少とな
った｡誠実な就労姿
勢が地域社会に認め
られる一方、低迷す
る経済情勢のもと、
民間企業の経費削減
を受けて継続作業が
見直され、受注に伴
い契約金額も減少傾
向となっている。障
害者の雇用に関して
は、身体障害者では、
一般就労が多いのに
対して、知的障害
者・精神障害者は、
一般就労は少なく福
祉的就労が多い状況
である。

いる。近年は年間
4,000 件強の受注件
数が続いている。今
後、利用者の多様な
ニーズに対応するた
め、会員に対する知
識、技術等の向上を
目的とする計画的な
研修会・講習会を開
催するとともに、ホ
ームページ等の活用
も行い、業務の確保
と拡大に努めていき
ます。障害者の雇用
に関しては、身体障
害者では、一般就労
が多いのに対して、
知的障害者・精神障
害者は、一般就労は
少なく福祉的就労が
多い状況である。

を持って社会に貢
献できる受け皿と
なれるよう就業機
会の確保や職域の
拡大を図っていき
たい。

[福祉課］
1-6-3 勤労者
福祉の充実

実施していない。 Ｂ 労働者の生活の安
定に必要な融資の原
資として、金融機関
に預託金を貸し付け
た。
預託金を活用した

金融機関から、生活
融資、住宅融資、風
水害等の災害特別融
資等を行うことで、
勤労者の生活の維
持、向上への役割を
果たしている。

Ｂ 勤労者福祉関連
施設の老朽化が著
しい。市の公共施設
は整理、合理化して
いく方向であるが、
限られた施設の中
で、勤労者が利用し
やすいよう調整を
図っていくことが
必要である。

[産業政策課］
1-6-4 移住・
定住促進対策
の推進【重点】

平成 23 年度から、
若者が住宅取得の際
に費用の一部を補助
する「若者定住促
進・地域経済活性化
事業」を開始すると
ともに、市外の短期

Ｂ 平成 23 年度から
開始した「若者定
住・地域経済活性化
事業」、「定住促進・
短期滞在者支援事
業」、「定住促進・学
生合宿支援事業」及

Ａ 若者やＵＩＪタ
ーン者等の移住・定
住の促進のため、空
き家バンクを活用
した施策を展開す
るとともに、移住・
定住前後の相談窓
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

滞在者の定住に向け
た活動の支援として
「定住促進・短期滞
在者支援事業」と、
将来の定住につなが
るよう市外学生に対
して合宿の支援を行
う「定住促進・学生
合宿支援事業」を行
った。また、平成 24
年度からはインター
ネットを通じて空き
家を紹介する「三豊
市空き家バンク」と、
これに連動した「定
住促進・地域経済活
性化リフォーム事
業」を開始し、本市
への定住促進を図っ
た。

び平成 24 年度から
開始した「三豊市空
き家バンク」、「定住
促進・地域経済活性
化リフォーム事業」
を引き続き実施して
いることに加え、本
市への移住に対する
興味・関心を持って
もらうことを目的
に、移住促進プロモ
ーション映像等の作
成を行った。また、
平成 28 年度からは、
県外からの転入者の
住宅の賃借費用の一
部を補助することを
目的に「移住促進・
家賃等補助事業」を
開始し、移住・定住
の促進を図った。

口体制の確立を図
ることが今後の課
題である。「空き家
バ ンク リフ ォー
ム・地域経済活性化
事業」及び「移住促
進・家賃等補助事
業」は県費補助とあ
わせて行っている
補助事業である。
「空き家バンクリ
フォーム・地域経済
活性化事業」につい
ては、平成 27 年度
から県費補助が始
まり、それまでの最
大 50 万円の補助額
から、最大 100 万円
（市補助金 50 万
円、県補助金 50 万
円）の補助額へ増額
となっている。「移
住促進・家賃等補助
事業」は補助対象事
業費の 1/２につい
て県費補助となっ
ている。いずれの事
業についても、県費
補助の見直しに合
わせ、市の補助金の
あり方や事業の実
施内容について、今
後検討の必要があ
る。
[田園都市推進課］
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２ 第２章 豊かな自然と共生し、環境にや

さしいまち（環境・生活） 

2-1 環境・景観の保全と創造 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2-1-1 公害等
の調査・監視
体制の強化

香川県水質測定計
画に基づき、毎年河
川及び海域で水質等
調査を行っている。
大気については、大
気測定車にて毎年３
回実施している。騒
音については、騒音
規正法に基づき規制
地域を指定し、生活
環境の保全に勤めて
いる。振動、悪臭に
ついては、規制地域
を指定していない
が、近隣住民の要請
により事業者に指導
等を実施している。

Ｂ 毎年河川及び海域
の水質調査を実施。
平成 26 年４月１

日から悪臭防止法に
基づき三豊市全域を
指定し悪臭苦情に対
応している。また、
騒音規制法に基づき
騒音苦情に対応し、
事業者に対し指導を
実施している。

Ａ 振動の地域指定
はしていないため
今後振動に対する
苦情が多いようで
あれば規制が必要
となるが振動苦情
はない。
悪臭苦情は年々

多くなっており臭
いは目に見えない
事や一時的季節的
なこともあり対応
に苦慮している。臭
いに対する規制は
２２物質のみのた
め、基準値を超過し
た例はない。悪臭苦
情が多い一部の地
域に対して規制基
準の見直しや、臭気
指数による基準の
定め等見直しが必
要であるが、エリア
の指定は難しい。

[環境衛生課］
2-1-2 森林の
保全

広域基幹林道五郷
財田線及び琴南財田
線（山本町から財田
町）と豊中七宝山線
については、計画的
に草刈、水路・路肩
清掃等の維持管理を
行い利用者の安全と
便宜性の確保を図っ
ている。景勝地とし
て来場者の多い仁尾
町蔦島では、５年に
１度、松くい虫対策
の薬剤注入事業を行
い松林の保全と景観
の保持に努めてい
る。また、一般森林
の植栽、下刈り、間

Ｂ 広域基幹林道五郷
財田線及び琴南財田
線（山本町から財田
町）と豊中七宝山線
については、計画的
に草刈、水路・路肩
清掃等の維持管理を
行い利用者の安全と
便宜性の確保を図っ
ている。景勝地とし
て来場者の多い仁尾
町蔦島では、５年に
１度、松くい虫対策
の薬剤注入事業を行
い松林の保全と景観
の保持に努めてい
る。また、一般森林
の植栽、下刈り、間

Ｂ 広域基幹林道琴
南財田線は、毎年陳
情を実施して早期
の全線開通に向け
て要望している。森
林保全については、
森林の環境整備に
対する事業の実施
等を図れるよう、引
き続き支援する必
要がある。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

伐、枝打ち等につい
ては、県費補助事業
により造林の育成事
業を行い、良好な森
林環境と水源涵養に
努めている。

伐、枝打ち等につい
ては、県費補助事業
により造林の育成事
業を行い、良好な森
林環境と水源涵養に
努めている。 [農業振興課］

2-1-3 市民主
体の環境保全
活 動 の 促 進
【重点】

県と市の単独事業
により、平成 21 年度
に流域の住民、ボラ
ンティア団体、行政
等地域の関係団体が
共同で「高瀬川流域
水環境保全推進協議
会」を設立し、ほぼ
計画通りに水環境の
充実が図られた。各
種団体による河川清
掃の取り組み。また、
環境学習として、高
瀬川流域の小学４年
生児童を中心に、水
生生物調査の実施。

Ａ 県と市の単独事業
により、平成 21年度
に流域の住民、ボラ
ンティア団体、行政
等地域の関係団体が
共同で「高瀬川流域
水環境保全推進協議
会」を設立し、ほぼ
計画通りに水環境の
充実が図られた。県
は平成 25 年度を持
って事業より撤退し
た。各種団体による
河川清掃の取り組
み。また、環境学習
として、高瀬川流域
の小学４年生児童を
中心に、水生生物調
査の実施。

Ａ 「高瀬川流域水
環境保全推進協議
会」の役割は終了し
たと考え、平成 30
年度に協議会を解
散する。環境学習で
ある水生生物調査
は各学校にて実施
予定。

[環境衛生課］
2-1-4 新エネ
ルギー導入へ
の取り組み

５人の専門家によ
って組織し、「三豊市
にふさわしごみ処理
技術の選定につい
て」を答申がだされ
「ごみはすべて資源
である」の理念のも
とに「生ごみ」を分
別収集しバイオガス
化で燃料とし、その
他の可燃物は、固形
燃料するということ
が報告された。

Ａ 廃棄物のエネルギ
ー利用は、バイオマ
ス資源化センターの
完成により達成でき
た。
太陽光発電等、環

境負荷の少ない新エ
ネルギーの導入に向
けた取り組みについ
ては、住宅用太陽光
発電システムの導入
世帯数が見込みで
1,249 世帯と目標
（ 1,500 世帯）の
83％にとどまってい
る。ただし、平成 28
年度から蓄電システ
ム、平成 29年度から
ＨＥＭＳも補助対象
とし、県内トップク
ラスの取り組みを実
施している。

Ｂ 太陽光発電等の
普及は、目標達成に
向け、引き続きこれ
まで同様の事業を
実施しなければな
らい。
風力・水力・バイ

オマス等といいた
太陽光発電以外の
新エネルギーは、具
体的な施策にまで
至っていないこと
から、引き続き調査
を行う必要がある。

[環境衛生課］
2-1-5 美しい
河川環境の保
全

県管理河川につい
ては、高瀬川・宮川
を計画的に改修して
いる。またその他の
河川についても必要

Ａ 県管理河川につい
ては、高瀬川・宮川
を計画的に改修。そ
の他の河川について
も必要な箇所の改修

Ａ 県管理河川につ
いては、高瀬川・宮
川等の改修を計画
的に進めていくよ
う、引き続き県に要
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

な箇所の改修を実施
している。
市管理河川につい

ては、平成 21年度か
ら平成 24 年度にお
いて 1,275ｍの改修
を実施して整備を図
った。

を実施している。
市管理河川につい

ては、改修を実施し
て整備を図った。

望し、整備の促進を
図る。また浚渫もあ
わせて要望してい
く。
市管理河川につ

いては、引き続き未
整備河川を優先的
に整備していく。

[建設課］
2-1-6 ペット
の適正飼育の
促進

狂犬病予防法に基
づき、狂犬病の予防
接種事業を実施し、
犬の登録、変更等に
関する事務処理を行
った。平成 23年度の
予防接種率 79.60％
(県下１位)となり、
予防接種率の向上を
図った。

Ａ 狂犬病予防法に基
づき、狂犬病の予防
接種事業を実施し、
犬の登録、変更等に
関する事務処理を行
った。平成 23 年度か
ら 予 防 接 種 率
79.60％(県下１位）
となっている。予防
接種率のさらなる向
上を図った。

Ａ 狂犬病予防注射
接種摂取率１位の
継続。

[環境衛生課］

2-2 循環型社会の形成 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2-2-1 バイオ
マス資源化セ
ンター（仮称）
の整備促進

三豊市の新しいゴ
ミ処理施設の整備に
ついては、平成 22年
度と同 23 年度に実
施した２度の公募に
よって、
①処理方式はトンネ
ルコンポスト方式

②施設の設置・運営
は民設民営方式

③委託候補者は株式
会社エコマスター
とすることを決定

し、平成 24 年度に三
豊市次期ごみ処理業
務の委託に関する協
定書の調印式を行っ
た。

Ｃ 平成 26 年度、用地
交渉、補助金選定を
行う。
平成 27 年度、地元

自治会と環境保全協
定書を締結し、用地
を決定。平成 27年度
環境省補助金を受け
る。県より施設の設
置許可を受ける。事
業者と整備協定書を
締結し、工事着工。
平成 28 年度、平成

28年度環境省補助金
を受ける。試運転を
行い性能確認を行
う。施設完成。事業
者と 20 年間の業務
委託契約書を締結す
る。市議会で 20年間
の債務負担行為を設
定する。竣工式開催。

平成 29 年度、営業
運転開始。視察受入
れ開始。

Ａ ・ごみ量減少対策
今後人口減によ

りごみ量が減少し
た場合、計画量との
差を市が負担する
こととなる。この対
策として民設民営
のメリットを活か
し、民間事業者によ
るごみ（産業廃棄物
等）の確保ができる
よう関係機関との
調整が必要となる。
・モニタリングの実
施
委託事業を監視

するため、財務状況
等のモニタリング
を行うと伴に、環境
測定を実施する。
・固形燃料の農業利
用
国内初の処理方

式が完成し、全国的
にも高い評価を受
けているが、ごみか
ら製造された固形
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

燃料を製紙工場で
利用するだけでな
く、次のステップと
して、市内の加温ハ
ウスで重油・灯油に
代わり固形燃料を
使用する取り組み
を推進することが
重要となる。従来の
化石燃料ボイラー
に比べて二酸化炭
素の排出を抑制で
きるだけでなく、家
庭ごみ⇒固形燃料
⇒農業利用⇒農産
物の生産⇒消費⇒
家庭ごみ、というル
ープが完成するこ
とで固形燃料の地
産地消となる。

[環境衛生課］
2-2-2 ３Ｒ運
動の促進【重
点】

廃棄物抑制事業に
ついて、生ごみ処理
機補助金の交付によ
り、可燃ごみの自家
処理を推進。また、
平成 22 年度より、ダ
ンボールコンポスト
及びＥＭ菌による生
ごみ処理モニターを
募集し、市民主体の
可燃ごみ減量化運動
を推進。リサイクル
活動推進について
は、市内学校・自治
体を対象とし回収量
に応じた交付金を、
地域の取り組みを活
性化させる。

Ｂ 廃棄物抑制事業に
ついて、生ごみ処理
機補助金の交付によ
り、可燃ごみの自家
処理を推進。また、
平成 22 年度より、ダ
ンボールコンポスト
による市民主体の可
燃ごみ減量化運動を
推進。燃やせないご
みの減量と、レアメ
タル（希少金属）な
どの再資源化を推進
するために、使用済
み小型家電を回収。
リサイクル活動推進
については、市内学
校・自治体を対象と
し回収量に応じた交
付金を、地域の取り
組みを活性化させ
る。

Ａ 市民主体の可燃
ごみ減量化運動を
推進。

[環境衛生課］
2-2-3 バイオ
マス産業都市
構 想 の 推 進
【重点】

竹を未利用バイオ
マス資源と再定義
し、資源として有効
利用することによ
り、持続可能な荒廃
竹林対策と循環型社
会の形成を達成する
ため、以下の取り組
みを実施した。

Ｂ ①平成 26 年度から
香川大学等の学術
機関にて鶏糞竹混
合ペレット堆肥研
究などの委託研究
を実施した。

②平成 26 年度に林
野庁の新需要創出
品目別支援事業を

Ｃ 竹資源事業化に
向けた直接的な成
果はまだ出ていな
いが、林野庁の「竹
資源グリーンテク
ノロジーによる高
度利用技術の開発」
事業により、基礎研
究の段階は概ね終
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

①香川大学、森林総
合研究所等の学術
機関にて竹成分の
委託研究。

②竹伐採コストの低
減に向けた試験伐
採事業。

③竹を利用したパー
ティクルボードの
製品化を行う企業
と連携し、原料調
達システムの構
築。

④竹原料の安定的な
調達を確保するた
め、竹資源事業化
推進協議会を発
足。

活用し、竹伐採コ
ストの低減に向け
た試験伐採を実施
した。

①～④平成 27 年度
から林野庁の補助
研究開発支援事業
「竹資源グリーン
テクノロジーによ
る高度利用技術の
開発」事業により、
竹の抽出水及び抽
出残渣の機能性評
価と製品化に向け
た研究を森林総合
研究所を中心と
し、企業と連携し
て実施した。また、
実証実験に必要な
原料調達等を竹資
源事業化推進協議
会が担った。

了した。今後は「地
方創生推進交付金」
を活用して竹抽出
水などの実用化の
ための事業を行う
必要がある。
また、議会から事

業の改善と効率化
を求められており、
今後は林野庁の「森
林・山村多面的機能
発揮対策交付金」な
どを活用して、地域
ぐるみでの里山林
の保全管理や竹資
源の農業利用への
取り組みを農業振
興課と連携して推
進していく必要が
ある。

[環境衛生課］
2-2-4 ごみの
不法投棄対策
の推進

平成 22 年度より、
シルバー人材センタ
ーへ不法投棄パトロ
ールを業務委託し、
定期的な巡回・回
収・啓発が行える体
制を確立している。
また、不法投棄パ

トロールからの報告
内容をもとに、不法
投棄多発地域などの
情報収集及び地図化
を行い、より効率的
な監視業務が行える
よう取り組んでい
る。

Ａ 平成 22 年度より、
シルバー人材センタ
ーへ不法投棄パトロ
ールを業務委託し、
定期的な巡回・回
収・啓発が行える体
制を確立している。
また、平成 27 年度

からは、夜間パトロ
ールを実施してい
る。
また、不法投棄パ

トロールからの報告
内容をもとに、不法
投棄多発地域などの
情報収集及び地図化
を行い、より効率的
な監視業務が行える
よう取り組んでい
る。

Ａ ごみの不法投棄
の未然防止。

[環境衛生課］
2-2-5 し尿・
浄化槽汚泥処
理体制の充実

循環型社会の形成
に向けて、生活排水
処理施設から発生す
る処理水及び汚泥
を、再利用し、汚泥
廃棄物の減量化を図
り、資源として利用
する。処理水及び汚
泥は、資源として捉
えて、処理水は、循

Ａ 三豊クリアプラザ
の 受 入 終 了
（H26.3.31）及び三
観衛生組合の受入終
了（H27.3.31）に伴
い、三豊市内から収
集された生活排水
（し尿及び浄化槽汚
泥）は、中讃広域行
政事務組合（瀬戸グ

Ａ 休止している三
豊クリアプラザ（し
尿処理施設）の解体
整備及び跡地利用
計画の策定。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

環再利用、汚泥は、
減量化の促進及び資
源の有効利用をす
る。

リーンセンター）で
共同処理を行って
る。瀬戸グリーンセ
ンターで処理された
汚泥は、かがわコン
ポスト事業所におい
て最終コンポスト化
（肥料化）され、三
豊市内において農地
還元されている。 [水処理課］

2-3 上水道の安定供給 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2-3-1 水道施
設の耐震化

- － 平成 27 年度から
３ヶ年計画で豊中町
浄水場管理棟更新・
豊中町浄水場のろ過
池、混和池、送水ポ
ンプ棟耐震補強を行
った。

Ｄ 平成 30 年４月１
日に創設される「香
川県広域水道企業
団」の中長期更新計
画に基づき順次実
施する。

[水道課］
2-3-2 老朽管
の更新

老朽化が進んでい
る管路や漏水多発場
所の管路を、φ75未
満はポリエチレン管
に φ75 以上につい
ては、耐震性の優れ
たダクタイル鋳鉄管
(ＧＸ形等)に年間約
５km程度の布設替工
事を実施した。また
配水池については、
老朽化が進んでいた
岩瀬配水池の改修工
事を実施した。

Ｄ 老朽化が進んでい
る管路や漏水多発場
所の管路を、φ75 未
満はポリエチレン管
に φ75 以上につい
ては、耐震性の優れ
たダクタイル鋳鉄管
(ＧＸ形等)に年間約
８km程度の布設替工
事を実施した。

Ｄ 平成 30 年４月１
日に創設される「香
川県広域水道企業
団」の中長期更新計
画に基づき順次実
施する。

[水道課］
2-3-3 監視シ
ステムの整備
検討

- － 平成 27年度から2
ヶ年計画で７地区の
主要施設の監視を

豊中町浄水場と水
道局で監視できる

よう整備を行った。

Ａ 平成 30 年４月１
日に創設される「香
川県広域水道企業
団」の中長期更新計
画に基づき順次実
施する。

[水道課］
2-3-4 有収率
の向上

- － 漏水調査・修繕に
ついては、旧町ごと
にローテーションを
組んで毎年実施し修
繕が必要な箇所につ
いては随時修繕を行
った。
老朽管更新事業に

ついては、（2-3-2）
のとおり実施した。

Ｄ 平成 30 年４月１
日に創設される「香
川県広域水道企業
団」の中長期更新計
画に基づき順次実
施する。

[水道課］
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2-3-5 水源の
確保

県営水道受水につ
いては、超過しない
よう契約水量に基づ
いた範囲内での受水
に努めた。自己水源
については、大道浄
水場付近で調査した
結果、安定して取水
できる水源地が確保
できなかった。

Ｃ 県営水道受水につ
いては、超過しない
よう契約水量に基づ
いた範囲内での受水
に努めた。自己水源
については、広域水
道企業団の方針では
新規水源の確保は行
わない方針である。

Ｃ 平成 30 年４月１
日に創設される「香
川県広域水道企業
団」の中長期更新計
画に基づき順次実
施する。

[水道課］

2-4 生活排水の適正処理 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2-4-1 浄化槽
の普及促進

生活排水による公
共用水域（河川・た
め池・海）の水質汚
濁を防止するため、
浄化槽を設置する
者、及び単独槽を撤
去する者に対して、
工事費の一部を補助
した。

設置基数 撤去基数
平成 22 年度
322 80

平成 23 年度
323 64

平成 24 年度
295 51

平成 25 年度
273 54

Ａ 生活排水による公
共用水域（河川・た
め池・海）の水質汚
濁を防止するため、
浄化槽を設置する
者、及び単独槽（汲
取り便槽）を撤去す
る者に対して、工事
費の一部を補助し
た。
設置基数 撤去基数
平成 26 年度
430 64

平成 27 年度
280 41

平成 28 年度
252 65

これにより、浄化
槽整備人口普及率は
41.0％（平成 24年度
末）から 52.6％（平
成 28年度末）に上昇
した。

Ａ 汚水処理人口普
及率からみると、全
国平均は、90.4％、
香川県は、75.3％、
三豊市は 56.7％と
大きく遅れた状態
となっている。市内
にはまだ単独処理
浄化槽が、約 6000
基残っており、早期
の転換が課題であ
る。本補助事業のＰ
Ｒ等を積極的に行
い、転換推進を図っ
ていく。

[水処理課］
2-4-2 浄化槽
の適切な維持
管理の促進

合併処理浄化槽の
適正な維持管理を図
るため、専用住宅に
合併処理浄化槽を設
置している者に対し
て補助金を交付し
た。平成 22 年度 719
件、平成 23 年度 732
件、平成 24 年度
1,053 件交付した。
平成 24 年度より維
持管理経費補助金が
増額したことによ

Ａ 合併処理浄化槽の
適正な維持管理を図
るため、専用住宅に
合併処理浄化槽を設
置している者の維持
管理経費の一部につ
いて補助金（上限３
万円）を交付した。
＜交付実績＞
平成 26 年度
2,045 件
平成 27 年度
2,246 件

Ａ 適正な維持管理
を行っている市民
の方は、増加してい
ると思われるが、ま
だ香川県内におい
て、浄化槽法定検査
の受検率は、49.3％
となっており、半数
以上の方が未受検
となっている現状
もある。
香川県浄化槽協

会、香川県と連携
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

り、件数が増加した。 平成 28 年度
2,310 件

本補助事業の活用
により、適正な維持
管理を実施される市
民が増加した。
それにより公共用

水域の水質汚濁の防
止が図られている。

し、未受検指導・受
検促進を図ってい
く。

[水処理課］
2-4-3 農業・
漁業集落排水
施設の利用促
進

農業集落排水施設
（５施設）、漁業集落
排水施設（１施設）
の適正な維持管理を
行うとともに、未接
続世帯へ早期接続推
進のための周知・啓
発を行った結果、施
設接続率が 6.5 ポイ
ント上昇した。今後
も処理区域内の生活
排水を適正な処理に
より、快適な住環境
の整備に努める。

Ｂ 農業集落排水施設
（５施設）、漁業集落
排水施設（１施設）
の施設接続率は、
81.3％となり平成25
年度から 2.9 ポイン
トの微増となってお
り、今後も未接続世
帯へ接続推進の周
知・啓発を図ってい
く。平成 22年度に実
施した施設の機能診
断・最適整備構想を
踏まえ平成 27、平成
28年度に潟満地区の
機能強化対策（国県
補助事業）による更
新工事を行った。

Ｂ 潟満地区以外に
おいても、機能強化
対策事業による更
新工事等を実施し、
施設の長寿命化や
ライフサイクルコ
ストの低減を図っ
ていく。

[水処理課］
2-4-4 都市下
水路の適正な
維持管理

 － 都市下水路と排水
機場施設の適正な維
持管理を行ってお
り、豪雨時にも速や
かな排水ができてい
る。

Ａ 排水ポンプ等の
点検を定期的に行
い、適正な維持管理
を図る。
今後、長寿命化計

画の策定も検討し
ていく。

[建設課］

2-5 公園・緑地の整備 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2-5-1 公園・
緑地の改修

現在は、都市公園
事業として事業を展
開している。都市公
園の機能を十分発揮
し、市の区域内に居
住する者の休息、観
賞、散歩、遊戯、運
動等総合的な利用に
供することを目的と
するため、２ヶ月ご
とに目視、触診、聴

Ｃ 都市公園について
は、施設点検及び修
繕を計画的に行って
いる。一部施設につ
いては指定管理制度
を活用し、利用率の
向上を図っている。
防災機能の向上に

ついては取り組みが
できていない。
利用率の低い法外

Ｃ 近年、施設の一部
である公園遊具等
の事故の問題があ
り、維持管理費が肥
大している。
計画的な修繕や

利用率の低い施設
については撤去も
含めた検討が必要
である。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

診などにより施設の
変形や異常の有無を
調べている。また、
毎年、専門技術者（日
本公園施設業協会の
公園施設製品整備技
士）と協力して、一
定期間ごとに行う日
常点検より詳細な点
検を行っている。

公園については、地
元移管、廃止も含め
て検討している。

[建設課］
2-5-2 公園・
緑地の管理体
制の充実

現在は、その他公
園事業として事業を
展開している。公園
の機能を十分発揮
し、公園利用者の休
息、観賞、散歩、遊
戯、運動等総合的な
利用に供することを
目的とするため、２
ヶ月ごとに目視、触
診、聴診などにより
施設の変形や異常の
有無を調べている。

Ｂ 一部の都市公園に
ついては、指定管理
者制度を利用し、効
率的な維持管理に努
めている。
その他公園につい

ては定期的な草刈、
清掃、剪定などを行
っている。

Ｃ その他公園につ
いては、地元移管や
廃止も含めて検討
する必要がある。

[建設課］
2-5-3 緑化活
動の推進

公園の維持管理は
各種団体に委託し、
緑地帯・樹木の維持
管理を行った。自治
会、子供会活動での
緑化運動は行われて
いるものの、ボラン
ティア団体による公
共施設等への花づく
り運動は一部の地域
のみの活動となって
いる。花いっぱい運
動を推進するために
三豊市フラワーセン
ターで育苗された苗
を学校等の公共施設
に配布している。

Ｂ フラワーパーク
（詫間町積地区）に
マーガレットの苗を
供給し、日本有数の
マーガレット産地で
ある三豊市のＰＲや
地域の花壇、保育所、
幼稚園、小中学校へ
花の苗を供給してお
り、三豊市内の緑化
活動推進のための中
核的施設としての位
置づけを担ってい
る。

Ｂ 地域の花壇に対
する苗の供給は一
部地域にとどまっ
ており、供給体制の
構築について検討
していく必要があ
る。

[管財課］

2-6 墓地・斎場の整備 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2-6-1 斎場の
整備・維持管
理

平成 23 年度に三
豊市火葬場基本方針
を作成し、市内に北
部・南部の２箇所の
火葬場を建設予定で
あり、基本方針にそ
って火葬場建設を進

Ｃ 南部火葬場に関し
ては平成 28 年３月
から供用を開始し
た。
北部火葬場に関し

ては平成 28 年４月
から旧七宝斎苑を取

Ａ 火葬場は、故人と
遺族の最後の別れ
を行う厳粛な場で
あり、ご遺族がその
悲しみを乗り越え
るための重要な（特
別な）施設であり、
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

めている。
平成 23 年度から

北部火葬場を現七宝
斎苑地・南部火葬場
を現山本財田斎場隣
地で建設決定し、北
部・南部の地元説明
会を実施している。
平成 24 年に南部

火葬場用地を取得、
現在基本設計に取り
組んでいる。

り壊し、平成 29年１
月から建築工事に取
り掛かり平成 30 年
９月から供用開始と
なる。

火葬はやり直しが
きかず、常に支障な
く使用ができなけ
ればならない。火葬
施設の故障等がな
いよう点検整備の
ため月に２日休場
日を設けているが、
北部火葬場の供用
開始に伴い施設の
休場日の見直しや、
火葬料金について
見直しの検討が必
要。

[環境衛生課］
2-6-2 墓地の
供給・維持管
理

三豊市内の墓地需
要に応えるため、市
営墓地の詫間中央霊
園・久保谷霊園の利
用者の募集をした。
また、墓地使用者及
び周辺環境に配慮し
た維持管理を実施し
た。
市営墓地使用状況
（平成 25 年３月
31 日現在）
総区画  604 区画
使用区画 369 区画
残区画 235 区画
詫間中央霊園
（ 残 区 画 235 区
画）・久保谷霊園（残
区画０区画）
管理料(期間)
１区画当り３年間
(H24～H26)
3,000 円

Ｂ 三豊市内の墓地需
要に応えるため、市
営墓地の詫間中央霊
園・久保谷霊園の利
用者の募集をし、墓
地使用者及び周辺環
境に配慮した維持管
理を実施した。平成
27年度に３年間の管
理料を徴収し (全
納)、維持管理を行っ
た。墓域部分の除草
や献花の処分等清掃
業務は、委託にて実
施した。
市営墓地使用状況
（平成 29 年 10 月
31 日現在）
総区画 604 区画
使用区画 387 区画
残区画 217 区画
詫間中央霊園（残
区画 217 区画）・久
保谷霊園（残区画 0
区画）
管理料(期間)
１区画当り３年間
(H27～H29)
3,000 円

Ｂ 少子化の進展に
より、先祖代々の墓
地を受け継ぐ継承
者がいないケース
も顕著化してきて
おり、今後の墓地整
備にあたっては、多
様化した墓地ニー
ズに対応できるよ
うな墓地形態や供
給方策等を検討し
ていく必要がある。
また、３年間の管理
料 に つ い て は
100％納入されてお
り滞納者はいない
が、継承者がいなく
なれば滞納や墓地
の管理者不在のケ
ースが出てくるた
め、管理料の支払い
方法や徴収方法等
について検討する
必要がある。

[環境衛生課］
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2-7 土地の有効利用 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2-7-1 計画的
な土地利用の
推進

選ばれる地“三
豊”を目指し、「特色
を活かした個性豊か
なまちづくりへの取
り組み」、「自然と共
生したまちづくりへ
の取り組み」、並びに
「計画的な土地利
用」の推進を行った。

Ｃ 「三豊市土地利用
計画」に基づき、本
計画内に示された
「土地利用の将来
像」実現のため、商
業・業務機能の拡充
やにぎわい創出のた
めの事業展開に努め
た。

Ｃ 現在、都市計画審
議会が設置され、都
市計画マスタープ
ランに示された事
項をどう実現して
いくか等を審議し
ており、審議会の中
で発信される意見
に基づき、より具体
的な方向性が示さ
れた段階で、現在の
土地利用計画を見
直す必要があれば、
土地利用計画のあ
り方も含め、検討し
ていく。
[田園都市推進課］

2-7-2 土地利
用に関連する
計画の一体的
な運用

新総合計画で掲げ
た目標や施策を、こ
の市域においてどう
展開するかを示す
「三豊市土地利用計
画」を平成 22年３月
に策定した。この計
画は、基準年次を平
成 21年度、目標年次
を平成 30 年度とし
ている。

Ａ 三豊市土地利用計
画は、国土利用計画
法に基づく計画では
なく、「三豊市新総合
計画」に基づき策定
されており、「新総合
計画」を面（土地）
として展開した計画
であり、各課におい
て具体的な土地利用
に係る計画等が策定
され、事業管理され
ている。

Ａ 各課における土
地利用に関連する
計画内容が改正さ
れる場合、三豊市土
地利用計画も含め
た一連の計画内容
との整合性をとる
必要があり、情報共
有を強化し、整合性
ある事業展開を実
施する。

[田園都市推進課］
2-8-1 市営住
宅の整備・改
善

「三豊市市営住宅
ストック総合活用計
画」に基づき、団地
別活用方針に従い耐
用年数を経過してい
る住宅について、退
去等による空き家に
なり次第、平成 21年
からの３ヵ年で５棟
10戸の取り壊しを行
った。また、建替え
計画に従い仁尾の上
団地において建替え
時の入居者数に配慮
し 13 戸取り壊し５
棟 10戸建設した。そ
して、残りの７戸に
ついては内外装の更
新及び給排水設備の

Ｂ 「三豊市市営住宅
ストック総合活用計
画」及び「三豊市市
営住宅長寿命化計
画」に基づき、団地
別活用方針に従い耐
用年数を経過してい
る住宅について、退
去等による空家にな
り次第、平成 26年か
らの３ヵ年で５棟１
２戸の取り壊しを行
うとともに、山本町
庵上団地において
は、８戸の改修工事
を実施しバリアフリ
ー化を推進した。ま
た、統合建替の計画
団地（勝間団地）に

Ｂ 改良住宅につい
ては、耐用年限経過
住宅が多いことか
ら、「人権と福祉の
まちづくり協議会」
との協議を推進し、
社会資本整備総合
交付金事業により
更新住宅の建設及
び改修工事を行う
ことにより、バリア
フリー化率の上昇
を図る。廃止予定団
地の耐用年限経過
住宅については、入
居者の住替の促進
を図り、退去後は速
やかに解体工事を
実施することによ
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

更新を行った。 ついては、代替施設
として社会資本整備
総合交付金事業によ
り、旧雇用促進住宅
高瀬宿舎 60 戸を取
得した。

り、老朽住宅保有化
率の低減に努める。

[住宅課］
2-8-2 住宅・
建築物の耐震
化の促進

- － 住宅・土地統計調
査（総務省統計局）
によると住宅の耐震
化率は平成 20 年度
が 59.6％、平成 25
年度が 60.6％、平成
27 年 度 は 推 計 で
61.0％となってお
り、市が目標とする
耐震化率90％を達成
できていない。
市においては、平

成 23 年度より耐震
診断及び耐震改修に
対し、補助をしてお
り、平成 28年度まで
の実績は、耐震診断
158 件、耐震改修 31
件、簡易耐震改修１
件となっている。

Ｃ 今後も「三豊市耐
震改修促進計画」に
基づき、市民への建
築物の耐震化の啓
発や建築物の耐震
診断・耐震改修の促
進を推進していく。

[建築課］

2-9 道路・交通網、港湾の整備 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2-9-1 国・県
道の整備促進

国道 11 号の４車
線化については、平
成 20 年度から事業
を推進しており、一
部区間では用地買収
が完了している。ま
た国道 32 号猪ノ鼻
道路については、香
川県側はトンネル掘
削工事の準備が完了
し、徳島県側の進捗
を待っている状況で
ある。
県道については、

通称さぬき浜街道の
道路改良事業をはじ
め計画的に事業を推
進し道路整備の進捗
を図っている。また
歩道設置事業につい
ても計画的に順次整
備している。

Ａ 国道 11 号の４車
線化については、平
成 20 年度から事業
を推進しており、一
部区間では用地買収
が完了し、工事着手
している。また国道
32号猪ノ鼻道路につ
いては、香川県側、
徳島県側ともにトン
ネル掘削工事を行っ
ている。
県道については、

計画的に事業を推進
し道路整備の進捗を
図っている。また歩
道設置事業について
も計画的に順次整備
している。

Ａ 今後も国の関係
機関に働きかけ、国
道 11 号の４車線化
や国道 32 号猪ノ鼻
道路の早期完成を
要望していく。
また、県道につい

ても整備を図るよ
う要望していく。

[建設課］
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2-9-2 市道の
整備

市道整備について
は、平成 21 年度から
平成 24 年度におい
て延長 7,526ｍの改
良工事を実施し整備
を図った。また維持
修繕については随時
状況を確認しながら
工事を実施した。歩
道整備については、
平成 21 年度から平
成 24 年度において
延長 1,032ｍの設置
を実施して整備を図
った。

Ｂ 市道整備について
は改良工事を、また
市道維持については
維持修繕工事を状況
を確認しながら実施
した。歩道整備につ
いては、順次設置を
実施して整備を図っ
た。

Ｂ 市道の改良につ
いては順次予算を
確保し、地元市民の
協力を得ながら整
備を図る。また、市
道の維持修繕につ
いては要望に対応
できる予算を確保
し、随時実施してい
く。

[建設課］
2-9-3 環境と
人にやさしい
道路空間づく
り

道路整備におい
て、特に道路改良工
事を実施する場合は
バリアフリー化、環
境・景観の保全と創
造などに配慮して設
計・施工を実施し、
環境と人にやさしい
うるおいのある道づ
くりを図っている。

Ａ 道路整備におい
て、特に道路改良工
事を実施する場合は
バリアフリー化、環
境・景観の保全と創
造などに配慮して設
計・施工を実施し、
環境と人にやさしい
うるおいのある道づ
くりを図っている。

Ａ 道路整備におい
て、バリアフリー
化、環境・景観の保
全と創造などに配
慮して設計・施工を
実施し、環境と人に
やさしいうるおい
のある道づくりの
推進を図る。

[建設課］
2-9-4 コミュ
ニティバスの
充実

平成 25 年度の年
間利用者数の目標数
値を 360,000 人に設
定し、運行開始以降、
利用者数の少ない路
線については毎年見
直しをしてきたが、
平成 21 年度末では、
339,482 人であった
のに対し、平成 24年
度 末 に お い て は
324,994 人 と 約
15,000 人減少した。
これは自家用自動車
の普及により免許を
持たない者（交通弱
者）が減少している
ことや、高校に通学
する学生の減少等に
よりコミュニティバ
スの利用者が減少し
たと考えられる。

Ｂ 年間利用者数は平
成 25 年度 318,563
人、平成 26 年度
306,518 人、平成 27
年度 294,533 人、平
成28年度287,329人
で推移しており、ピ
ーク時の平成 22 年
度 348,841 人と比較
すると 61,512 人、年
間平均約 1 万人が減
少し続けており、率
にすると82.4％にと
どまっている。主に
は、高齢者は増加し
ているものの運転免
許証を持たない者
（交通弱者）の減少
や、コミュニティバ
スを通学に使う学生
の減少によるものと
考える。

Ｃ 利用者数の大幅
な増は見込めない
ものの、市民ニーズ
にあったコースの
変更や利用促進の
ためにＰＲを進め
ていき、減少に歯止
めをかけるべく、
様々な施策を実行
していく。

[管財課］
2-9-5 離島航
路の維持

四国運輸局はじ
め、県交通政策課、
島民、運行事業者、
市の協働により「三
豊市須田～粟島～宮

Ａ 関係機関や島民を
含めた航路改善協議
会において、毎年「離
島航路確保維持計
画」し、航路の安定

Ａ 島民人口が減っ
ていく中で、島民の
生活手段である航
路の維持。
今後も継続した
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

の下航路改善協議
会」を発足し、航路
の活性化及び安定化
を図り、地域経済の
振興と島民生活の向
上に努めている。

化を図るとともに、
瀬戸内国際芸術祭を
はじめとした「芸術」
を活用した交流人口
の増加に努めた。

交流人口の増加へ
の取り組み。

[産業政策課］
2-9-6 港湾施
設の維持管理

前期基本計画策定
時には、本市の社会
経済活性化を図るた
めに詫間港の物流機
能の充実を図る計画
であったが、社会情
勢等の変化により貨
物量が激減したため
関係機関に働きかけ
は実施していない。
平成 21、22 年度の２
ヵ年で国の補助事業
として仁尾港係留施
設整備事業により整
備を進め、また、経
済危機対策事業とし
て25ｔ用クレーンを
設置し整備を整える
ことで、ほぼ計画通
りにマリンレジャー
機能の強化が図られ
た。

Ｃ 香川県地震津波対
策海岸堤防等整備計
画等に基づき、県と
協議しながら県補助
事業による逐次改良
工事を進めており、
高潮対策施設改修等
の港湾施設整備を計
画的に実施し安全な
まちづくりを目指し
た。

Ｃ 老朽化する港湾
施設の点検診断を
実施し維持工事の
計画等により安全
確保を図らなけれ
ばならない。港湾施
設の修繕・工事等は
多額な費用を要す
るため、補助事業を
活用するため臨海
地域の利用促進を
図る。

[港湾水産課］
2-9-7 詫間港
の利用促進

- － ポートセールスの
一環として、香川県
と事業所訪問を実施
したが、利用促進の
向上に結び付かなか
った。平成 29 年度企
業訪問において１社
よりコンテナ船を活
用した詫間港の利用
と企業進出について
関係課と協議し利用
促進につながるよう
に努めている。

Ｄ コンテナ港湾の
背後圏が重なって
いるため、港湾施設
の新たな活用方法
の検討。
物流・産業変遷の

結果として生じて
いる未利用地の利
活用も検討。
みなとを活用し

たみなとまちづく
りによる地域の活
性化。

[港湾水産課］



Ⅲ 施策内容ごとの達成状況・達成度・課題等 ２ 第２章 豊かな自然と共生し、環境にやさしいまち（環境・生活）

60

2-10 情報化の推進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2-10-1 誰 も
が支障なく利
用できる情報
環境づくり

合併依頼懸案事項
であった情報通信基
盤整備であるが、当
初の計画は平成 19
年から平成 29 年ま
での 10 年をかけて
三豊ケーブルテレビ
放送株式会社が市内
全域に光ファイバー
を敷設する計画であ
った。しかし、平成
24年５月に計画を中
止する旨の通知があ
った。その通知を受
けて同年 11 月頃よ
り補助金を活用して
情報通信事業者に整
備していただく計画
に方向転換した結
果、未整備地区を対
象に三豊市情報通信
基盤整備事業として
ＮＴＴ西日本に補助
金を交付し年度末を
目途に整備すること
となった。

Ａ ほぼ市内全域を対
象に三豊市情報通信
基盤整備事業として
ＮＴＴ西日本に補助
金を交付し平成 26
年６月に整備が完了
した。

Ａ 市内のほぼ全域
に光ファイバー網
を敷設することが
でき、ブロードバン
ドを市内全域での
利用が可能となっ
た。今後はインター
ネット利用だけで
なく、光ファイバー
網等を利用した防
災、福祉等の事業に
利用し市民へのサ
ービス展開を模索
する。

[総務課］
2-10-2 多 様
な分野におけ
る情報化の推
進

平成 22 年度から
配信カテゴリーに
「その他情報」を追
加し、どのカテゴリ
ーにも属さない情報
も分かりやすく配信
できるようにした。
また 24 年４月から
「みとよのほんまも
ん」のシステムを分
離するとともに、幼
稚園や保育所、放課
後児童クラブのカテ
ゴリーを追加した。
これにより、一般情
報のほか学校、幼稚
園、保育所等、広範
囲の情報を個人の選
択により、受信でき
るようになった。

Ａ 平成 29 年度９月
からメール配信シス
テムを変更した。今
までのシステムは、
学校や幼稚園、保育
所等を１ヵ所ずつし
か選ぶことができな
かったが、必要な数
を選ぶことができる
ようになり、より多
くの情報を個人の選
択により受信できる
ようになった。

Ａ 市内すべての学
校・幼稚園・保育所
などをシステム上
では選択ができる
ようになっている
が、各学校で独自の
メール配信をして
いるところもある。
今後統一すること
でより多くの情報
が受信できるよう
になるが、運用方法
や費用面において
検討が必要である。

[秘書課］
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３ 第３章 人々が助け合う、安全・安心な

まち（安全・安心） 

3-1 消防・防災体制の強化 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

3-1-1 消防団
の育成強化

毎年、各種訓練や
研修を実施し消防団
員の資質向上、育成
強化が図られてい
る。

Ｂ 毎年、各種訓練や
研修を実施し消防団
の資質向上、育成強
化が図られている。

Ｂ より地域に密着
した消防団の充実
に努める。また、市
全体の人口は減少
傾向にあるが消防
団員数は維持し、地
域防災力の中心と
しての消防団の育
成・強化に努める。

[危機管理課］
3-1-2 消防施
設の計画的更
新

老朽化の著しいも
のから順次更新計画
と照らし合わせ、国
の交付金を使うなど
して実施。

Ｂ 老朽化の著しいも
のから順次更新計画
と照らし合わせ、更
新を実施。
また、購入後 20年

を目途に消防車の更
新を行い、地元要望
を中心に防火水槽・
消火栓を整備するな
ど、消防施設の充実
に努めた。

Ｂ 今後、多くの消防
水利・消防車が修
繕・更新の時期を迎
えるなど、必要経費
の増加が見込まれ
る。必要な費用の一
層の精査が求めら
れる。

[危機管理課］
3-1-3 常備消
防の機能充実
と連携強化

市民の生命・財産
を守るため火災や風
水害が発生した際に
は、常備消防と消防
団は常に連携が図ら
れている。

Ｂ 市民の生命・財産
を守るため火災や風
水害が発生した際に
は、常備消防と消防
団は常に連携が図ら
れている。

Ｂ 今後も、常備消防
と消防団の連携を
図り、一層の消防力
の向上に努めたい。

[危機管理課］
3-1-4 自主防
災組織の育成
強化【重点】

東日本大震災以
後、自主防災気運が
高まり防災資機材整
備費補助金を使い自
主防災組織を結成し
訓練するケースが増
えた。
また、市主催によ

る市民参加型の防災
訓練を毎年実施し啓
発活動を続けてい
る。

Ｂ 現在、市内での自
主防災組織のカバー
率は72.0％となって
おり、毎年、自主防
災組織は微増してい
る状態である。個別
での避難訓練や防災
訓練も増えており、
市主催の総合防災訓
練にも積極的に参加
いただいているとこ
ろである。

Ｂ 自主防災組織カ
バー率は年々上昇
しているが、まだ３
割弱はカバーでき
ていないので、さら
なる組織化の推進
及び啓発活動を行
って行かなければ
ならない。

[危機管理課］
3-1-5 避難体
制の確立と強
化【重点】

避難体制の確立に
ついては、総合防災
マップ、洪水ハザー
ドマップを配布して

Ｂ 平成 26 年度に全
面改定した新総合防
災マップを全戸配布
し、南海トラフ地震

Ｂ これまでも地域
の住民にはハザー
ドマップを配布し
ワークショップな
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

いるが住民の認識が
十分ではない。

に対応した、一歩踏
み込んだ地震・風水
害編のマップとし、
市民の防災意識の高
揚を図った。また、
備蓄品については香
川県緊急物資の備蓄
マニュアルに基づ
き、平成 30年度を目
途に避難者１日分の
半数の備蓄を完了す
る予定である。

どで避難所等につ
いて周知を行って
きたが、最近の気象
条件や環境の変化
により住民の防災
の関心が高まって
いる。これまでの無
関心から、自分たち
が住む危険区域や
被害区域などを認
識することにより、
改めて校区単位で
の自主防災活動の
推進を支援する。

[危機管理課］
3-1-6 災害時
の情報収集・
伝達体制の充
実【重点】

平成 21 年度～23
年度においてデジタ
ル式防災行政無線整
備事業に取り組み、
平成 24 年１月より
市内全域を対象に放
送を開始している。
また、緊急情報を自
動連動により放送す
ることができ、緊急
地震速報や武力攻撃
に関する情報、出火
報等を市民へ迅速に
伝達することが可能
となった。
また、日常は市役

所からのお知らせや
お悔やみ放送等を行
い、市民への情報伝
達の重要な手段とし
て活用されている。

Ａ 防災行政無線（同
報系）については、
戸別受信機の全戸配
布及び難聴地域にお
いては再送信子局の
整備を推進すること
により、整備は終了
した。平成 29 年度か
らは移動系防災行政
無線のデジタル化を
図るために実施設計
業務に着手し、平成
30年度からの運用を
目指している。

Ａ 大規模災害に対
応した無線システ
ムの構築を図るた
めに、平成 30 年度
に移動系デジタル
防災行政無線整備
工事を実施するの
で、実施設計をしっ
かりと作成し市内
全域で運用ができ
るように整備を推
進する。

[危機管理課］
3-1-7 防災士
の育成【重点】

－ － 平成 26 年度及び
27 年度の２年度で
「三豊市防災士養成
講座」を開催し 94 名
が防災士の資格を取
得した。その後、そ
の方々が中心とな
り、現在三豊市防災
士会を結成して活動
を実践している。

Ｂ 地域に根ざした
活 動を 防災 士の
方々にして頂かね
ばならないが、自治
会によっては自主
防災組織が未結成
の自治会もあるの
で、防災士と自主防
災組織の連携を今
まで以上に推進す
る必要がある。

[危機管理課］
3-1-8 危機管
理センターの
整備

－ － 危機管理センター
を整備し、大災害に
見舞われた際の迅速
な本部体制の確立と

Ａ 整備された危機
管理センターを効
果的に活用し、三豊
市の減災対策につ
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

被害情報の収集、市
民への迅速な災害情
報の伝達による避難
体制の確立、早期の
応急復旧業務体制の
構築が可能となっ
た。

なげていく必要が
ある。

[管財課］
3-1-9 災害時
の業務継続体
制の整備【重
点】

－ － 平成 26 年３月に
「三豊市業務継続計
画（ＢＣＰ）地震編」
を作成し、大規模地
震発生時における通
常業務及び非常時優
先業務の指針を定め
た。平成 29年３月に
は一歩踏み込んだ
「応急期人員配置計
画」を作成し、今後
起きるであろう南海
トラフ大地震に対応
する職員配置及び復
旧活動を行うための
対象施設の選定等を
行い、整備を進めた。

Ａ 年度が替わるた
びに職員の人事異
動があるので、それ
に伴う人員配置を
適正に行わなけれ
ばならない。また、
対象となる施設も
スクラップアンド
ビルドされるので、
最新のデータ更新
を行う必要がある。

[危機管理課］
3-1-10 治山・
治水対策の促
進

急傾斜地崩壊対策
事業は、急傾斜地の
崩壊による災害から
住民の生命と財産等
を保護することを目
的としている。
市においては、平

成 21 年度から平成
25年度の５年間で６
地区において対策事
業を実施し、当該地
区の住民の安全・安
心が図られた。

Ａ 急傾斜地崩壊対策
事業は、急傾斜地の
崩壊による災害から
住民の生命と財産等
を保護することを目
的としている。
市においては、平

成 26 年度から平成
29年度の４年間で３
地区において対策事
業を実施し、当該地
区の住民の安全・安
心が図られた。

Ａ 急傾斜地崩壊対
策事業は採択基準
により実施してい
る事業であり、地元
負担金が生じるた
め事業実施には地
元住民の理解と協
力が必要である。今
後も実施可能な箇
所については、地元
住民の理解と協力
を得ながら事業を
推進していく。

[建設課］

3-2 防犯対策の推進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

3-2-1 防犯体
制の強化

安全安心パトロー
ル隊や子ども見守り
隊等の組織は、他の
部署が主体となるた
め、積極的な育成、
強化は行っていな
い。主に、警察や防
犯協会等の関係機関
との連携を強化し、

Ｃ 安全安心パトロー
ル隊や子ども見守り
隊等の組織は、他の
部署が主体となるた
め、積極的な育成、
強化は行っていない
が、活動状況につい
ては把握し連携に努
めている。主に、警

Ｃ 地域住民等によ
る児童・生徒の登下
校時の見守りパト
ロールや、子どもＳ
ＯＳの家、地域ぐる
みで高齢者の見守
り活動等を支援す
るとともに、警察等
の専門機関、関係団
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

犯罪抑止のための啓
発活動を行ってい
る。

察や防犯協会等の関
係機関との連携を強
化し、犯罪抑止のた
めの啓発活動を行っ
ている。

体との連携を強化
し、安全・安心な地
域づくりを推進に
努める。

[総務課］
3-2-2 防犯設
備の充実

防犯灯の新設は、
地域（自治会）の要
望を精査し、平成 21
年度 36 灯、平成 22
年度 39 灯、平成 23
年度 38 灯、平成 24
年度 35 灯の設置を
行った。既設防犯灯
の修繕についても随
時行い、犯罪被害に
遭いにくいまちづく
りを推進している。
※現在、防犯灯の修
繕は、各町のまちづ
くり推進隊にて行っ
ている。

Ｂ 防犯灯の新設は、
地域（自治会）の要
望を精査し、平成 26
年度灯、平成 27年度
灯、平成 28 年度灯、
平成 29 年度灯（予
定）の設置を行った。
既設防犯灯の修繕に
ついても随時行い
（ＬＥＤ化）、犯罪被
害に遭いにくいまち
づくりを推進してい
る。※現在、防犯灯
の維持管理等は、各
町のまちづくり推進
隊にて行っている。

Ｂ 平成 28 年度にお
いて環境省の補助
事業である「ＬＥＤ
照明導入促進事業」
を活用した調査及
び計画策定、29 年
度は防犯灯ＬＥＤ
照明導入補助事業
を申請し、ＬＥＤ照
明への取替工事を
行っている。一括導
入することによる
導入コスト及び維
持管理費用削減の
経済的メリットが
ある。
ＬＥＤ化するこ

とにより、照度はか
わらないものの、明
るく感じるために、
施工後の角度調整
等の要望が出てき
ており、地元と施工
業者との調整が必
要となっているた
め、できるだけ速や
かに施工業者と調
整し対応していく。

リース契約者（保
守業者）及び四国電
力と連携し、補助対
象の防犯灯だけで
なく市管理の防犯
灯についても確認
し、地図情報及び管
理台帳の作成整備
を進めていく。

[総務課］

3-3 交通安全対策の推進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

3-3-1 交通安
全意識の高揚

交通関係各種団体
と連携しながら交通
安全運動や各種キャ
ンペーンを実施する

Ａ 交通関係各種団体
と連携しながら交通
安全運動や各種キャ
ンペーンを実施する

Ａ 引き続き、交通指
導員、交通安全協
会、交通安全母の
会、交通安全運転管
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

ことで、ドライバー
や通行者への注意喚
起を行い、交通事故
件数の減少につなが
っている。
また、地域の学校

や高齢者に対する交
通安全教室を開催す
ることにより、子ど
もや高齢者の交通安
全意識が高揚してい
る。特に高齢者の交
通事故を減らすため
平成 24 年度よりは
じめた高齢者免許証
自主返納支援事業で
は、147 名の方が免
許証を返納し安全で
安心な生活を手に入
れている。

ことで、ドライバー
や通行者への注意喚
起を行い、交通事故
件数の減少につなが
っている。
また、地域の学校

や高齢者に対する交
通安全教室を開催す
ることにより、子ど
もや高齢者の交通安
全意識高揚に努めて
いる。平成 24 年度よ
りはじめた高齢者免
許証自主返納支援事
業では、1,239 名（10
月末現在の累計）の
方が免許証を返納す
ることにより、特に
高齢者の事故防止を
図っている。

理者協議会などの
関係機関・団体や地
域組織等と連携し
ながら、交通安全運
動や各種キャンペ
ーンを組織的かつ
継続的に展開して
いく。また、学校や
高齢者を対象とし
た交通安全教室を
開催するとともに、
様々な団体により、
引き続き交通安全
啓発活動を実施で
きるよう進め、子ど
もや高齢者の交通
安全意識の高揚に
努めていく。

[総務課］
3-3-2 交通安
全施設の整備

交通安全施設の整
備については、地域
（自治会）の要望を
精査し、道路反射鏡、
転落防止柵、路面表
示等を行っている。
対象となる個所の道
路や要望内容によ
り、公安委員会、県
土木事務所、市建設
課と連携して、対応
の可否を決定してい
る。また、平成 24年
度は、教育委員会を
はじめ、関係機関と
ともに市内小学校の
通学路点検をおこな
った。

Ｂ 自治会要望をもと
に、現地確認等を行
いながら道路反射
鏡、転落防止柵、規
制以外の路面標示な
どを行っている。

Ｂ 道路反射鏡、転落
防止柵等の設置個
所、数量が正確に把
握できていないた
め、設置者及び所有
者不明の道路反射
鏡が存在するため、
台帳整備が必要で
ある。

[建設課］

3-4 消費者対策の推進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

3-4-1 啓発・
情報提供の推
進

三豊市消費者友の
会への助成事業とし
て「くらしのセミナ
ー」を年６回開催。
また、平成 24年度に
は香川県消費者行政
活性化事業を受け、
悪質商法撃退カレン
ダーを作成し、全世

Ａ 平成 26 年度に、香
川県消費者行政活性
化事業の補助金を使
って、消費者問題に
関する講演会を開催
するなど消費者意識
の高揚と司式の向上
を図った。
三豊市内の消費者

Ａ 増加する高齢者
に対して、高齢者を
ねらう消費者問題
が増加・多様化する
中で、情報提供・啓
発活動を消費者団
体と協力して促進
し、さらなる消費者
意識の高揚と知識
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

帯へ配布、啓発にも
努めた。

団体「三豊市消費者
友の会」への助成事
業として、「くらしの
セミナー」を年３回
開催した。
県等からの情報提

供について、ホーム
ページ等で市民に対
し広報・周知を行う
ことで、消費生活情
報について啓発を行
った。

の向上を図る。

[産業政策課］
3-4-2 相談体
制の充実

消費生活相談窓口
を産業政策課に設
け、三豊警察署生活
安全課や西讃県民セ
ンターと連携しなが
ら市民の消費に関す
る問題に対応してい
る。

Ａ 消費生活相談窓口
を産業政策課に設
け、三豊警察署生活
安全課や西讃県民セ
ンターと連携しなが
ら市民の消費に関す
る問題に対応してい
る。
県等からの情報提

供について、ホーム
ページ等で市民に対
し広報・周知を行う
ことで、消費者トラ
ブルを未然に防ぐ啓
発を行った。

Ａ 増加する高齢者
に対して、高齢者を
ねらう消費者問題
が増加・多様化する
中で、情報提供・啓
発活動を消費者団
体と協力して促進
し、さらなる消費者
意識の高揚と知識
の向上を図る。

[産業政策課］
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４ 第４章 人々が支えあい、健康でいきい

きと暮らせるまち（医療・健康・福祉） 

4-1 地域医療体制の確立 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

4-1-1 地域医
療の充実【重
点】

民間であった粟島
診療所の医師の引退
に伴い、平成 24 年１
月１日より市の診療
所として三豊市国民
健康保険粟島診療所
を開設し地域の医療
を確保している。市
立２病院及び三豊総
合病院は、国の定め
る適正な繰出金、負
担金により健全な経
営を維持している。

Ｂ 財田診療所につい
ては、平成 26 年 10
月より三豊総合病院
企業団に運営委託
し、また志々島・粟
島診療所について
は、永康病院等との
委託契約による医師
派遣により、近くに
医療機関のない地
域、離島等の医療を
確保している。
三豊総合病院企業

団、永康病院、西香
川病院へは、交付税
措置されている金額
を上限に負担金・繰
出金を支出すること
で自治体病院の経営
等を維持、地域住民
の健康保持に必要な
医療や介護の提供を
図っている。

Ｂ 「三豊市新公立
病院改革プラン」を
平成 28 年度に策
定、平成 28 年 12
月に「永康病院調査
特別委員会」が設置
され、永康病院の機
能等、建替について
の検討・協議を行っ
ている。

[健康課］
4-1-2 離島救
急体制の支援

離島において救急
患者が発生し、船舶
を借り上げ輸送した
場合、その輸送費を
補助し、離島の住民
負担の軽減を図るこ
とを目的としてい
る。補助対象輸送費
の額は、救急患者で
ある離島住民を輸送
するために船舶を借
り上げた場合、その
借り上げに要する経
費とし、片道の経費
を限度としている。

Ａ 粟島・志々島にお
いて救急患者が発生
し、船舶を借り上げ
輸送した場合、その
輸送費を補助し、離
島の住民負担の軽減
を図ることを目的と
している。補助対象
輸送費の額は、救急
患者である離島住民
を輸送するための船
舶の借り上げに要し
た、片道の経費を限
度としている。

Ａ 離島救急輸送を
必要とする者の費
用の負担軽減を図
ることにより、離島
における住民が身
近で必要な医療を
受けられる体制を
維持できるよう継
続して取り組む。

[健康課］
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4-2 健康づくりの促進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

4-2-1 一次予
防及び重症化
予防の重視

特定健康診査の受
診率の国の目標値は
60％であるが、本市
の受診率は制度の始
まった平成 20 年は
41.9％、その後少し
ずつ低下し平成 23
年度は37.2％にとど
まっている。しかし
ながら県下８市との
比較では東かがわ
市、善通寺市に次い
で第３位であり、平
成 24年度（速報値）
は 40.3％に上昇し
た。これは、年代を
絞った受診勧奨や広
報車、食生活改善推
進協議会員など地区
組織による呼びかけ
などが効を奏したも
のと思われる。

Ｂ 特定健康診査の受
診率の国の目標値は
60％である。本市は
平成 28 年度受診率
43.6.％（平成 29 年
10 月末速報値）であ
る。特に、40 歳・50
歳代の受診率が低い
こともあり、40歳～
60歳までの節目の人
への無料クーポン配
布や、年代を絞った
若い世代への受診勧
奨や夜間検診等を行
った。このような取
り組みの結果、受診
率は県下８市の中で
１位である。がん検
診も、日曜検診の実
施、女性のがん検診
では、無料託児所の
開設を行い、受診し
やすい環境づくりを
行った。また、要精
密検査者の未受診者
に再検査の必要性を
説明し受診につなげ
ている。人間ドック
の委託先の拡充にも
取り組んでいる。食
生活改善推進協議会
員やまちづくり推進
隊員などの地区組織
と協同で、受診勧奨
や疾病予防を呼びか
けたことも功を奏し
たものと思われる。
個々の重症化予防に
も取り組み、糖尿病
未受診者の受診勧奨
やＣＫＤ個別健康相
談も行っている。

Ｂ 特に特定健康診
査や特定保健指導
は、40歳代 50 歳代
の受診者が少ない。
働き盛りへの健康
づくりの啓発や一
次予防に重点を置
いた健康教育や相
談、糖尿病やＣＫＤ
の発症予防や早期
発見による重症化
予防の取り組みが
継続して必要であ
る。夜間検診や日曜
検診、人間ドックに
も引き続き取り組
み、参加しやすい環
境づくりに取り組
む必要がある。

[健康課］
4-2-2 自主的
な健康づくり
の推進

市民一人ひとりが
自分の健康問題を明
確にし生活習慣を見
直すため、特定健
診・健康相談・健康
教育などを実施し、
一人ひとりにあった

Ｂ 特定健康診査・健
康診査後には、検診
結果説明会を行い、
一人ひとりの健診結
果にそった個別指導
を行った。
特定保健指導で

Ｂ 特定保健指導利
用者を増やすため、
対象となった人に
は個別訪問での指
導を行い、検診結果
からその人の健康
課題を明確にする。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

健康指導を行った。
また訪問指導で

は、平成 22 年度から
糖尿病の人への受診
勧奨を目的に、主治
医から健康指導依頼
のあった人に、保健
師や栄養士が個別訪
問を実施した。

は、利用者の希望す
る時間に沿うよう
に、平成 27年度から
訪問による個別指導
を開始している。
糖尿病の受診勧奨

だけではなく、平成
27年度からはＣＫＤ
（慢性腎臓病）予防
にも重点的に取り組
み、主治医から依頼
のあった人には、保
健師や栄養士が個別
訪問を実施してい
る。 [健康課］

4-2-3 健康づ
くりの分野別
目標値の達成
に向けた取り
組 み の 推 進
【重点】

 － ７分野 52 項目に
ついては三豊市健康
増進計画の中で、「健
康寿命の延伸」及び
「生活の質の向上」
を実現するために次
のようなことに取り
組んでいる。「栄養・
食生活」：１日の野菜
摂取量 350ｇ（１日
小皿 5 皿）を目標に
教室やキャンペーン
の開催。「身体活動・
運動」：１日プラス
10（テン）を意識し
て体を動かすように
周知と、生活習慣病
を予防するために
「脂肪とれとれ教
室」を開催。「歯と口
腔の健康」：三豊市歯
科保健推進協議会を
年１回開催し、有識
者や市内各団体と情
報交換を行いながら
ライフステージに応
じた歯科保健活動を
実施。歯周病検診を
実施。「生活習慣病・
健康管理等」：節目年
齢の検診自己負担金
の無料化などの受診
勧奨の実施。など、
市民一人ひとりが主
体的に健康づくりに
取り組めるように支
援をしている。

Ｂ 平成 29 年度、健
康増進計画が最終
年度となるため評
価を行った結果、他
の分野に比べると、
「こころの健康」
「喫煙」や「飲酒」
の分野の取り組み
が不十分であった。
今後、「こころの健
康」では、気軽に相
談できる相談でき
る環境づくり、「喫
煙」ではＣＯＰＤや
受動喫煙がなくな
るよう周知・啓発、
「飲酒」ではお酒の
適量や未成年者の
飲酒が及ぼす影響
について引き続き
周知・啓発等が必要
である。

[健康課］
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

4-2-4 ライフ
ステージに応
じた健康づく
りの推進

毎年実施している
健康福祉まつりで
は、子どもから高齢
者まで、障がいのあ
るなしにかかわら
ず、各ブースでそれ
ぞれの対象の特性を
踏まえた相談や事業
の紹介を行い、また
ニーズにあわせた講
演会などを開催する
ことにより、自主的
な健康づくり意識を
高めることができ
た。
健康増進事業で

は、市内各地区で定
例健康相談や健診後
の結果相談会とし
て、来所者の抱える
健康問題にあわせた
助言を行ったり、手
軽に運動に取り組め
る運動講座として幅
広い年代に健康づく
りの大切さを啓発で
きた。

Ｂ ポピュレーション
アプローチとして、
毎年実施している健
康福祉まつりや歯の
フェスタでは、年齢
や障がいのあるなし
にかかわらず、対象
者の特性を踏まえ
た、相談や事業を行
った。楽しみながら
健康づくりについて
学べる事業として取
り組んでいる。
健康増進事業で

は、市内７か所で定
例健康相談を開催
し、誰もが相談でき
る場を提供してい
る。
また、平成 25 年度

から開催している運
動教室終了時には、
その参加者が教室終
了後も運動ができる
ように、自主グルー
プ化の支援をした。
現在、市内に９グル
ープの運動グループ
ができ、自分たちで
運営をしている。

Ｂ 健康増進事業に
おいては、自主的に
健康管理ができる
ように健康相談や
健康教育を行うこ
とにより支援する。

自主グループが
できるように、運動
の種類を変えるな
ど検討しながら運
動教室も継続する。
ポピュレーショ

ンアプローチとし
ては、歯のフェスタ
を歯科医師会と協
同で開催する。

[健康課］
4-2-5 健康づ
くりを支援す
るための環境
整備

民間手法による市
民の健康づくり・体
力づくりを行うた
め、三豊市健康づく
り財団へ「美･ピラテ
ィス講座」を委託し、
市内保健センター等
を利用して実施し
た。この講座には多
くの参加者があり、
平成 25 年度も地区
を変えて継続して実
施している。また、
参加者のうち健康意
識の高い人を中心と
して、自主的に講座
を継続している。今
後も、実施場所の提
供など、市民の健康
づくりを支援してい
く。

Ｂ 健康運動講座の一
つで、いつでも誰で
もどこでもできる３
分エクササイズとし
て、平成 24 年・26
年・28年と「ラジオ
体操会」を開催した。
参加者には地域で仲
間づくりをしていた
だけるように呼びか
け、集会の後にはラ
ジオ体操を行ってい
る自治会もある。家
庭や地域、職場で運
動をする環境ができ
ている。「美・ピラテ
ィス」「脂肪とれとれ
教室」は三豊市総合
型地域文化スポーツ
クラブへ委託して実
施している。教室参
加期間中に、運動継

Ｂ 今後も三豊市総
合型地域文化スポ
ーツクラブには委
託をして運動教室
を継続する。市民が
利用しやすい保健
センターの活用は
今後の検討課題で
ある。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

続の必要性を伝え、
終了後には、仲間づ
くりをして自主グル
ープとして運動が継
続できる環境づくり
ができいる。 [健康課］

4-2-6 食育の
推進

心身の健康と豊か
な人間形成を培うた
め食育計画(平成 21
年度策定)に基づき、
家庭・学校関係・地
域・行政の役割や取
り組み内容を明確に
し総合的な食育の取
り組みを実施してい
る。郷土料理の伝承
や親子の食育、生活
習慣病予防などは、
食生活改善推進員に
より幅広い年代に推
進している。推進員
の養成については講
座を開催し、年 30名
程度の人材を育成し
ているが、推進員数
は、平成 21 年度 614
名、25 年度 616 名で
変化はない。また、
推進員の知識向上の
ため研修を行ってい
る。

Ｂ 三豊市食育推進計
画に基づき総合的な
食育の取り組みを展
開している。
郷土料理の伝承や

親子の食育、生活習
慣病の予防などは、
食生活改善推進員が
「香川の食文化事
業」「病態別料理教
室」として地域の中
で幅広い年代に推進
している。
また、保育所や幼

稚園への出向き親子
クッキングを開催し
たり、魚のさばき方
教室も開催してい
る。
食生活改善推進員

数は、平成 25 年度
616 名、平成 29年度
616名と変化はない。
推進員の養成は、毎
年講座を開催し、年
30 名～40 名程度を
養成している。

Ｂ 市民アンケート
によると、食育に関
心がある人は約６
割となっている。年
齢が上がるにつれ
て、食生活や食育へ
の関心が薄れるた
め、小・中学校だけ
でなく継続的な周
知・啓発が必要であ
る。
地域との連携は

必要である。地域で
活動する食生活改
善推進員の活動支
援を行い、市民が楽
しみながら食につ
いて興味・関心を持
ちながら学べる機
会をつくる。

[健康課］

4-3 児童福祉・子育て支援の充実 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

4-3-1 子育て
支援に関する
指針の策定

 － 子ども・子育て支
援法の規定に基づ
き、平成 26 年度に、
「三豊市子ども・子
育て会議」での議論
やパブリックコメン
トを経て、三豊市子
ども・子育て支援事
業計画である「みと
よ すくすく子育て
サポートプラン」を
策定した。このプラ
ンについては、三豊
市次世代育成支援行

Ａ 「みとよ すく
すく子育てサポー
トプラン」は平成
27年度～平成31年
度の 5 か年計画で
あるため、今後は平
成 32 年度以降の第
２次計画を策定す
る必要がある。 共
働きの増加や核家
族化に伴い、急速に
高まっている保育
ニーズへの対応や、
子どもの貧困対策、
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

動計画を兼ねた計画
となっている。
プラン策定後は、

毎年度、プランに掲
げる各事業の進捗状
況を調査するととも
に、ＰＤＣＡサイク
ルに則り、事業の充
実や見直しを行って
いる。
平成 29 年度は計

画の中間年に当たる
ことから、「教育・保
育に係る量の見込
み」や提供体制等に
ついて、中間見直し
を実施しているとこ
ろである。

子どもに関する相
談体制の強化など、
時代の流れに合っ
た子育て支援策に
取り組むため、市民
ニーズを的確に把
握する必要がある。

[子育て支援課］
4-3-2 地域に
おける子育て
支 援 の 充 実
【重点】

地域における子育
て支援施設・制度に
ついては、通所（施
設）系サービスとし
て放課後児童クラブ
を中心として順次、
整備を図ってきたと
ころであり、保育所
や子育て支援センタ
ー及び児童館等とあ
わせて、ほぼ計画通
り保育環境の充実が
図られた。
一方、居宅系サー

ビスとしてファミリ
ー・サポート・セン
ター事業やホームヘ
ルプ事業を構築し、
それに対して子育て
応援サービス券で負
担軽減を図るなど利
用拡大を図った。

Ｂ 平成 27 年度より
子ども・子育て新制
度が始まり、子ど
も・子育て支援事業
計画（みとよすくす
く子育てサポートプ
ラン）に従って、「フ
ァミリー・サポー
ト・センター事業」
や「一時預かり事業」
など、地域における
子育て支援サービス
を提供している。そ
の中で、地域子育て
支援拠点事業」では、
地域子育て支援セン
ターとつどいの広場
を開設し、家庭で保
育している保護者の
交流を図った。また、
「放課後児童健全育
成事業」では、放課
後児童クラブの民間
委託にも取り組ん
だ。

Ｂ 「子ども・子育て
新制度」の中で、支
援体制が定着して
きたところである。
保育サービスや子
育て支援サービス
において、民間事業
者や各種団体等が
参画し、地域で子ど
もを育てる体制を
支援していく必要
がある。

[子育て支援課］
4-3-3 母性並
びに乳幼児等
の健康の確保
及び増進【重
点】

妊婦、乳幼児対象
の健康診査及び相談
事業は、きめ細やか
な支援を目指し実施
している。予防接種
の必要性の啓発に努
めているが、制度の
改正が続き接種率は
伸び悩んでいる。特

Ｂ 妊産婦、乳幼児の
健康診査及び相談事
業等はきめ細やかな
支援を目指して実施
しているが、ハイリ
スク妊産婦や、発達
の気になる児が増加
しており、一層の支
援が必要となってい

Ｂ 地域のつながり
の希薄化等により、
妊産婦の等の孤立
感や負担感が高ま
っている中、ハイリ
スク妊婦の増加、発
達の気になる子の
増加が課題となっ
ている。妊娠期から
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

定不妊治療に加え
て、平成 24 年度より
一般不妊治療費も助
成し不妊治療費助成
事業の充実が図られ
た。
乳幼児医療費助成

事業（子ども医療費
助成事業）
平成 22 年 10 月診

療分より 15 歳到達
年度末まで対象者を
拡充し、事業名称も
「子ども医療費助成
事業」と変更した。

る。予防接種は、平
成 28 年度よりロタ
ウイルス予防接種の
一部助成事業を開始
した。接種率は、啓
発・接種勧奨・アプ
リ利用などで、わず
かではあるが向上し
ている。特定不妊治
療、一般不妊治療は、
助成件数が年々増加
しているが、成功数
には、変化がない。
平成 26 年度出生児
より、ＭＹカルテを
発行し、妊娠期から
生活習慣病予防に取
り組んでいる。

子育て期までの支
援を切れ目なく提
供するために、子育
て世代包括支援セ
ンターを立ち上げ、
地域、医療機関等関
係機関と連携し継
続支援を行う思春
期保健対策は具体
的な取り組みがで
きていない。関係機
関との連携を行っ
て、取り組みの検討
が必要である。

[子育て支援課］
4-3-4 要保護
児童の早期発
見などきめ細
やかな取り組
みの推進【重
点】

複雑な家庭環境な
どを背景に、本市で
も育児放棄を含む児
童虐待事例が後を絶
たないところである
が、それに対しては、
三豊市児童対策協議
会における実務者会
議、個別ケースの支
援を適宜検討する個
別ケース会議等で協
議のうえ、関係機関
できめ細やかな対応
や支援を行ってい
る。ひとり親家庭へ
の支援策の一つであ
る母子家庭等医療費
助成事業について
は、平成 23 年８月診
療分から、ひとり親
の父親も支給対象と
するなど支援の幅を
拡げている（ひとり
親等医療費支給医療
と名称を変更）。

Ｂ 複雑な家庭環境等
を背景にしつけと称
した虐待や育児放棄
など、児童虐待事例
は後を絶たず、長期
にわたる支援を必要
とするケースも多く
なっている。さらに、
地域のつながりの希
薄化や核家族化等に
より、妊産婦や母親
の孤立感や負担感が
高まってきている。
児童虐待事例につ

いては従来より三豊
市児童対策協議会に
おける実務者会議、
個別ケース会議等で
関係機関にて協議、
情報共有を行い、き
め細かい対応、支援
を行っている。
リスクを抱える妊

産婦や母親について
は、これまで以上に
母子保健グループと
の連携を図り、支援
を行っている。
ひとり親等医療費

支給医療における助
成事業については、
ひとり親の父親を含
め制度の浸透は図ら
れている。また、フ

Ｂ 児童福祉法の改
正により、妊娠期か
ら子育て期までの
支援を行うための
「子育て世代包括
支援センター」の設
置が努力義務とし
てうたわれている。
さらに、児童虐待に
対する迅速・的確な
対応を行うため、
「子ども家庭総合
支援拠点」の設置に
努めることも明記
されている。
今後、両方の機能

を備えた包括支援
センター設置を目
指し、母子保健、児
童相談、その他関係
機関がより連携を
深めた支援体制づ
くりを目指してい
く。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

ァミリー・サポー
ト・センター事業利
用におけるひとり親
家庭対象の補助金交
付については件数は
多くはないが、一定
の利用者がおり、経
済的支援の一翼を担
っている。 [子育て支援課］

4-4 高齢者福祉の推進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

4-4-1 高齢者
支援に関する
指針の策定

－ － 高齢者福祉施策や
介護保険事業を具体
的に進めていくため
の計画として、平成
27 年度から平成 29
年度を計画期間とす
る三豊市高齢者福祉
計画・第６期介護保
険事業計画を策定
し、「人々が支えあい
健康でいきいきと暮
らせるまち」を基本
理念とし、基本目標
である、「安心して地
域に住み続けられる
仕組みづくり」・「健
康に暮らせるまちづ
くり」などの施策・
事業の展開を図って
きた。
介護保険法は、医

療介護総合確保推進
法の趣旨に基づき、
見直しが行われ、第
６期計画中に要支援
認定者等の介護予防
の訪問介護と通所介
護を三豊市が効果
的・効率的に実施す
ることができる「介
護予防・日常生活支
援総合事業」を平成
28年４月から開始し
た。
また、認知症支援

事業、医療と介護の
連携事業など、次期
第７期介護保険事業

Ｂ 今後ますます高
齢化が進むととも
に、地域において
は、ひとり暮らし高
齢者や認知症高齢
者など、支援・介護
を必要とする高齢
者がますます増加
するとともに、地域
の高齢者・障がい
者・子どもなど、
様々な地域の課題
が、重層化・複雑化
していくものと考
えられる。
三豊市高齢者福

祉計画・第６期介護
保険事業計画の基
本的な方向性と成
果を継承しつつ、中
長期的視点からは、
平成 37 年における
地域包括ケアシス
テムの構築やさら
には、地域共生社会
の実現を目指すと
ともに、今後の３年
間の具体的施策・取
り組みを進めるた
めの計画して「三豊
市 高齢 者福 祉計
画・第７期介護保険
事業計画」を策定す
る。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

計画につながるよう
事業展開を行った。 [介護保険課］

4-4-2 介護予
防事業の推進
【重点】

一次予防事業（主
として活動的な状態
にある高齢者を対象
に生活機能の維持ま
たは向上に向けた取
り組み）
２次予防事業（生

活機能低下者を対象
に要介護状態等とな
ることを予防するこ
とを通じて、一人ひ
とりの生きがいや自
己実現のための取り
組みを支援し、活動
的で生きがいのある
生活や人生を送るこ
とができるよう支援
する）ともに様々な
介護予防教室の実
施、通所型介護予防
事業【直営、委託】、
訪問型介護予防事業
を実施し、並行して、
防災行政無線、広報
誌による行事予定、
チラシの配布等の普
及・啓発活動を実施
している。また、介
護予防サポーター、
認知症サポーター養
成事業を実施してい
る。

Ｂ 長年継続して一次
予防事業に参加して
いる高齢者は、要介
護状態にならず自立
した生活を営んでい
る人が多いことが市
の調査で明らかにな
っている。
平成 27 年の介護

保険制度改正によ
り、三豊市では平成
28年度から新総合事
業に取り組んでいる
ところである。従来
の一次予防２次予防
の区別なく高齢者主
体の介護予防活動の
育成や支援を行う
「一般介護予防事
業」として実施して
いる。従来から実施
している介護予防教
室の内容を充実した
り、三豊市独自の体
操「みとよ元気体操」
を考案しその普及に
努めるとともにボラ
ンティアの養成も行
い、社会参加の促進
や生きがいづくりと
なっている。

Ｂ 要支援者等に対
して、従来の介護予
防訪問介護及び介
護予防通所介護に
より提供されてい
た専門的なサービ
スに加え、住民主体
による多様なサー
ビス（サービスＢ)
や、短期集中型サー
ビスで自立した状
態に支援するサー
ビス（サービスＣ)
の充実に向けた取
り組みが必要であ
る。

[介護保険課］
4-4-3 在宅福
祉サービスの
充実

高齢者が住み慣れ
た地域や家庭で、生
きがいのある安定し
た生活が営めるよう
各事業を実施。それ
ぞれの要綱に該当す
る対象者のうち希望
があったものに事業
を実施することによ
り、一人暮らしの不
安等の解消、介護予
防に寄与している。
想定予定数に近い実
施がある。高齢者に
対して、敬老の意を
表すことによって、
高齢者の福祉の増進
や安否確認等が図ら

Ｂ 高齢者緊急通報装
置貸与事業や生活管
理指導員派遣事業、
生きがい活動支援通
所事業等の実施によ
り一人暮らしの不安
解消や介護予防に寄
与している。その他、
県の補助金を活用し
た居場所づくり事業
は、住民自ら運営す
る地域の活動拠点
で、気軽に集える介
護予防活動や多世代
交流の場として、参
加する人はもちろん
のこと、運営する高
齢者にとっても生き

Ｂ 居場所づくりの
５団体の活動支援
や、そこを拠点とし
た地域での生活支
援の取り組みの広
がりを支援する。そ
のためには他の地
域支援事業（総合事
業の住民主体のサ
ービスや生活支援
体制整備事業等）と
の連携が必要であ
る。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

れている。具体手は
には、毎年９月 15日
現在、市内に在住す
る数えの 88 歳（米
寿）の方に祝い金１
万円を数えの百歳以
上の方に祝い金１万
円と記念品を贈呈し
ている。祝金につい
ては、金融機関で熨
斗袋に１万円を封入
してたいただき、民
生委員を通じて贈呈
するなど実施方法を
合理化してきた。記
念品については、市
内の伝統工芸士の作
品を限定することで
地域振興に貢献でき
るよう配慮してい
る。

がいの場となってい
る。平成 24 年度以
降、平成 29年度末ま
でに５団体がこの制
度を活用して活動を
している。

[介護保険課］
4-4-4 介護サ
ービスの充実

居宅介護予防支援
を三豊市直営で、実
施している。高齢者
一人ひとりの生活環
境や心身の状況に応
じ、自立した生活が
営めるように平等
で、質の高い居宅サ
ービス計画作成に努
めている。サービス
計画数はここ数年横
ばいの傾向にあり、
高齢者数の割合から
考えると予防事業の
成果が出ているよう
に考えられる。

Ｂ 介護保険制度にお
いて、高齢者自身によ
るサービスの種類や
サービス事業者の選
択が適正に行われる
ためには、質、量とも
に必要なサービスの
整備が必要である。要
介護状態になっても
できる限り住み慣れ
た地域や家庭で自立
した生活が継続でき
るよう、居宅サービス
及び地域密着型サー
ビスの供給確保に重
点を置き、平成29年
度には、地域密着型施
設３施設が新規開設
になった。
また、多様化する

介護サービスニーズ
に対応し、適切な介
護サービスを提供す
るためには介護員の
確保が急務となって
いる。「三豊市介護職
員初任者研修補助金
事業」を実施し、市
内の介護事業所に就
労する者に補助を行
っている。

Ｂ 施設サービスに
ついては、平成 27
年度の制度改正に
より、老人保健福祉
施設の新規入所者
が原則要介護３以
上の方に限定され
ることとなってお
り、重度者の割合が
増加している。入所
待機者対策として
地域密着型施設や
特定施設サービス
を平成 29 年度 11
月までに整備し、開
設した。地域密着型
サービス（施設、デ
イサービス）につい
ては、適正な運営を
確保するために、事
業所指定を行う場
合は、人員、設備及
び運営に関する基
準に基づき、指定申
請事業者のサービ
ス運営や内容につ
いて適切に審査を
行い利用者が安心
してサービスを受
けられるよう、適正
なサービス提供と



Ⅲ 施策内容ごとの達成状況・達成度・課題等４ 第４章 人々が支えあい、健康でいきいきと暮らせるまち（医療・健康・福祉）

77

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

業務運営体制の確
保に努める。また、
保険者（三豊市）機
能の強化という観
点から、居宅介護支
援事業者の指定権
限が平成 30 年度か
ら県から市に移譲
され、地域密着型サ
ービスと同様に指
導・監査を市が実施
することとなり、適
切なサービス提供
のためにチエック
体制の強化に努め
る。

[介護保険課］
4-4-5 高齢者
虐待の防止と
権利擁護事業
の推進

高齢化率の上昇に
伴い、独居高齢者や
高齢者のみの世帯も
増加してきている中
で実態把握を行うこ
とにより、支援を必
要とする高齢者を見
出し保健・医療・福
祉サービスをはじめ
とする適切な支援へ
のつなぎ、継続的な
見守りを行い、さら
なる問題の発生を防
止するため、地域に
おける様々な関係者
とのネットワークを
構築を図るととも
に、困難な状況にあ
る高齢者が地域にお
いて尊厳のある生活
を維持し、安心して
生活を行うことがで
きるよう権利擁護に
必要な支援を行う。
低所得者の市長申

立てに係る成年後見
制度の申立て費用や
成年後見人等報酬扶
助の助成を行う。

Ａ 独居高齢者や高齢
者世帯だけでなく、
問題解決能力の低い
家族との同居など、
高齢者を取り巻く環
境の変化は大きい。
そのような現状の
中、高齢者が住み慣
れた地域で安心して
その人らしい生活を
継続できるよう関係
者とのネットワーク
を構築するととも
に、高齢者の生活の
実態や必要な支援等
を幅広く把握し、相
談を受け、適切なサ
ービスや制度の利用
につなげる支援を行
う。
民生委員や介護支

援専門員等の支援だ
けでは十分に問題が
解決できない支援困
難事例については、
地域ケア個別会議、
成年後見制度活用等
により必要な支援を
行う。
また、消費者被害

の防止や高齢者虐待
の防止については広
く市民や関係者に普
及啓発を行い、低所
得者への成年後見制

Ａ 成年後見制度の
円滑な利用に向け
て、制度の幅広い普
及啓発を行うとと
もに、今後利用者が
増えることにより
成年後見人等の不
足が予測される。市
においては、市民後
見人の養成や、中核
機関の設置や円滑
な運営、地域連携ネ
ットワークの整備
に向けた取り組み
を推進するため、国
の成年後見制度利
用促進基本計画に
基づき市の計画を
立案し遂行する。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

度の申立てや報酬に
対して助成を行う。 [介護保険課］

4-4-6 高齢者
の生きがいづ
くりの支援

老人クラブは、生
きがいと健康づくり
のために、互いに支
えあい「健康・友愛・
奉仕」活動の推進を
軸に、単位クラブや
地区連合会などによ
る世代間交流をはじ
め、特色ある様々な
事業を展開してい
る。登下校時のあい
さつ運動や見守りを
はじめ、ひきこもり
予防につながる「た
まり場」の推進や友
愛訪問による会員相
互の見守り活動な
ど、地域に根ざした
事業をしている。
平成 21 年度 
118 ｸﾗﾌﾞ･6,245 人
平成 22 年度 
117 ｸﾗﾌﾞ･6,117 人
平成 23 年度
113 ｸﾗﾌﾞ･5,801 人
平成 24 年度
111 ｸﾗﾌﾞ･5,501 人
シルバー人材セン

ターは、高年齢者等
の雇用の安定等に関
する法律に定めら
れ、高年齢者の就業
の機会を確保し、持
って、高齢者の福祉
の増進に資すること
を目的として事業推
進している。
会員数の推移
平成21年度806人
平成22年度840人
平成23年度798人
平成24年度699人

Ｂ 老人クラブでは、
地域の高齢者が生き
がいと健康づくりの
ために「健康・友愛・
奉仕」活動の推進を
軸に活動している。
各種運動会やスポー
ツ大会、介護予防研
修会などを行い、健
康づくり、介護予防
の推進に努めてお
り、友愛チーム活動
やたまり場活動によ
る互いに支えあう地
域社会づくりを進め
ている。また、公共
施設や公園などの清
掃活動や緑化活動、
地域の子どもの登下
校時の見守りやあい
さつ運動など、地域
の安心安全を支える
活動も行っている。
平成 26 年度
115 ｸﾗﾌﾞ･5,142 人
平成 27 年度
109 ｸﾗﾌﾞ･4,840 人
平成 28 年度
106 ｸﾗﾌﾞ･4,620 人
平成 29 年度
105 ｸﾗﾌﾞ･4,477 人
シルバー人材セン

ターは、高齢者等の
雇用の安定等に関す
る法律に定められ、
高齢者の就業の機会
を確保し、もって高
齢者福祉の増進に資
することを目的とし
事業を行っている。
（会員数の推移）
平成26年度649人
平成27年度621人
平成28年度592人
平成29年度561人
（９月末現在）

Ｂ 老人クラブでは、
役員後継者の不在
及び会員数の減少
により、単位クラブ
が解散に追い込ま
れる状況が生じて
おり、クラブ数・会
員数ともに減少傾
向にある。若手会員
の加入促進とリー
ダーの育成が今後
の課題だと思われ
る。

[福祉課］
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4-5 障がい者福祉の推進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

4-5-1 障がい
者支援に関す
る指針の策定

－ － 三豊市障害者計画
は、障害者基本法第
11 条に基づく「市町
村障害者計画」とし
て、三豊市障害福祉
計画は、障害者総合
支援法第 88 条に基
づく「市町村障害福
祉計画」として策定
するもので、２つの
計画は密接な関係が
あり、地域の障害者
施策を総合的に推進
していく必要がある
ことから、本市では
これらを一体的な計
画として策定してい
る。障害者総合支援
法では「市町村障害
福祉計画」の期間を
３か年で１期として
定められており、現
行の計画は平成27～
29年度を計画期間と
して平成 26 年度に
策定しました。現在
は平成 30～32 年度
を計画期間として策
定の最中となってい
る。

Ｂ 第２回計画策定
委員会では、「障害
福祉に関するアン
ケート」等の結果を
報告し、今後の計画
にどう反映させて
いくかを協議する
予定である。策定委
員会については随
時開催し、パブリッ
クコメントの実施
は計画の素案が作
成される平成 30 年
２月を予定となっ
ている。この間、必
要に応じ市議会民
生常任委員会へも
随時報告する。

[福祉課］

4-5-2 啓発・
広報、交流活
動の充実

ホームページへの
掲載は、平成 24 年度
に三豊市障害者計画
(第２期)や三豊市障
害福祉計画(第３期)
を策定し掲載してお
り、同年 10月に「障
害者虐待防止法」が
施行され、ホームペ
ージに掲載してい
る。また、平成 22年
度の全国障害者スポ
ーツ大会で入賞した
方もを掲載したり、
各種制度の紹介も常
時掲載している。広
報誌については、各
種相談会・学習会・
講演会の案内の掲載

－ ホームページへの
掲載については、三
豊市障害者計画(第
３期)・三豊市障害福
祉計画(第４期)や
「障害者虐待防止
法」「障害者差別解消
法」「障害者優先調達
推進法」について、
また、各種制度の紹
介も常時掲載してい
る。
広報誌について

は、各種相談会・学
習会・講演会の案内
の掲載(毎月)や福祉
年金や特別児童扶養
手当等の各種申請の
案内も随時掲載して

Ｂ 平成 28 年４月に
施行された「障害者
差別解消法」が広く
一般市民に浸透し
ていないため、「身
体障害者補助犬法」
の周知を商工会を
通じ各種商店に実
施する等、効果的な
啓発方法を関係者
と協議のうえ継続
的に実施する。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

(毎月)や福祉年金や
特別児童扶養手当等
の各種申請の案内も
随時掲載している。
視覚障害者に対し、
「音訳テープ」を無
料で貸出ししてお
り、「広報みとよ」「社
協だより」「しちふ
く」を要約した音訳
テープを三豊市内に
お住まいの聴覚障害
者の方に無料でお届
けしている。(ＣＤで
も可)(三豊市社会福
祉協議会高瀬支所：
みとよ音声訳の会ぽ
かぽか)各種団体に
おいて、各種講座が
実施されている。既
に内容等は工夫され
ており、高水準な内
容となっている。交
流や社会参加につい
ては、障害者福祉団
体等に活動補助金を
交付しており、特に
スポーツ・レクリェ
ーション活動におい
ては、かがわ総合リ
ハビリテーションセ
ンターに委託してお
り、近隣では三豊市
だけの活動である。
また、県の障害者ス
ポーツ大会への参加
も三豊市は非常に積
極的である。

いる。視覚障害者に
対し、「音訳テープ」
を無料で貸出しして
おり、「広報みとよ」
「社協だより」「しち
ふく」を要約した音
訳テープを三豊市内
にお住まいの聴覚障
害者の方に無料でお
届けしている。(ＣＤ
でも可)(三豊市社会
福祉協議会高瀬支
所：みとよ音声訳の
会ぽかぽか)
各種団体におい

て、各種講座が実施
されている。既に内
容等は工夫されてお
り、高水準な内容と
なっている。
交流や社会参加に

ついては、障害者福
祉団体等に活動補助
金を交付しており、
特にスポーツ・レク
リェーション活動に
おいては、かがわ総
合リハビリテーショ
ンセンターに委託し
ており、近隣では三
豊市だけの活動であ
る。また、県の障害
者スポーツ大会への
参加も三豊市は非常
に積極的である。

[福祉課］
4-5-3 福祉サ
ービスの充実

障害者は自立支援
事業により、在宅に
おいてホームヘルパ
ーによる身体介護、
家事援助等きめ細か
いサービスを受けて
おり、地域で自立し
た生活を送れてい
る。
また、入所施設や

通所施設においても
行き届いたサービス
を受け、経済的にも
手厚い補助を行って

Ｂ 障害者は自立支援
事業により、在宅に
おいてホームヘルパ
ーによる身体介護、
家事援助等きめ細か
いサービスを受けて
おり、地域で自立し
た生活を送れてい
る。
また、入所施設や

通所施設においても
行き届いたサービス
を受け、経済的にも
手厚い補助を行って

Ｂ 障がい者が施設
入所から在宅生活
へ移行するには家
族の支えが不可欠
となるが、家族も高
齢化が進み「親亡き
後」も考えなければ
ならない。このため
には「我が事まるご
と」の精神により、
家族以外の血縁や
民生委員を含み地
縁関係者の協力を
得る方法を模索す
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

いる。このほか、精
神通院医療や更生医
療、補装具の交付に
ついても、経済的な
補助を行っている。
重度身体障害者住宅
改造事業の実績は、
平成 22 年度に１件
あるのみである。

いる。このほか、精
神通院医療や更生医
療、補装具の交付に
ついても、経済的な
補助を行っている。
重度身体障害者住宅
改造事業の実績は、
現時点ではない。

る必要があると考
える。

[福祉課］
4-5-4 地域生
活支援事業の
充実

地域生活支援事業
については、相談支
援専門員によって立
てられたプランに従
い、計画的に利用さ
れている。プランか
ら見た達成度として
はほぼ100％である。
障害者の地域におけ
る生活を支える事業
としては、相談支援
事業・移動支援事
業・コミュニケーシ
ョン支援事業・地域
活動支援センター事
業等があります。
福祉年金について

は、身体・療育・精
神の各手帳を所持し
ており、市内に１年
以上住所を有し、在
宅で生活している方
に年１回支給してい
る。
重度心身障害者等

医療費支給事業は平
成 21 年度８月診療
分より、70 歳未満の
後期高齢者医療に加
入していない者人に
ついて、三豊・観音
寺市内医療機関に限
り現物給付を実施し
ている。

Ｂ 相談支援事業所に
委託することにより
障害者からの相談に
応じている。障害の
種類で対応する相談
支援事業所を決めて
いるが相談支援専門
員の不足により時間
的余裕がなく計画相
談に追われている。
福祉年金について

は、身体・療育・精
神の各手帳を所持し
ており、市内に１年
以上住所を有し、在
宅で生活している方
に年１回支給してい
る。
重度心身障害者等

医療費支給事業は平
成 21 年度８月診療
分より、70歳未満の
後期高齢者医療に加
入していない者人に
ついて、三豊・観音
寺市内医療機関に限
り現物給付を実施し
ている。

Ｂ 相談支援専門員
の増員を図る。
困難事例に対応

できる地域での体
制を作る。
医療、事業所、施

設、学校、行政等関
係機関とのネット
ワークを構築する。

[福祉課］
4-5-5 雇用・
就労支援の充
実

障害者の雇用・就
労支援の充実につい
ては、主に障害者就
業・生活支援センタ
ーつばさで取り組ま
れている。市の行政
的には、就労支援の
ノウハウや能力もな
いため、相談があれ

Ｄ 【職域の拡大】
相談があった人に

対し、その人に合っ
た窓口を紹介してい
る。
【関係機関と連携】
就労移行支援事業

所、特別支援学校等
が連携をし就労、福

Ｃ 【職域の拡大】
地域で施設が少

ない。障害者就業・
生活支援センター
や公共職業安定所
等と連携していく。
【関係機関と連携】
就労移行支援事

業所の施設数が少
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

ばハローワークや
「つばさ」に話をつ
なぐことしかできな
い。「つばさ」・・・
障害者就労・生活支
援センター。

祉サービスの利用に
つなげる。
【一般雇用への移行】

就労移行支援事業
所から一般就労へス
ムーズに移行できる
ように連携する。

ない。障害者就業・
生活支援センター
や公共職業安定所
等と連携していく。
【一般雇用への移行】
一般就労へ移行

する人が少ない。障
害者就業・生活支援
センターや公共職
業安定所等と連携
していく。

[福祉課］
4-5-6 福祉の
まちづくりの
充実

障害者の社会参加
を促進するために
は、外出における物
理的困難等を取り除
くことが必要で、こ
れまで、歩道の整備
や段差の解消、誘導
用ブロック・信号
機・多目的トイレの
設置等公共施設等そ
れぞれの事業で行わ
れており、障害者に
配慮しているのが現
状である。

Ｂ 【歩道の整備等】
道路管理者及び所

轄の警察と連携し、
整備する際にはバリ
アフリー対応型等に
ついて検討してい
く。新設・改良にお
いては歩道整備を行
った。香川県屋外広
告物関係機関連絡会
の違反広告物一斉除
去実施にあわせて、
年１回パトロールを
行った。
国道、県道への歩

道整備等の推進要望
や市道における交通
安全対策工事の整備
を行う。
【信号機の設置】
利用者の多い交差

点や学校周辺の交差
点に設置される信号
機には、障害特性に
対応した整備を公安
委員会と協議、検討
する。
【公共施設等のバリ
アフリー化】
コミュニティバス

運行事業は 12 路
線・14台で運行して
おり、車いすで搭乗
可能な車両は３台で
ある。低床バスは通
常の車両より割高で
あることから、路線
維持の条件である収
支率に影響される
が、今後のバス車両
の更新時に検討す
る。

Ｃ 【歩道の整備等】
香川県屋外広告

物適正化旬間（9月
1日～10 日）にあわ
せて、違反広告物の
除却パトロールを
実施する整備費の
問題もあるが、地元
住民との合意形成
が必要となる。
【信号機の設置】
既存信号機の改

修及び更新等の整
備に係る費用の問
題。
【公共施設等のバ
リアフリー化】
メーカーにもよ

るが、車いす対応の
低床バスは座席が
少なくなるため、年
配者の利用の多い
路線は、影響がある
ことが考えられる。
費用対効果も重要
なポイントであり、
低床バスを積極的
購入は慎重に行う。

[福祉課］
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

4-5-7 安全・
安心の確保

毎年、民生・児童
委員に災害時要援護
者登録台帳の見直し
を依頼し、自治会長
には自治会内での新
規登録者への周知を
依頼しており、これ
をもとにリストを作
成し、民生・児童委
員並びに自治会長へ
お渡ししている。

Ｂ 【災害時要援護者】
毎年、民生・児童

委員に災害時要援護
者登録台帳の見直し
を依頼し、自治会長
には自治会内での新
規登録者への周知を
依頼しており、これ
をもとにリストを作
成し、民生・児童委
員並びに自治会長へ
お渡ししている。
【権利擁護事業】
必要に応じて福祉

サービス利用援助事
業や成年後見制度の
利用により、本人の
人権を守るための支
援を行っている。

Ｂ 【災害時要援護者】
移動困難者や意

思疎通が難しい方
への支援について
の課題があり、避難
所への多機能トイ
レの設置や意思疎
通支援方法の検討
が求められている。
【権利擁護事業】
（課題）
本人の希望をど

こまで優先するの
か、虐待といえるの
かどうかなど判断
の難しいケースも
ある。
後見人等の支援

者が親族間のトラ
ブルに巻き込まれ
ることがある。
現在の人員体制

のままでは、今後も
増加する需要に対
し、受け皿が不足す
る。
（取り組み）
必要なケースに

ついては、関係機関
と連携し、引き続き
支援を行っていく。
福祉課との連携

を密にとり、親族間
のトラブルが予見
されるケースにつ
いては、専門職の対
応を依頼する。
人員を確保する

ための予算が不可
欠である。

[福祉課］

4-6 生活困窮者の自立支援 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

4-6-1 相談体
制の充実

民生委員児童委員
(２名)が相談役とな
り、各地区で日常生
活の様々な相談に応
じている。近年、相
談内容も多様化する

Ａ 平成 27 年度より
生活困窮者自立支援
法の施行に基づき、
生活保護に至る前の
段階にある生活困窮
者に対して金銭的な

Ａ 様々な支援が必
要な困窮世帯につ
いての情報につい
ては、民生委員・児
童委員や関係機関
が情報共有するこ
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

中、困難なケースは
次の機関につなぐな
ど早期解決へとつな
いでいる。また、相
談事業に関する研修
に積極的に参加する
などスキルアップに
努めている。
実施方法は、民

生・児童委員による
「くらしの相談」を
各地区で毎月２回
(第１・３水曜日)開
催し、適切な生活指
導、相談事業を行っ
ている。相談内容の
１位は、生計、２位
は財産、３位は、人
権・法律相談の順位
となっている。

支援以外で自立に向
けた支援ができるよ
う専門の相談支援員
を福祉事務所内に配
置している。支援と
しては相談者の状況
に応じたプランを作
成したうえで関係機
関へのつなぎや家計
相談や就労に向けた
支援などを実施して
いる。また、民生委
員・児童委員や包括
支援センターなどと
も連携して支援が必
要な世帯の早期の情
報を得るように努め
るとともに困窮の内
容により生活保護申
請や社会福祉協議会
の支援制度について
説明するなど多様な
支援を実施してい
る。

とにより問題が深
刻になる前に支援
を行うように取り
組んでいる。しかし
ながら、情報提供や
様々な理由により
相談や支援が行き
届くことないケー
スが潜在的にある
と想定される。そう
したことから、今後
とも一層の情報ネ
ットワークの強化
が必要となってい
る。また、高校進学
を希望する者への
学習支援や居場所
の提供などに取り
組み、貧困の連鎖を
防ぐための施策な
ども必要となって
きている。

[福祉課］
4-6-2 生活保
護制度の適切
な運用

稼動能力を有する
所定年齢の被保護者
に対して就労支援員
を活用した就労指
導・支援を行うため
の方法について、平
成 22 年度に就労支
援員活用就労指導支
援プログラム実施要
領を作成し、就労に
よる自立を促進して
いる。さらに、平成
24 年度からは、観音
寺公共職業安定所と
生活保護受給者等就
労自立促進事業に関
する協定を締結し、
生活保護受給者の就
職による経済的自立
の実現を図ってい
る。

Ｄ 母子世帯や障がい
者世帯など働き方や
職種等に配慮が必要
な世帯については、
他法他施策による資
格取得や就労先につ
いて担当ＣＷと就労
支援員が観音寺職業
安定所と連携して就
労支援を実施してい
る。また、保護受給
中の者については、
自立助長の観点から
健康状態を確認した
うえで稼働能力の可
否を適切に判断した
うえで助言や指導を
行うとともに就労活
動を行わないケース
については、生活保
護法に基づく文書指
導等を行い必要に応
じて保護の停止また
は廃止を行ってい
る。

Ｃ 傷病・障がい・精
神疾患等による入
院や不就労により
受給期間が長期に
なる場合やひきこ
もりや多重債務の
ため生活に困窮し
て生活保護申請に
至るケースがあり
ます。また、生活保
護世帯の高齢化と
ともに医療費が払
えず保護を申請す
るケースがあり受
給者の入院日数の
増 加や 高額 の入
院・治療が必要な患
者が増加している
ことから、生活保護
費が毎年増加して
いることが課題と
なっている。こうし
たことから、今後は
病気が重篤になる
前の早期の発見と
治療を指導すると
ともに頻回や重複
受診をすることが
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

ないよう適切な支
出の徹底を図る必
要があります。ま
た、障害者手帳など
の取得や更生医療
の申請など他法他
施策を活用して医
療費の支出の抑制
に取り組むことが
必要となっている。

[福祉課］

4-7 地域福祉の推進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

4-7-1 地域福
祉計画の推進

住み慣れた地域の
中で、人々が支えあ
い、健康でいきいき
と暮らせることを目
的に、福祉の総括的
な計画として平成24
年度に第２期地域福
祉計画を策定しまし
た。地域福祉に関す
る課題やニーズ調査
のため、市民アンケ
ート調査を実施し広
く意見を反映すると
ともに、福祉関係団
体ヒアリング調査を
実施しました。また、
計画の策定にあたっ
ては策定委員会での
協議を行うなど、策
定の段階から積極的
な住民参加による計
画となった。

Ａ 現行の地域福祉計
画に則り、関係各課
及び関係団体と連携
し事業を実施してい
る。
現行の計画が平成

29年度で終了するの
で、次期計画を策定
するため、福祉関係
団体代表者や有識者
等を委員とした地域
福祉計画策定委員会
を設置。現状の市民
のニーズや前回と今
回の比較を行うため
市民アンケートや現
計画の振り返りを実
施し新計画を策定行
う。

Ａ 高齢の親と働い
ていない 50 代の子
が同居している世
帯や、介護と育児に
同時に直面する世
帯、様々な課題が複
合して生活困窮し
ている世帯など今
まで以上に現状の
枠を超えた包括的
な取り組みが必要
になってきている。

[福祉課］
4-7-2 社会福
祉協議会との
連携

ひとり暮らし高齢
者や障がい者などを
対象に緊急時に迅速
な救急活動を円滑に
行う「緊急キット」
にあわせ、安否確認
と孤独の緩和を図る
「こんにちはコー
ル：電話応対」や地
域ボランティアがチ
ームとなり定期訪問
活動等を推進してい
る。また、福祉への
理解と関心を高める

Ａ ひとり暮らし高齢
者や障がい者などを
対象に緊急時に迅速
な救急活動を円滑に
行う「緊急情報キッ
ト」にあわせ、安否
確認と孤独の緩和を
図る「こんにちはコ
ール：電話応対」や
地域ボランティアが
チームとなり定期訪
問活動等を推進して
いる。また、福祉へ
の理解と関心を高め

Ａ 福祉学習は、希望
校のみへの対応に
て、市内全小学校で
の実施に至ってい
ないため、今後取り
組み方法を検討す
るとともに、中高生
向けの福祉学習の
カリキュラムも検
討する必要がある。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

ため、小学校高学年
を対象に福祉教育
や、中高生対象に夏
休みボランティア体
験を継続実施してい
る。

るため、小学校高学
年を対象に福祉教育
や、中高生対象に夏
休みボランティア体
験を継続実施してい
る。 [福祉課］

4-8 社会保障制度の健全運営 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

4-8-1 国民健
康保険事業の
健全化

国民健康保険を取
り巻く環境は依然と
して厳しい状況とな
っている。そのため、
医療費節減の一つと
してジェネリック医
薬品の推進のため、
県下一斉にジェネリ
ック医薬品の差額通
知を平成 24 年度か
ら行っている。また、
保険税の賦課徴収や
レセプト点検の充
実、また、効果的な
保険事業の実施など
に取り組んできまし
た。40 歳から 74 歳
の国保加入者を対象
に「特定健康診査・
特定保健指導」を実
施。生活習慣病予防
のためための「特定
健康診査」（いわゆる
メタボリック検診）
の結果に基づいた保
健指導を行う等、医
療費の抑制に努めて
いる。

Ｂ レセプト情報等の
データ分析とそれに
基づく被保険者の健
康保持増進のため平
成 27年度に「データ
ヘルス計画」を策定
し、三豊市の健康課
題にあわせた事業に
取り組み、評価、改
善を行っている。ま
た、平成 27年度の国
保制度改正におい
て、安定的な国保運
営のため、平成 30 年
度より都道府県化が
施行されることにな
り、平成 26年度から
県市町国保広域化等
連携会議において協
議を重ね、事務事業
の標準化、広域化、
情報連携のため準備
を進めている。

Ｂ 平成 30 年度都道
府県化に伴い、県か
ら提示される三豊
市の標準保険料率
を参考に税率改正
を予定しているが、
年齢構成、医療費水
準が高く、所得水準
が低い構造的な課
題もあり、税率改正
による被保険者へ
の影響が最少にな
るよう検討が必要
である。また国、県
からの提示が平成
30 年１月の予定で
あるため、大変厳し
いスケジュールと
なっている。

[健康課］
4-8-2 後期高
齢者医療制度
の適正な運営

平成 20 年４月か
ら新たに創設された
75歳以上の高齢者が
加入する後期高齢者
医療制度において
は、医療給付や保険
料の決定等の事務
は、都道府県ごとに
すべての市町村が加
入する広域連合が保
険者となって行って
おり、被保険者の便
益の増進に寄与する

Ａ 後期高齢者医療制
度においては、医療
給付や保険料の決定
等の事務は、都道府
県ごとにすべての市
町村が加入する広域
連合が保険者となっ
ている。被保険者の
便益の増進に寄与す
るものとして、保険
料の徴収事務及び各
種申請・届出の受付
や被保険者証の引渡

Ａ 医療費適正化事
業により、高騰する
医療費を抑制する
必要がある。健康診
査事業等により、
様々な疾病を早期
発見・早期治療につ
なげていくことに
より「健康寿命」の
延伸を図る。
医療費適正化事

業に取り組むとと
もに、後発（ジェネ
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

ものとして保険料の
徴収事務及び各種申
請・届出の受付や被
保険者証の引渡し等
の窓口事務を市が行
っている。

し等の窓口事務は市
が行っている。香川
県後期高齢者広域連
合と連携し、制度の
周知等の市民への情
報提供を行い、適正
な運営に努めた。

リック）医薬品の推
進及び多受診の抑
制を図ることが必
要であり、県下の市
町（広域連合）全体
の継続した取り組
みが必要である。

[健康課］
4-8-3 介護保
険制度の健全
な運営

高齢者の増加に伴
い要介護者も 65 歳
以上の全高齢者の
18.7％と20％に迫る
勢いとなっている。
そのため介護給付
費、地域支援事業も
拡大の一方で一般会
計介護保険事業特別
会計の繰出金も年々
増加している。今後
とも介護保険特別会
計のさらなる円滑な
運営を図るために繰
出金が必要だと思わ
れる。介護給付等費
用適正化事業におい
ては、システムを構
築することによっ
て、過誤等の発見に
努めている。離島サ
ービス負担金として
島しょ部におけるヘ
ルパー派遣等の船賃
の補助を実施してい
るが、平成 23年度、
平成 24 年度は年間
約 400 往復の補助を
している。

Ｂ 高齢者やその家族
が、介護保険制度の
趣旨、サービスの種
類と内容、利用者負
担等介護保険制度に
対する理解を深める
ことは、介護保険の
安定的な運営やサー
ビスの円滑な利用の
基本となります。要
介護認定申請からサ
ービス利用方法、ま
た、利用者負担や保
険料に係る各種軽減
制度の手続き、第三
者行為届出などにつ
いて、広報誌、ホー
ムページ、パンフレ
ットなどにより普及
啓発を行った。
また給付の抑制を

目的に給付費通知を
年４回発送し、給付
費の適正化を推進し
た。
費用負担の公平化

を確保しつつ、制度
の持続可能性を高め
る観点で、平成 27 年
８月からの制度改正
により相対的に負担
能力のある一定以上
の所得の方の自己負
担割合を２割とし
た。

Ｂ 費用負担の公平
化を確保しつつ、制
度の持続可能性を
高める観点で、平成
27 年度に引き続
き、平成 30 年８月
からの制度改正に
より相対的に負担
能力のある一定以
上の所得の方の自
己負担割合を３割
となる。来期につい
ては、介護保険サー
ビスに関する情報
提供の推進、相談・
受付体制の充実等
を積極的に行うと
ともに、平成 29 年
度施行されたマイ
ナンバー制度を有
効に利用し介護保
険制度の円滑な運
営に努める。

[介護保険課］
4-8-4 国民年
金制度の啓発

日本年金機構が平
成 22 年１月に発足
した。国民年金事務
は、市民課と各支所
で受理した資格取得
届・免除申請等の適
用関係書類と年金の
給付に関する請求書
等を市民課において

Ａ 国民年金事務は、
市民課と各支所で受
理した資格取得届・
免除申請等の適用関
係書類と年金の給付
に関する請求書等を
市民課においてとり
まとめ、審査を行い、
事務センターへ送付

Ａ 免除制度の改正
と日本年金機構が
保険料の強制徴収
を強化しているこ
とから、過年度分の
保険料免除・猶予申
請の件数が増加し
ている。また、平成
29 年８月１日から
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

とりまとめ、審査を
行い、事務センター
へ送付している。毎
月の「広報みとよ」
で年金制度に関する
周知や啓発を行って
きた。
また、平成 24年１

月から年金制度への
信頼確保のため、毎
月第２水曜日に社会
保険労務士による
「街角の出張年金相
談」を市役所で開催
し毎回多数の人に利
用されている。

している。
日本年金機構善通

寺年金事務所と連携
し、毎月の「広報み
とよ」で年金制度に
関する周知や啓発を
行ってきた。
また年金制度への

信頼確保のため、毎
月第２水曜日に社会
保険労務士による
「街角の出張年金相
談」を市役所で開催
している。本庁以外
の北部・南部の支所
でも、年に数回実施
しており、毎回多数
の人に利用されてい
る。

は、年金受給資格期
間が平成 25 年から
10 年に短縮され、
今後年金請求者が
増加することも見
込まれる。
「街角の出張年

金相談」に関して
は、年金事務所へ訪
問することが困難
な市民のためにも
継続したい。

[市民課］
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５ 第５章 豊かな心を育み、文化を発信す

るまち（教育・文化） 

5-1 幼稚園教育の充実 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

5-1-1 幼稚園
の規模・配置
の適正化

教育委員会では、
平成 22 年度に設置
された「三豊市立学
校適正規模・適正配
置検討委員会」から
の答申を受け、平成
23 年５月に「三豊市
立学校再編整備基本
方針」を策定。その
中の初期 10 年間の
計画に基づき、まず
は、小学校の再編整
備を進め（シート
No.5-2-1 参照）、あ
わせて幼稚園の協議
を行っていく。

Ｃ 教育委員会では、
平成 22 年度に設置
された「三豊市立学
校適正規模・適正配
置検討委員会」から
の答申を受け、平成
23 年５月に「三豊市
立学校再編整備基本
方針」を策定。その
中の初期 10 年間の
計画に基づき、まず
は、小学校の再編整
備を進め（シート
No.5-2-1 参照）、あ
わせて幼稚園の協議
を行っていく。山本
地区の幼稚園につい
ては、市長部局と協
議を行いながら進め
ていく。

Ｃ 小学校の再編整
備が進んでいる中
で、今後、幼稚園と
保育所との関係を
見据えて市長部局
との協議が急務で
ある。

[教育総務課］
5-1-2 幼稚園
施設の耐震化

幼稚園施設の耐震
補強工事について
は、計画年度内にす
べて終了した。

Ａ 幼稚園施設の耐震
補強工事について
は、すべて終了して
いた。

Ａ 耐震補強工事に
ついては、すべて終
了しているが非構
造部材（外壁等）の
改修を行う必要が
ある。

[教育総務課］
5-1-3 幼稚園
教育内容の充
実

適正な幼稚園教育
の実施のため、市立
幼稚園の運営に必要
な人的、物的費用を
過不足なく適時に提
供することにより、
健全な幼稚園運営を
行った。

Ｂ 適正な幼稚園教育
の実施のため、市立
幼稚園の運営に必要
な人的、物的費用を
過不足なく適時に提
供することにより、
健全な幼稚園運営を
行った。

Ｂ 引き続き適正な
幼稚園教育実施の
ため市立幼稚園の
運営を行う。

[学校教育課］
5-1-4 預かり
保育の充実

適正な預かり保育
の実施のために必要
な人的、物的費用を
過不足なく適時に提
供し、市内のすべて
の幼稚園（休園を除
く）において預かり
保育を実施した。

Ｂ 適正な預かり保育
の実施のために必要
な人的、物的費用を
過不足なく適時に提
供し、市内のすべて
の幼稚園（休園を除
く）において預かり
保育を実施した。

Ｂ 引き続き、市内の
すべての幼稚園（休
園を除く）において
預かり保育を実施
する。
また、臨時職員に

ついては、幼稚園教
諭免許所持者の配
置に努める。

[学校教育課］
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

5-1-5 教職員
の資質向上

各種研修会の実
施、研究会への参加
により幼稚園教職員
の資質向上を図っ
た。

Ｂ 各種研修会の実
施、研究会への参加
により幼稚園教職員
の資質向上を図っ
た。

Ｂ 引き続き、各種研
修会の実施、研究会
への参加により幼
稚園教職員の資質
向上を図る。

[学校教育課］
5-1-6 特別支
援教育の推進

身障手帳を有する
園児、療育手帳を有
する園児、医師の診
断書により支援が必
要とされる園児につ
いて、それぞれ１名
の特別支援教育支援
員を配置し、適切な
指導及び必要な支援
を行った。

Ａ 身障手帳を有する
園児、療育手帳を有
する園児、医師の診
断書により支援が必
要とされる園児につ
いて、それぞれ１名
の特別支援教育支援
員を配置し、適切な
指導及び必要な支援
を行った。

Ａ 引き続き、身体障
害者手帳を有する
園児、療育手帳を有
する園児、医師の診
断書により支援が
必要とされる園児
についてそれぞれ
１名の特別支援教
育支援員を配置し、
適切な指導及び必
要な支援を行う。
また、特別支援教

育支援員（臨時職
員）につては、幼稚
園教諭免許所有者
の配置に努める。

[学校教育課］

5-2 学校教育の充実 
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

5-2-1 学校の
規模・配置の
適正化【重点】

教育委員会では、
平成 22 年度に設置
された「三豊市立学
校適正規模・適正配
置検討委員会」から
の答申を受け、平成
23 年５月に「三豊市
立学校再編整備基本
方針」を策定。その
中の初期 10 年間の
計画に基づき、小学
校の統廃合に着手
し、同年９月より、
詫間・仁尾・山本・
財田地区の保護者説
明会・住民説明会を
開催した。山本・財
田地区については統
廃合の同意を得るこ
とができたので、平
成 28 年４月の開校
を目指し、保護者や
地域の代表で構成さ
れた地域協議会・統
合準備会において、
開校に必要な事項の
協議を続けている。

Ｂ 山本・財田地区に
ついては、保護者や
地域の代表で構成さ
れた地域協議会・統
合準備会において、
開校に必要な事項の
協議を行い、新設校
を建設し平成 28 年
４月に新設小学校と
して開校することが
できた。詫間地区も
平成 28 年 12 月に大
浜小学校の保護者会
の意見集約等に基づ
き平成 31 年４月の
統合を目指し、地域
の関係代表者説明
会・保護者説明会を
開催した。平成 31 年
４月の統合を目指
し、保護者会や地域
の代表で構成された
地域協議会・統合準
備会において、統合
に必要な事項の協議
を続けている。

Ｂ 詫間地区の大浜
小学校の平成 31 年
４月の統合に向け
て、さらに地域協議
会や統合準備会に
おいて協議を進め
ていく。
仁尾地区につい

ては今後も保護者
との協議を続けて
いく。

[教育総務課］
5-2-2 学校施
設 の 耐 震 化
【重点】

小・中学校施設の
耐震補強工事は平成
24 年度末で終了し
た。平成 25 年度よ
り、残りの４施設の
耐震改築工事に取り
組み、計画どおり平
成 27 年度の終了を
目指す。

Ｂ 平成 25 年度より、
計画していた耐震改
築工事については、
計画どおり平成 27
年度に終了した。

Ａ 耐震補強工事に
ついては、すべて終
了しているが非構
造部材（外壁等）の
改修を行う必要が
ある。

[教育総務課］
5-2-3 学校教
育内容の充実
【重点】

市内 25 小学校及
び６中学校の管理運
営、教材等の充実や
外国語教育の推進に
努めた。また、要保
護や準要保護児童生
徒、特殊教育児童生
徒のための就学援助
費・就学奨励費を支
給し、その保護者の
経済的負担の軽減を
図った。

Ａ 市内 25 小学校（平
成28年度より20校）
及び６中学校の管理
運営、教材等の充実
や外国語教育の推進
に努めた。また、要
保護や準要保護児童
生徒、特殊教育児童
生徒のための就学援
助費・就学奨励費を
支給し、その保護者
の経済的負担の軽減
を図った。

Ａ 限りある予算の
中で、義務教育充実
のため学校統廃合
等再編整備による
有効かつ適切な予
算配分が必要であ
る。

[学校教育課］
5-2-4 学校施
設管理の充実

市内 25 小学校及
び６中学校の教育環
境整備し、安心して

Ｂ 市内 25 小学校（平
成28年度より20校）
及び６中学校の教育

Ｂ 学校教育課予算
で執行していた施
設管理委託料及び
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

修学できるよう各教
育施設の維持管理等
を図った。

環境整備し、安心し
て修学できるよう各
教育施設の維持管理
等を図った。

修繕については、平
成 29 年度より教育
総務課で予算計上
し、実施についても
行った。
ただし、少額（１

万円程度）の修繕に
ついては学校教育
課の各学校予算に
計上し、適切な施設
の維持管理に努め
ている。

[学校教育課］
5-2-5 教職員
の資質向上

小・中学校長会、
教頭会その他各種研
究会等における教職
員の資質向上及び学
校教育の充実を図る
ことを目的とした研
修会等の費用負担
し、教育内容の充
実・向上を図った。

Ａ 小・中学校長会、
教頭会その他各種研
究会等における教職
員の資質向上及び学
校教育の充実を図る
ことを目的とした研
修会等の費用負担
し、教育内容の充
実・向上を図った。

Ａ 今後とも小・中学
校に勤務する教職
員の資質向上及び
指導力向上に資す
る各種研究、研修会
に費用負担を行い、
学校教育の充実を
図り教育環境の整
備に努める。

[学校教育課］
5-2-6 特別支
援教育の推進

市内 25 小学校及
び６中学校におい
て、特別支援教育支
援員を雇用のうえ配
置し、それぞれの児
童生徒に沿って適切
な指導支援を行い、
特別支援教育の充実
を図った。

Ａ 市内 25 小学校（平
成28年度より20校）
及び６中学校におい
て、特別支援教育支
援員を雇用のうえ配
置し、それぞれの児
童生徒に沿って適切
な指導支援を行い、
特別支援教育の充実
を図った。

Ａ 増加傾向にある
要支援の児童・生徒
に対し、適切な特別
支援教育支援員の
配置及び障がいに
対する理解等資質
向上に努める必要
がある。

[学校教育課］
5-2-7 開かれ
た信頼される
学校づくり

－ － 授業参観や学校行
事等を「学校だより」
で掲載し情報を公開
している。また１年
に数回学校評議員会
を開き、評価を学校
経営に生かしてい
る。
地域の方と防災教

育を実施するなど生
徒が地域でのお祭り
や文化祭等イベント
へ参加することによ
り地域貢献を行い、
地域に開かれた学校
づくりを進めた。

Ａ 生徒数が減少傾
向にあるため参加
行事の精選を図る
必要がある。
多様な価値観を

持つ保護者への柔
軟な対応が必要で
ある。

[学校教育課］
5-2-8 学校給
食体制の充実

学校給食における
地場産物の活用を推
進するために、毎月

Ｂ 南部学校給食セン
ターの稼動にあわせ
て、市内農家の生産

Ｂ 南部地区で実施
した地場産物の活
用のための体制整
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

19日を三豊市の地産
地消デーとし、地場
産物の活用率の増加
を図った。また、学
校給食における地場
産物の使用割合につ
いて県の数値目標は
30％であったが、本
市では年間平均39％
（平成 23年度）を達
成しており、今後も
活用率の増加を目指
す。
また、市内の調理

場は、施設設備の老
朽化が著しく学校給
食の安全性の確保が
難しい状況であるた
め、三豊市学校給食
検討委員会の答申を
受け、市内２箇所に
新たに学校給食セン
ターを整備し平成28
年４月の供用開始に
向けて現在、事業を
進めている。

者組織から地場産物
を納入するための体
制を整備し、三豊市
産の食材を優先して
活用した。また、香
川県産のものを積極
的に活用し、地場産
物の使用率の向上を
図った。本市の学校
給食における香川県
産の使用率は40％程
度で推移しており、
県の数値目標の30％
を既に達成してい
る。
高瀬、山本、豊中、

財田を対象とした南
部学校給食センター
を整備し、平成 28 年
４月に供用を開始し
た。三野、詫間、仁
尾の北部地区につい
ては、現在、新たな
給食センターの整備
内容についての調査
検討を進めている。

備の取り組みを、北
部地区においても
同様に進めていく
必要がある。
また、北部地区の

新たな給食センタ
ーの整備にあたっ
ては、少子化による
幼稚園・小学校の統
廃合や就学前教育
施設の計画等を考
慮し、整備及び運営
内容を検討してい
く必要がある。

[学校給食課］

5-3 生涯学習社会の形成 
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

5-3-1 生涯学
習推進計画の
見直し

平成 21 年度及び
平成 22 年度にかけ
て三豊市生涯学習推
進計画策定委員会を
開催し、広く提言や
意見をいただき、平
成 23 年３月に三豊
市生涯学習推進計画
を策定した。計画期
間は平成 23～27 年
度の５年間。

Ａ 第１期三豊市生涯
学習推進計画に基づ
き、生涯学習の活性
化と市民一人ひとり
の生涯学習の成果が
より良い地域社会の
形成に幅広く役立つ
仕組みづくりを目指
してきた。この間の
社会情勢等の変化を
踏まえ、これまでの
生涯学習施策の取り
組みや直面する課
題、生涯学習に関す
る市民の意識などを
反映し、「豊かさをみ
んなで育む市民力都
市三豊」という市の
将来像の実現を目指
し、新たな指針とし
て、第２期三豊市生
涯学習推進計画を策
定した。

Ａ 計画の最終年度
である平成 32 年度
には、社会動向やこ
れまでの成果の達
成度などを踏まえ
た次期計画を検討
する必要がある。

[生涯学習課］
5-3-2 生涯学
習団体の支援

三豊市子ども会育
成連絡協議会では、
児童の豊かな感性を
育みたくましい児童
の育成のため、市内
の小学生を対象とし
た創作体験活動・野
外活動・スポーツ大
会を開催した。
また、青年団・ジ

ュニアリーダークラ
ブ活動についても、
野外活動をはじめと
する主催行事を通し
て会員相互の連帯感
を育て、それにより
地域交流を図る活動
を担っている。

Ｂ 三豊市子ども会育
成連絡協議会では、
平成 28 年度より、こ
れまでの活動を統合
した形の「子ども広
場」を開設し、年間
５回開催することと
した。活動の内容は、
ニュースポーツなど
の運動や工作、芸術
体験、積み木やロボ
ットを使った様々な
遊びなどであり、市
内の子どもたちが集
い、協力しながら活
動することができて
いる。
青年団・ジュニア

リーダークラブ活動
についても、野外活
動などの主催行事を
通して会員相互の交
流を図っている。特
に、ジュニアリーダ
ークラブは平成 27
年度には１人にまで
減ったが、現在は４
名となり、子ども会
活動のリーダーとし

Ｂ 子ども会活動が
市内各地で熱心に
展開されている一
方、子どもの数が減
少し、十分な活動が
できなくなってい
る単位子ども会も
ある。子ども会の統
合など再編成の必
要性が出てきたが、
単位子ども会は自
治会とリンクして
おり、なかなか再編
ができない現状が
ある。活動ができる
単位での組織づく
りが課題である。
中学校や高等学

校の協力を得て、ジ
ュニアリーダー組
織を再興させるこ
とが課題である。学
校や家庭、地域のす
べての大人が、地域
活動に積極的に取
り組む子どもたち
を評価するという
価値観の転換が必
要である。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

て積極的な活動がで
きるようになってい
る。 [生涯学習課］

5-3-3 公民館
活 動 の 充 実
【重点】

公民館の延利用者
数については、平成
21 年度は 191,878
名、平成 22 年度は
205,133 名、平成 23
年度は 178,089 名、
24年度は 206,658名
となっている。また
講座の延参加者数に
ついては、平成 21年
度は 49,744 名、平成
22年度は 41,420名、
平 成 23 年 度 は
45,469 名、平成 24
年度は 50,211 名と
なっている。どちら
も平成 24 年度が最
も高い利用、参加者
数となっている。ま
た、平成 23 年度から
市公民館長及び主事
を専任させ、各公民
館とのパイプ役を担
っている。
施設に関しても、

毎年、予算編成前に
各公民館に修繕箇所
及び不足備品等の要
望を聞き、来年度予
算に活かしている。

Ｂ 公民館の延べ利用
者数については、平
成 26年度は 241,088
名、平成 27 年度は
271,842 名、平成 28
年度は 280,865 名と
なっている。また講
座の延べ参加者数に
ついては、平成 26 年
度は 48,490 名、平成
27年度は 38,742名、
平 成 28 年 度 は
34,718名となってい
る。公民館の延べ利
用者数は増加傾向に
あるが、公民館講座
の延べ参加者数は減
少傾向にある。
施設に関しては、

毎年、予算編成前に
各公民館に修繕箇所
及び不足備品などの
要望を聞き、次年度
予算に反映してい
る。

Ｂ 公民館の延べ利
用者数が増加傾向
にあるのは、高齢者
団体を中心に各種
団体の活動回数が
増えていることに
比例している。ま
た、公民館講座の延
べ利用者数の減少
傾向の理由として
は、成人一般対象の
講座数の減少と比
例している。全体的
に、成人一般の公民
館に関わる機会が
少なくなってきて
いる傾向がある。仕
事に、家庭に、子育
てに一番多忙と考
えられる成人一般
の方の公民館活動
への参加をどう考
えていくか、また、
男性・女性・高齢
者・若者すべてが参
加できるよう、いか
に取り組むかが課
題である。

[生涯学習課］
5-3-4 生涯学
習関連施設の
整備充実

図書館資料につい
ては、平成 23年度に
「住民生活に光をそ
そぐ交付金」により
図書の充実に努め
た。公民館等社会教
育施設については、
平成 22 年度に「経済
交付金」により地デ
ジ対応のテレビを配
備した。

Ｂ 平成 27 年度に非
構造部材等の調査を
実施し、平成 29年度
に財田町公民館・三
野町公民館吉津分館
の改修を実施した。
平成 29 年度に施設
が老朽化していた旧
仁尾町公民館を解体
するとともに、宗吉
かわらの里展示館の
施設を充実させるた
めの改修を実施し
た。高瀬町公民館の
建物が老朽化してお
り、平成 28年度に高
瀬町農村環境改善セ
ンター２階に公民館
事務所機能を移転

Ｂ 老朽化している
公民館分館等社会
教育施設の改修・解
体が課題である。特
に、公民館分館につ
いては、平成 29 年
度に策定した三豊
市公民館基本計画
に基づき、今後検討
していく必要があ
る。三豊市文化会館
の経年劣化が進ん
でおり、平成 30 年
度にカーボンマネ
ジメント事業を活
用して、マーガレッ
トホールを除く部
分の照明機器・空調
機器の更新とボイ
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

し、施設名を「みと
よ未来創造館」と改
称した。平成 29年度
には老朽化している
高瀬町図書館の機能
をみとよ未来創造館
１階に移転した。

ラー交換を実施す
る予定である。さら
に、床や内壁、外壁
等についても計画
的な改修が必要で
ある。

[生涯学習課］
5-3-5 家庭教
育の啓発と推
進

本事業は、学校・
園及び保護者が主体
となって開催し、親
子の交流、また保護
者間の交流活動を通
じて、家庭教育の重
要性を認識してもら
うことを主眼に推進
している。そのため、
学校・園に関係講師
リストを作成し配布
するとともに、趣旨
を説明して事業開催
を促している。また
保護者向けに啓発用
の冊子を作成し配布
している。
問題として、学

校・園の多忙な状況
や保護者自身も共働
き世帯が多いこと
と、未実施の学校・
園にとって新規事業
となること等があ
る。そのため当初計
画ほどの実績とはな
っていないのが現状
である。
しかし未実施の学

校・園であっても、
既に本事業と類似の
事業(親子教室・子育
て講演会等)に取り
組んでいるケースも
ある。

Ｂ 子どもが育つうえ
で、基本的な生活習
慣やものの感じ方、
考え方、価値観など、
人格の基本となるも
のを家庭教育の中で
身に付けさせる子育
てを、市全体に広げ
ることを目的に推進
している。様々な活
動が展開されてお
り、幼稚園や学校で
開催するため、参加
率も高く有効であ
る。
また、県の事業で

ある家庭教育推進員
によるワークショッ
プやネット指導員の
講座など、子育てス
キルの向上に役立つ
情報を広く発信し、
支援に努めてきた。

Ｂ 幼稚園主体で行
われているが、小・
中学校への拡大を
目指している。平成
28 年度は小学校６
校、中学校１校の実
施で、まだまだ十分
とは言えない。実施
校・園 27 が指標と
なっているが、市内
45 の幼・小・中で
の実施を目標とし
て取り組んでいく。

[生涯学習課］
5-3-6 図書館
活 動 の 充 実
【重点】

－ － 平成 25 年度に第
２次三豊市子ども読
書推進計画を策定
し、子どもの読書活
動を推進している。
ブックスタート事業
については目標値を
90％としているが、
平成 28 年度実績は
75％にとどまってい

Ｂ 図書館運営につ
いては、単なる情報
提供の場としてだ
けでなく、生涯学習
及び地域コミュニ
ティの拠点として、
より利用しやすい
図書館サービスの
充実に向けた取り
組みを行う必要が
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

る。平成 29年度には
図書館ボランティア
や図書館関係者の研
修会を開催した。今
後も定期的に研修会
を開催し、ボランテ
ィア等との連携を図
っていく。計画的な
蔵書については、２
ヶ月に１回選書会を
開催し、市に１冊は
残しておきたいとい
う観点で購入を検討
している。平成 28 年
度には、これからの
市の図書館のあり方
を考える三豊市図書
館再編基本構想を、
平成 29 年度には、構
想に基づき今後 10
年間の図書館運営の
指針となる三豊市図
書館基本計画を策定
した。

ある。ワークショッ
プやアンケートな
どを実施して、市民
の意見を十分に聞
きながらサービス
の改善に努めてい
く。

[生涯学習課］

5-4 青少年の健全育成 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

5-4-1 補導活
動の推進

毎日の薄暮補導を
中心に、早朝・昼間・
特別補導等の街頭補
導・パトロールを継
続的に実施し、少年
非行や不良行為を未
然に防止するよう、
早期発見、早期補
導・指導に努めた。
また、地域、学校、

警察、関係機関・団
体等と連携を図りな
がら、少年の行動範
囲が拡大しているこ
とから、管外との情
報交換(収集)にも努
めた。

Ｂ 三豊市内の旧町を
単位として、毎日の
薄暮補導を継続的に
実施し、また小学校
の集団下校時をねら
って小学校周辺の巡
回補導を実施してい
る。早朝補導として、
三豊市内のＪＲの駅
で主として高校生を
対象にあいさつや声
かけをし、積極的な
生徒指導を心がける
と同時に、自転車で
の走行の仕方や環境
整備についても指導
や支援を実施してい
る。薄暮補導は、補
導員や小中の教師、
少年を守る会の隊員
も一緒に回り補導に
関しての共通理解や
指導の統一を図るよ

Ｂ 薄暮補導や特別
補導の際、補導員と
一緒に実施するこ
とにより、より多く
の地域や子どもに
関する情報を得た
り、情報を提供した
りできている。補導
員は、地域の有志・
小中高の教師・ＰＴ
Ａ保護者で構成さ
れている。地域の有
志の補導員におい
ては、高齢化が進
み、若い時に比べ身
体能力に低下がみ
られ安全面でも不
安を抱えていたり、
交際範囲の縮小に
伴う情報量の減少
がみられたりする
人もいるので、若返
りを図っている最
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

うにしている。祭り
等では、校区全員に
依頼しての特別補導
を実施し、少年非行
や不良行為を未然に
防止するよう、早期
発見、早期補導・指
導に努めている。ま
た、地域・学校・警
察署・関係機関との
連携を図りながら、
必要に応じて管外の
少年育成センターと
も情報交換にも努め
た。

中である。
また、地域により

補導員数に大きな
差があり、育成セン
ターのみで巡回し
ている時、最適な声
掛けの瞬間を逃す
こともあるので、人
数を増員する必要
がある。
補導時間帯を固

定しているが、季節
によっては、子ども
たちに出会わない
ので、日没の時間や
学校行事を考慮に
入れた補導計画を
組み、実態にあわせ
た柔軟な補導がで
きるよう工夫して
いきたい。

[少年育成センター］
5-4-2 不審者
対策の充実

不審者情報メール
配信サービスの登録
について、市内保・
幼・小・中の新入生
の保護者に呼びか
け、現在はサービス
開始当初のおよそ３
倍に当たる 5,900 名
が会員登録し、防犯
意識の高揚につなが
っている。また、「安
全安心パトロール
隊」の青パト車によ
る巡回や「子ども見
守り隊」による立哨
活動等が市内各地で
日々行われ、その地
道できめ細やかな活
動により不審者情報
は大幅に減少し、現
在もその状態を維持
している。「子どもＳ
ＯＳの家」の配置に
ついても毎年見直
し、その活動を支援
している。

Ｂ 不審者情報メール
配信サービスの登録
は、市内保・幼・小・
中の新入生の保護者
に呼びかけ、現在は
7,378 名が会員登録
している。不審者メ
ール配信にはタイム
ラグが生じるため、
事案発生町内近隣の
小中学校に事案概要
を連絡し警戒を促
し、防犯意識の高揚
を図っている。
また、「安全安心パ

トロール隊」の青パ
トによる巡回や「子
ども見守り隊」によ
る立哨活動が市内各
所で行われている。
現在、子ども見守

り隊員は、市内で
1,208 人が登録して
おり、児童生徒が安
全に登下校できるよ
うに活動を行ってい
る。「子どもＳＯＳの
家」については、平
成 29年度現在、市内
で 1,137 件の登録が

Ｂ 高齢化などによ
る登録辞退や新規
登録の事務処理を
適切に行うために、
「子ども見守り隊」
「子どもＳＯＳの
家」の運営につい
て、市内各小学校の
共通理解を図る。市
内各小学校におい
ては、登録辞退・新
規登録の際の「子ど
も見守り隊」の隊員
ベスト・帽子及び
「子どもＳＯＳの
家」の看板の扱いを
適切に行うように、
少年育成センター
より市内各小学校
に改めて周知する。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

あり、地域での防犯
意識を向上するとい
う意味において、ひ
とつの役割を果たし
ている。 [少年育成センター］

5-4-3 相談活
動の推進

少年や家族の悩み
相談に対して、継続
的に関わった。また、
それらの相談に対
し、学校、家庭、子
ども相談センター、
教育支援センター、
子育て支援課等関係
機関と連携を密にし
ながら、悩みの解決
に努めた。
「広報みとよ」に

相談専用電話番号を
掲載し、リーフレッ
ト等の配布などを通
して相談活動の広報
啓発に努めた。

Ｂ 少年や家族の悩み
に対して、心を寄せ
て傾聴することで、
相談しやすい機関に
なることを心がけて
いる。相談内容に応
じて、学校、家庭、
教育支援センター、
西部子ども女性セン
ター、子育て支援課
等と連携を密にして
相談活動を推進し、
悩みの解決を図るこ
とに努めた。
また、相談員自身

の資質向上を図るた
めに、各種研修会に
参加をし、自己研鑽
を図ることに努め
た。
相談活動の広報啓

発においては、「広報
みとよ」で毎号、電
話相談についての紹
介をした。また、子
育て支援リーフレッ
ト配布により、相談
活動の紹介も行っ
た。

Ｂ 相談機関として
広く知ってもらう
ために、今後は広報
啓発活動をこれま
での内容にもう少
し具体的な活動を
追加したい。どのよ
うな広報啓発活動
を追加するかは、今
後じっくりと吟味
したい。
各関係機関との

スムーズな連携が
とれるように、日頃
から連携体制を整
えておくように心
がけていきたい。

[少年育成センター］
5-4-4 環境浄
化活動の推進

街頭補導・パトロ
ール活動による、市
内の有害環境の把握
と子どもたちへの補
導・指導を実施し、
また｢三豊市少年を
守る会｣の協力によ
り、白ポストによる
有害図書等の回収を
定期的に実施した。
急速な情報化の進展
により、携帯電話や
インターネット等を
利用した犯罪の発生
や有害な情報の氾濫
などの問題が生じて
いるため、このよう
な危険から子どもた

Ｂ 補導員による街頭
補導・パトロール活
動を実施し、市内の
有害環境の把握と子
どもたちへの補導・
指導を実施した。ま
た｢三豊市少年を守
る会｣のボランティ
ア団体の活動の一環
として、定期的に白
ポストの有害図書、
有害ＤＶＤ等を回収
した。携帯電話やス
マホ等インターネッ
トの利用に起因した
犯罪やトラブルにつ
いては、情報交換を
密にし、少年育成セ

Ｂ 多 様 な 有 害 環
境・情報が氾濫し、
インターネット利
用の低年齢化や依
存傾向が懸念され
る中、人を傷つけた
り、犯罪・トラブル
に巻き込まれたり
する現実が急速に
拡大している。それ
ゆえ家庭、学校、地
域、関係機関が、こ
れまで以上に連携
を密にし、早期発
見、早期解決に向け
て取り組む必要が
ある。また、有効な
時間帯に街頭補導、
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

ちを守るための啓発
活動を実施した。

ンター、家庭、学校、
警察等の関係機関が
連携を図り、解決に
向けて取り組んでい
る。
ネット犯罪の危険

から子どもたちを守
るために、リーフレ
ットを作成したり、
広報「みとよ」に記
事を掲載したりし
て、啓発活動を実施
した。

パトロール活動を
実施し、これまで以
上に有害環境の把
握、浄化に継続して
取り組む必要があ
る。

[少年育成センター］
5-4-5 健全育
成活動の推進

少年を守る会で
は、「みつめよう 正
しい行動 自分の未
来」をスローガンに
青少年の健全育成を
推進するため、広報
車による啓発活動、
駅・大型量販店等に
おける各種キャンペ
ーンの実施、中学生
の一日補導員体験、
白ポストによる有害
図書回収等のボラン
ティア活動を地道に
行っている。青少年
健全育成市民会議で
は「みんなで子ども
を育てる県民運動」
の活性化を支援する
とともに、スポーツ
ふれあい事業・作品
募集・善行表彰・講
演会等の事業を行
い、家庭・学校・地
域・民間団体など市
民が一体となった健
全育成活動に取り組
んでいる。

Ｂ 県民運動のテーマ
「みつめよう 正し
い行動 自分の未
来」のもと、「少年を
守る会」では青少年
の健全育成を推進す
るため、広報車によ
る啓発活動、JRの駅
等における各種キャ
ンペーンを実施し
た。また、白ポスト
の有害図書等回収の
ボランティア活動を
地道に行っている。
中学生の一日補導

員体験を実施し、警
察等の訪問を通し
て、青少年を育てる
活動に取り組んでい
る。
青少年健全育成市

民会議では、継続的
に校区会議の活動を
支援し、啓発・顕彰
を行った結果、市内
全校区において校区
会議が設立され、地
域に根付いた活動が
展開された。また、
健全育成事業とし
て、スポーツふれあ
い事業や講演会を行
い、多数の家庭・学
校・地域・民間団体
の参加者があった。

Ｂ 携帯電話やスマ
ホ等インターネッ
ト利用の低年齢化
や依存傾向が懸念
される中、少年の非
行及び被害の両面
から、家庭、学校、
地域、関係機関との
連携をさらに密に
し、総合的・効果的
な環境浄化に取り
組む必要がある。同
時に、青少年の抱え
る問題も多様化、複
雑化しているため、
それぞれの状況に
応じたきめ細やか
な支援が必要であ
る。

[少年育成センター］

5-5 文化芸術の振興と歴史の継承 
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

5-5-1 文化芸
術活動の促進

公民館の地区館や
市文化協会の支部に
事業を委託して毎年
文化祭を開催してい
る。また、市文化協
会主催の文化祭も毎
年開催され、会員が
日頃の学習や練習等
の成果を発表するこ
とにより、文化芸術
面の振興を図ってい
る。

Ａ 地区公民館や市文
化協会各支部に委託
して、毎年文化祭を
開催している。平成
29 年度からは、すべ
て市文化協会各支部
の主催で開催するよ
うになった。市文化
祭については、平成
28 年度から、文化芸
術に関する活動をし
ているクラブへの入
会者を増やすため
に、「手作り体験コー
ナー」を開設した。
絵手紙やちぎり絵、
グラスアートなどを
実際に体験してもら
うことで、文化芸術
への関心をより高め
ることができた。

Ａ 各支部の文化祭
には多くの人が参
加しているが、内容
は毎年ほとんどか
わらない。さらに多
くの人に参加して
もらい、多様な文
化・芸術活動が行わ
れるようにするた
めには、新しい分野
を開拓したり参加
方法を工夫したり
する必要がある。文
化祭をいかに活性
化させていくかに
ついて、文化協会と
ともに考え発展さ
せていくことが今
後の課題である。

[生涯学習課］
5-5-2 文化芸
術にふれあう
機会の充実

毎年度、マーガレ
ットホール（770席）
を使用した、会館自
主文化事業を３事業
から５事業、マーガ
レットホールロビー
を使用した、会館自
主文化事業ワンコイ
ンロビーコンサート
を年 10 事業、主に屋
外舞台を使用した無
料ライブを年 12 回
実施してきました。
分野としては、クラ
ッシック、ポピュラ
ー、フォーク、ロッ
ク、ジャズ等のコン
サート、落語、腹話
術等のお笑い、バラ
エティー、映画等々
多岐にわたって実施
してきました。

Ｂ マリンウェーブは
平成 25 年 12 月より
指定管理制度を導入
している。無料ライ
ブは終了したもの
の、会館の自主文化
事業や委託事業など
の実施は、それまで
の約２倍（映画を含
む）となっている。
ワンコインロビーコ
ンサートは毎年８～
12 公演開催してい
る。
毎年２回ほど文化

芸術による子どもの
育成事業の巡回公演
事業にも取り組んで
いる。生の優良芸術
を鑑賞・体験するこ
とができ、情操教育
の一助になるととも
に、児童の健全育成
にも役立つものとな
っている。保護者や
地域の方にも大変好
評であり、地域にも
取り組みを発信する
ことができた。

Ｂ 集客力が見込め
る文化会館の自主
事業を年に何回開
催できるかが課題
である。平成 29 年
度に観音寺市民会
館がオープンした
ことは、自主事業の
開催内容を再点検
するきっかけとな
っている。また、文
化協会等の各種団
体とともに文化芸
術活動のさらなる
推進に取り組み、生
涯学習を実践する
市民のすそ野を広
げていく必要があ
る。

[生涯学習課］
5-5-3 文化財
の保存・活用

市内の未指定文化
財を保護するため、

Ａ 市内の未指定文化
財を保護するため、

Ｂ 市内の文化財を
適切に保護・活用す
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

平成 22 年度に絵画
を１点、平成 23 年度
に古文書を１点、文
化財保護審議会に諮
り、新たに市指定文
化財とした。包蔵地
(地中に遺跡等があ
るとされる場所)は
市内に 300 箇所以上
が点在している。該
当地での各種工事が
円滑に行えるよう、
計画的に発掘調査を
行い適切な保護管理
に努めている。各種
無形文化財について
は、国庫補助事業等
を活用しながら後継
者育成に努めてい
る。

市文化財保護審議会
に諮り、平成 26年度
に建造物を１点、平
成 29 年度に無形民
俗文化財を１点、新
たに市指定文化財と
した。しかし、劣化
により維持が困難と
なったため、平成 27
年度に建造物１点と
天然記念物１点が指
定解除となった。包
蔵地(地中に遺跡な
どがあるとされる場
所)は市内に 300 ヶ
所以上点在してお
り、該当地での各種
工事が円滑に行える
よう、計画的に発掘
調査を行い適切な保
護管理に努めてい
る。各種無形文化財
については、国庫補
助事業などを活用し
ながら後継者育成に
努めている。平成 26
年度から、紫雲出山
遺跡の国史跡指定を
目指し発掘調査を進
めてきた。平成 30 年
度には文部科学省に
意見具申する予定で
ある。発掘で出土し
た土器などを公開し
たり、発掘現場説明
会を実施したりし
て、市民の文化財に
対する関心を高める
よう取り組んでき
た。

るため文化財管理
計画を策定し、文化
財保護協会をはじ
めとする各種団体
や市民とともに、文
化財の管理に取り
組んでいく。また、
市文化財の説明板
の中には、劣化がひ
どく説明板として
機能していないも
のもあるため、現状
を把握し、今後は優
先度の高いものか
ら随時修繕してい
く必要がある。

[生涯学習課］

5-6 スポーツ活動の普及 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

5-6-1 スポー
ツに関する指
針の策定

 － 計画策定にあた
り、他自治体の状況
についての情報収集
等を行っている。

Ｄ 検討委員会の設
置・関係法令の整備
等を行い、計画策定
に向けて動いてい
く必要がある。
第２期スポーツ

基本計画（国）に基
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

づき、三豊市独自の
取り組み等も盛り
込みながら、また三
豊市には多くの体
育施設があるので、
今後の方向性につ
いいて関係各部署
との協議をしなが
ら、計画を策定して
いく。

[生涯学習課］
5-6-2 スポー
ツ施設の整備
充実及び管理
運営体制の充
実

利用者の施設利用
の際の支障とならな
いように、施設修繕
等の維持管理や芝刈
り等の業務を実施し
ている。また、施設
の有効な活用及び利
用者の利便性の向上
を図るため、施設ご
とに利用調整会を開
催している。

Ｂ 平成 27 年度に非
構造部材などの調査
を実施し、平成 29 年
度には高瀬町体育館
の改修工事実施設計
を実施した。平成 30
年度以降の早い時期
に改修工事を実施す
る予定である。また、
施設が老朽化してい
た高瀬町武道館を解
体した。

Ｂ 非構造部材など
の脱落防止対策が
必要な施設につい
て、平成 30 年度以
降の早い時期に改
修を実施する。たく
まシーマックスの
経年劣化が進んで
おり、平成 30 年度
にカーボンマネジ
メント事業を活用
して照明機器・空調
機器及びボイラー
の交換を実施する
予定である。さらに
建物・設備等の改修
計画の策定も必要
である。

[生涯学習課］
5-6-3 スポー
ツ団体・指導
者の育成・支
援

三豊市体育協会で
は、日頃スポーツに
勤しんでいる一般市
民向けに各種スポー
ツ大会を開催してい
る。また初心者向け
にスポーツ教室等の
開催にも積極的に取
り組んでいる。
平成 24 年度から、

「体育指導員」は「ス
ポーツ推進委員」と
改称して、市民のス
ポーツコーディネー
ターとしての役割を
より一層明確にし
た。そのうえで各種
スポーツ事業を積極
的に展開するように
取り組んでいる。
また、青少年の心

身の健全な育成を目

Ｂ 三豊市体育協会で
は、各専門部が日頃
スポーツに勤しんで
いる一般市民向けに
各種スポーツ大会や
市長杯を開催してい
る。また初心者向の
スポーツ教室の開催
や、子どもを対象に
した運動教室等にも
積極的に取り組んで
いる。
スポーツ推進委員

会では、市民にスポ
ーツに身近に親しん
でもらえるようウォ
ーキング大会や、体
力測定会、また子ど
もを対象にしたニュ
ースポーツの出前教
室等を実施してい
る。

Ｂ 各種スポーツの
指導者の育成とい
う面では、まだまだ
できていないこと
が多い。
全体的な資質向

上が必要であると
考える。
また、自主活動を

活発に行っている
団体もあるが、そう
でない団体（行政に
依存している）もあ
るため、市民力を高
めるためにも、市体
育協会とともに、各
種団体に向け自主
的活動を促すよう
なサポートをして
いく必要がある。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

指し、スポーツ少年
団活動も行われてい
る。

あわせて、スポー
ツ推進委員の資質向
上のため各種研修の
開催、また県の研修
会・四国地区の研修
会等にも参加してい
る。 [生涯学習課］

5-6-4 多様な
スポーツ活動
の普及促進

－ － ニュースポーツ普
及のため、スポーツ
推進委員会によるニ
ュースポーツ教室等
を開催している。ま
た、体育協会とスポ
ーツ推進委員会の共
催による、市民を対
象とした体力測定会
を実施している。
また、体育協会専

門部（卓球部等）が
初心者教室を開催
し、多くの市民が気
軽にスポーツに触れ
合えるような機会づ
くりをしている。

Ｃ 子ども（小学生）
を対象にしたニュ
ースポーツ教室を
実施しているが、そ
の他の年代（高齢者
等）を対象とした教
室を開催していな
いため、今後は幅広
い年代を対象とし
た教室の開催等も
検討していきたい。

[生涯学習課］
5-6-5 プロス
ポーツの活用

 － 県の地域密着型ス
ポーツ活用協議会の
事業を活用し、カマ
タマーレ讃岐による
サッカー教室や、香
川ファイブアローズ
によるバスケットボ
ール教室を開催して
いる。また、同事業
を活用した三豊市ホ
ームタウンデー等を
開催し、市民の観戦
気運を高め、地域プ
ロスポーツを身近で
感じてもらえるよう
な機会をつくってい
る。

Ａ 今後とも継続し
て実施していきた
い。

[生涯学習課］

5-7 国際・地域間交流の促進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

5-7-1 国際交
流活動の推進

友好都市交流事業
を公益財団法人三豊
市国際交流協会へ移
管し、より上質な交
流事業となった。３
都市の交流人員も延

Ａ 友好都市交流事業
については、派遣・
受入交流を展開し、
相互理解と友好親善
の促進につなげられ
ている。

Ａ 友好都市交流事
業は、毎年度実施し
ている交流が多く、
周年事業として実
施頻度を整理する
ほか、民間交流の促
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

2,870 人になり、個
人での交流が始まる
など交流の幅は広が
っている。

また、国際理解や
多文化共生の促進を
目的に、外国語講座
や国際交流体験事業
等を実施。外国語講
座は延べ 2,000 人超
が受講しており、国
際交流の推進に向
け、効果的な事業展
開が行われている。

進を図ることが必
要である。

[産業政策課］
5-7-2 国内友
好都市交流事
業の推進

旧町時代に提携し
た友好都市交流では
あるが、少しずつ民
間団体による交流に
移行しつつある。
また、美波町と三

豊市、洞爺湖町と三
豊市は、2012年に「災
害時における相互応
援協定」を結び、さ
らなる協力体制の強
化を図ったところで
あります。

Ｂ 美波町とはお互い
の夏祭りに招待する
ことで、行政だけで
なく祭り実行委員会
相互の交流も深めて
いる。
また、美波町は先

進的な「移動式」の
防災行政無線を導入
しており、三豊市も
同設備の導入を検討
していることから、
29年度には市危機管
理課が同町を訪問
し、視察研修を行っ
た。

Ｂ 平成 30 年度は、
三豊市（旧詫間町）
と美波町の友好都
市提携 50 周年を迎
える。お互いの祭り
に踊り連を招待す
るなどして文化交
流を深めるととも
に、市民、町民レベ
ルでのさらなる交
流の促進を検討す
る。

[秘書課］
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６ 第６章 ともに考え行動する、自らが創

るまち（人権・住民自治・行財政） 

6-1 人権尊重社会の確立 
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

6-1-1 人権・
同和問題啓発
活 動 の 推 進
【重点】

毎年８月に三豊市
人権・同和問題講演
会を開催したほか、
旧町単位でのミニ講
演会を開催し、身近
な人権問題について
啓発を行ってきた。
平成 22 年度には、地
域人権啓発活動ネッ
トワーク協議会によ
るじんけんフェアを
三豊市で開催した。
平成 21 年度に発足
した三豊市企業人
権・同和推進協議会
は、平成 24 年度から
人権課所管となり、
人権問題をはじめ企
業の社会的信頼度を
あげるための啓発や
研修に取り組んでい
る。

Ｃ 同和問題啓発強調
月間の８月に三豊市
人権・同和問題講演会
を開催しているが 26
年度からは同和問題
に関する内容を重点
的に行った。また、平
成28年12月に施行し
た「部落差別の解消の
推進に関する法律」施
行について市独自の
チラシを作成し講演
会時に配布した。平成
27 年度には地域人権
啓発活動ネットワー
ク協議会の「じんけん
フェア」を三豊市で開
催し来場者 880 人に
啓発を行い、377人ア
ンケートを行い、今後
の啓発方針について
の資料を作成した。市
民実行委員会では、救
済法（仮）の制定に向
けての活動を柱にし
ながら時事差別問題
についての研修会実
施を支援している。

Ｃ 情報化を象徴し
インターネットを
悪用した差別事件
が発生している。香
川県下自治体で協
力しインターネッ
ト監視班を設け対
応しているが解決
には至らない。ま
た、平成 29 年度に
実施した市民意識
調査の内容からは、
同和教育によって
部落問題は理解し
ている。しかし、「自
分も解決のため努
力する」とういう考
えは低迷している。
部落問題をはじめ
あらゆる人権につ
いて、一人一人が自
分の人権、そして他
人の人権も考えら
れるように啓発す
る必要がある。

[人権課］
6-1-2 人権教
育の推進

学校の児童・生徒
に対しては、独自に
作成した教材集の活
用により人権教育の
推進を進めてきた。
また、就学前の幼児
等についても人権紙
芝居を作成し活用を
進めている。
義務教育課程まで

の人権教育について
は概ね推進できてき
ている。

Ｂ 独自教材等を使っ
た人権教育が市内全
域で実践できてきて
いる。
また、各地域ごと

での教員の研修会も
活発に開催されてい
る。
地域間の人権教育

の格差解消のため市
全体での研修組織を
立ち上げ市内同一水
準の人権教育を進め
ている。

Ｂ 市内同一水準で
の人権教育の推進。

人権教育に関し
て、中学から高校へ
の連携の取り組み
の推進。
公民館活動等の

社会教育への人権
教育の拡大。

[人権教育課］
6-1-3 活用拠
点施設の運営
の活性化

３ヶ所の隣保館で
は、相談事業やﾃﾞｲｻ
ｰﾋﾞｽ事業のほか、地
域のニーズにあわせ
た各種事業を行って
きた。２ヶ所の児童
館では、クラブ活動
や放課後児童の預か
りなど子どもが安心
して集える場所を提

Ｂ ３ヶ所の隣保館で
は地域の実情に応
じ、事業展開してい
る。相談業務におい
ては相談援助研修に
積極的に参加するな
ど職員の資質向上に
努めている。
また、100 円モー

ニングの実施により

Ｂ 人権と福祉のま
ちづくりを進めて
いく中で、少子高齢
化に対応するため
今後は職員にソー
シャルワーカー的
資質が求められる。
関係機関と連携し
ながら対応策を検
討していかなけれ



Ⅲ 施策内容ごとの達成状況・達成度・課題等 ６ 第６章 ともに考え行動する、自らが創るまち（人権・住民自治・行財政）

108

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

供してきた。またこ
れらの施設では講演
会・研修会だけでな
く、文化祭や交流事
業など参加型の啓発
も行ってきた。

気軽に集える場所と
なってきた。
２ヵ所の児童館に

おいては青少年の健
全育成を目的にクラ
ブ活動をはじめ預か
りなど児童のための
集える場所を提供し
ている。
そして隣保館・児

童館では文化祭や学
習会を実施するなど
交流事業による啓発
も行っている。

ばならない。

[人権課］

6-2 男女共同参画の促進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

6-2-1 意識改
革の推進

第１次三豊市男女
共同参画プランの基
本目標「意識の改革」
の中で、具体的な取
り組みを 25 項目あ
げて取り組んできた
が、平成 24 年度の達
成率は92％でほぼ目
標に沿って取り組め
た。広報啓発活動の
推進という施策で
は、講演会やセミナ
ーを開催し、プラン
の基本理念である
“一人ひとりが自分
らしく輝くために”
男女が共に対等なパ
ートナーとして、社
会のあらゆる分野で
個性や能力を発揮で
きる社会の実現を目
指し、啓発を実施し
た。

Ｂ 第２次三豊市男女
共同参画プランの基
本目標「意識の改革」
の中で、具体的な取
り組みを 27 項目あ
げて取り組んできた
が、平成 28年度の達
成率は93％でほぼ目
標に沿って取り組め
た。
広報啓発活動の推

進という施策では、
講演会やセミナーを
開催し、プランの基
本理念である“一人
ひとりが自分らしく
輝くために”男女が
共に対等なパートナ
ーとして、社会のあ
らゆる分野で個性や
能力を発揮できる社
会の実現を目指し、
啓発を実施した。

Ｂ 平成 29 年度に策
定する第３次三豊
市男女共同参画プ
ラン（計画期間：平
成30年度～平成34
年度）において、引
き続き、男女共同参
画の視点に立った
社会制度・慣行の見
直しと意識改革を
行っていく。
また、多様な選択

を 可能 にす る教
育・学習を、学校だ
けでなく、職場、家
庭、地域においても
推進していく。

[田園都市推進課］
6-2-2 様々な
分野における
男女共同参画
の推進

第１次三豊市男女
共同参画プランの基
本目標「参画の推進」
の中で、具体的な取
り組みを 50 項目あ
げて取り組んできた
が、平成 24 年度の達
成率は84％でほぼ目
標に沿って取り組め
た。

Ｂ 第２次三豊市男女
共同参画プランの基
本目標「参画の推進」
の中で、具体的な取
り組みを 59 項目あ
げて取り組んできた
が、平成 28年度の達
成率は97％でほぼ目
標に沿って取り組め
た。

Ｂ 平成 29 年度に策
定する第３次三豊
市男女共同参画プ
ラン（計画期間：平
成30年度～平成34
年度）は、新たに、
平成 28 年度施行の
「女性の職業生活
における活躍の推
進に関する法律」に
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

各種審議会や委員
会において女性委員
の登用を呼びかけ、
家庭や地域生活と職
業の両立支援という
分野では、学童保育
の充実等を実施し
た。また、企業向け
に啓発パンフレット
を作成し、働きやす
い職場づくりの啓発
を行った。

各種審議会や委員
会において女性委員
の登用を呼びかけ、
政策・方針決定過程
への女性の参画を推
進した。また、家庭
や地域生活と職業の
両立支援という分野
では、子育て支援の
充実に加え、企業向
けに、啓発パンフレ
ットを配布し働きや
すい職場づくりの啓
発を行った。

おける推進進計画
として位置づけら
れる。
引き続き、家庭や

地域をはじめ、あら
ゆる就労の場にお
いて、女性の参画を
推進し、政策・方針
決定過程への女性
参画の拡大、雇用や
登用での差別の解
消、男女がそれぞれ
の持つ能力を十分
に発揮し、適切に役
割分担ができる社
会を目指していく。
[田園都市推進課］

6-2-3 あらゆ
る暴力の根絶

第１次三豊市男女
共同参画プランの基
本目標「人権の尊重」
の中で、あらゆる暴
力の根絶について具
体的な取り組みを15
項目あげて取り組ん
できたが、平成 24年
度の達成率は87％で
ほぼ目標に沿って取
り組めた。
ＤＶ防止啓発パン

フレットやチラシを
作成し、啓発に努め
た。相談窓口として
は、子育て支援課内
に児童家庭相談員を
配置し、「三豊市女性
相談・児童家庭相談
窓口」を行っている。

Ｂ 第２次三豊市男女
共同参画プランの基
本目標「人権の尊重」
の中で、あらゆる暴
力の根絶について具
体的な取り組みを19
項目あげて取り組ん
できたが、平成 28 年
度の達成率は89％で
ほぼ目標に沿って取
り組めた。
また、ＤＶ防止啓

発パンフレットやチ
ラシを配布したり、
ホームページに掲載
したりと啓発に努め
た。相談窓口として
は、子育て支援課内
に児童家庭相談員を
配置し、「三豊市女性
相談・児童家庭相談
窓口」を行っている。

Ｂ 平成 29 年度に策
定する第３次三豊
市男女共同参画プ
ラン（計画期間：平
成30年度～平成34
年度）は、引き続き、
「配偶者からの暴
力の防止及び被害
者の保護に関する
法律」に基づく三豊
市における基本計
画として位置づけ
ている。
今後は、若年層へ

の相談窓口の周知
を強化するなど、被
害者の保護及び自
立に向けた支援を
図るための対策に
総合的に取り組ん
でいく。
[田園都市推進課］
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6-3 情報公開の推進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

6-3-1 広報活
動の充実【重
点】

市政運営に関する
様々な情報から、市
内で行われたまちの
イベント情報など、
市民に身近な情報を
お知らせしている
「みとよＨＯＴほっ
とＮＥＷＳ」まで、
幅広い情報を市のホ
ームページから発信
して、市民との情報
共有が図られた。平
成 21 年度にはホー
ムページのリニュー
アルを行い、新着情
報の欄を設けて、各
課からの新しい情報
がトップページで一
目でわかるようにな
り、より新鮮な情報
をすぐに見られるよ
うに改善した。

Ｂ 引き続き、市政運
営に関する様々な情
報から、市内で行わ
れたまちのイベント
情報など、市民に身
近な情報をお知らせ
している「みとよＨ
ＯＴほっとＮＥＷ
Ｓ」まで、幅広い情
報を市のホームペー
ジから発信して、市
民との情報共有が図
られた。平成 29年４
月から、Facebook を
使ってさらに早く・
多様な情報発信を行
った。
平成 28 年の市政

施行 10 周年にあわ
せて、市勢要覧を発
行し、市外へのＰＲ
を図った。

Ｂ 現在、Facebook
の更新は秘書課の
みで行っているが、
今後各課も更新で
きるようにするこ
とで充実した情報
発信をが可能にな
るか検討する。

[秘書課］
6-3-2 広聴活
動の充実

 － 平成 22 年度から
開催している市民対
話集会では、市民と
より密接している事
柄について気軽に質
問や意見を受けつけ
ている。
条例や計画策定時

のパブリックコメン
トは、広報紙やホー
ムページを使って周
知を行い、市民の声
の収集に努めた。

Ｂ 市民対話集会の
市民の参加者が減
少している。周知方
法や開催時期、会場
数などの変更が必
要か、市民対話集会
の形式を変更する
かなど検討する。

[秘書課］
6-3-3 積極的
な情報公開と
文書の適正管
理

情報公開及び個人
情報保護に関する研
修を開催して職員の
意識向上を図り、情
報公開請求に迅速に
対応するための適正
な文書管理を職員一
人一人が実践してい
る。
また、保存期間が

満了した貴重な歴史
公文書については、
後世に残していくた
めに市文書館で引き

Ａ 平成 29 年４月に
三豊市情報公開条例
を改正し、手数料を
無料としたことか
ら、より利用しやす
い制度となった。ま
た、個人情報保護に
関する研修を定期的
に実施し、職員の意
識向上を図った。
平成 27 年４月よ

り三豊市公文書等の
管理に関する条例の
施行により、歴史公

Ａ 何人も、実施機関
に対し、行政文書の
公開請求をするこ
とができるため、住
民に限らず、民間企
業から大量の行政
文書の公開請求が
あった際の対応が
課題である。
また、文書管理シ

ステムを利用し、適
切に文書を保存、廃
棄しているが、保存
文書が年々増加し
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

続き保存している。
※組織改正に伴い、
文書館管理事業につ
いては、平成 23 年度
から文書館が実施し
ている。

文書は文書館で保存
されている。

ているため、書庫の
確保が課題となっ
ている。

[総務課］
6-3-4 文書館
の充実

- － 平成 23 年度の開
館以降、歴史公文書
の移管については滞
りなく進んでいる。
近年は職員の理解も
進み、施設の統廃合、
指定管理化に伴う文
書整理の際にも移管
が行われ、想定以上
の歴史公文書が移管
される状態にある。
平成 27 年４月よ

り「三豊市公文書等
の管理に関する条
例」が施行され、そ
れにともない「三豊
市歴史公文書の利用
等に関する規則」の
制定、「三豊市文書館
管理運営規則」の改
正などを行い、市民
の利用しやすい文書
館となるように努め
た。これによる手続
きの簡易化などもあ
り、数字的には減少
傾向にある利用者数
も、一般利用につい
ては大幅な増加傾向
にある。特に展示を
目的とした来館より
も、歴史公文書の利
用を目的とした来館
が増えている。

Ｂ 文書館の存在は
市民に浸透しつつ
あるが、まだまだ敷
居の高い施設に思
われているので、情
報発信力を高める
ことで利用しやす
い、利用してもらえ
る文書館を目指し
ていきたい。・市役
所他部署、市内の各
種団体との連携を
強化し、文書館の資
料を利用した事業
を展開してもらい
たい。そのためにも
情報発信力を高め、
文書館の可能性を
内外に示す必要が
ある。
全体的に目録の

公開に遅れが生じ
てきているので、速
やかな目録の公開
を目指すとともに、
市民等の調べをサ
ポートする様々な
コンテンツも用意
していきたい。その
ためには、ボランテ
ィア等を組織し、協
力を求めていく必
要がある。
想定以上の歴史

公文書が移管され
てきているが、現在
のところ書庫スペ
ース的には問題が
ない。しかし書庫等
の質に問題があり、
年々雨漏り箇所が
増えている点が特
に問題。現在の雨漏
りは歴史公文書等
には直接の影響は
ないが、書庫内・展
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

示閲覧室内にも雨
漏りが見られるよ
うになり、歴史公文
書等への被害が心
配される。

[総務課］

6-4 地域内分権の推進 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

6-4-1 地域内
分権意識の高
揚【重点】

- － 主体的に考え、自
主的に活動する市民
意識の高揚を図り、
「自主・自立」の基
本理念を実現するた
め、まちづくり推進
隊への加入・参画促
進とあわせて、地域
内分権に関する広
報・啓発活動を行っ
た。

Ｂ まちづくり推進
隊会員数は、当初目
的としていた人口
比１％を達成した
が、市民全体におい
ては、まだまちづく
り推進隊の活動に
ついて理解が深ま
っているとは言え
ない状況である。
今後は市民全体

での理解を深める
とともに、多様な世
代、特に若い世代の
参画を進める取り
組みが必要となっ
ている。
[田園都市推進課］

6-4-2 地域内
分権システム
の充実【重点】

平成 21 年度に７
地域の地域審議会に
おいて地域内分権に
ついて審議を行うと
ともに、平成 22 年
度、平成 23 年度にお
いて、地域内分権シ
ステム構築に向けた
調査研究の結果を経
て、「三豊市地域内分
権推進交付金交付規
則」を制定し、市内
初の地域内分権の受
け皿組織となる、ま
ちづくり推進隊詫間
の設立となった。

Ａ まちづくり推進隊
は７団体のうち５団
体がＮＰＯ法人化
し、コミュニティ活
動のチャンスを拡大
するとともに、社会
的に認知され、信用
を獲得できる組織へ
と成長している。

Ａ 任意団体である
２団体のＮＰＯ法
人化を支援する。ま
た、各団体の活動が
安定的に継続し、さ
らに活性化するた
めには、事務局の能
力向上が必須であ
るため、事務局職員
に対する中間支援
を継続するととも
に、積極的な学習・
研修機会の提供に
努める。

［田園都市推進課］
6-4-3 市民団
体の組織化支
援

平成 23 年度に設
立された「まちづく
り推進隊詫間」を皮
切りに、平成 24 年度
にはその他６つの地
域においても各まち
づくり推進隊が設置

Ａ 市内全域（旧７町）
において「まちづく
り推進隊」が設立さ
れ、市民が主体とな
ったまちづくりを実
施する市民団体の組
織化が完了してい

Ａ まちづくり推進
隊の活動が継続し、
活性化するために
は、多様な世代から
多様な価値観を持
った会員が集まり、
そして個々の感性
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

されたことにより、
旧７町のすべてに地
域内分権の受け皿組
織であり、地域独自
のまちづくり活動を
行う市民組織が誕生
した。

る。 やアイデアが認め
られ尊重されるこ
とで活動に還元さ
れることが必要で
ある。
多様な世代の興

味や関心を集め、参
加を促進する仕組
みづくりや、個性が
尊重され活躍でき
る開放的な組織づ
くりを支援する。
[田園都市推進課］

6-5 市民本位の行政運営の確立 

施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

6-5-1 恒常的
な行財政改革
の推進

行財政改革推進事
業については、平成
23年度に５年間の事
業実施の総括を行
い、合計で 23回開催
された行政改革推進
委員会に報告し、ホ
ームページでも、そ
の成果を公表してい
る。主な内容は、職
員数の削減 198 名、
地方債（借金）残高
27 億１千万円の減
少、補助金の削減１
億２千万円、主な基
金（貯金）残高３３
億３千万円の増加な
どとなっている。あ
わせて、行財政改革
推進プランについて
も、277 プラン中 255
プランが計画どおり
に進んでいる状況で
ある。

Ｂ 平成 28 年度に 10
年間の第１次行財政
改革推進プランの総
括を行った。主な内
容は、人件費 17 億
44 百万円減、職員数
271 人減、地方債（借
金）27億８百万円増、
基金残高（貯金）105
億 98 百万円増、補助
費等６億 79 百万円
増などとなってい
る。行財政改革推進
プランについても、
277 プラン中 132 プ
ランが完了等にな
り、残る 145 プラン
の内、継続する必要
がある 94 プランに
ついては、平成 28 年
度から実施している
第２次行財政改革推
進プランに引き継
ぎ、５プランが完了
した。
また、補助金につ

いても、平成 28年度
は前年比４千万減と
なった。

Ｂ 受益者負担の見
直しに関する公共
施設の使用料等統
一に向けて、市民の
理解を得ながら、平
成 31 年４月を目途
に条例の改正及び
運用の開始を図り
たい。

[財政課］
6-5-2 行政評
価体制の充実

新総合計画の策定
にあわせて事務事業
評価制度を取り入れ
た。当初は手法等に
迷走した部分もある

Ｂ 「計画ありきの予
算」の理念による事
業実施を徹底するた
め、事務事業評価及
び実施計画策定の制

Ｂ 現在第２次総合
計画策定に取り掛
かっており、そのな
かで新たな事務事
業評価制度、実施計
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

が３年間実施し運用
面でも落ち着いてき
た。あと実施計画も
現在まで毎年ローリ
ング方式にて見直し
しており、平成 24年
度には第五期実施計
画を策定している。
事務事業評価と実施
計画策定が、総合計
画の進行管理に直接
繋がっているとは言
いがたいのが現状で
ある。

度運用内容の見直し
を行い、部局長によ
る事務事業点検も強
化し、総合計画進行
管理の強化を図っ
た。
現在の実施計画は

「全ての予算事業」
による構成となって
おり、予算管理的事
業等、計画内容を設
定することが困難な
事業について、事務
的な負担がかかって
いる。

画策定に係る方針
等を確立し、市がど
のような事業で、ど
のような成果のた
めに実施していく
のかを市民に幅広
く公表し、知って頂
けるよう「選択と集
中」の理念に基づ
き、事務的負担が大
きくならないよう、
制度構築に努め、
「計画ありきの予
算」理念による計画
策定を行っていく。
[田園都市推進課］

6-5-3 組織・
機構の適正化
と職員の資質
向上

定員管理について
は、最小の経費で最
大の効果を挙げれる
よう適宜、組織の見
直しを行うととも
に、「三豊市定員適正
化計画」に基づく職
員の計画的採用と適
正配置を行った。
職員の育成につい

ては、各種職員研修
の実施や職場外での
専門研修への参加、
県や民間団体等への
派遣により能力開発
を図るとともに、人
事考課制度の実施に
よる人材育成に努め
た。

Ｂ 平成 28 年度から
５ヶ年計画である
「三豊市定員適正化
計画【第３次計画】」
に基づき、組織や事
務の効率化を図ると
ともに、再任用希望
職員を考慮しながら
適正な定員管理に努
めてきたところであ
る。
職員の育成につい

ては、「三豊市職員研
修計画」に基づき、
各種研修を実施する
とともに、アカデミ
ー研修等、専門的な
研修の参加を促し、
職員の能力や意欲の
向上が図れるよう人
材育成に努めた。

Ｂ 今後、再任用希望
職員の増加が見込
まれることから、再
任用職員の経験・能
力を十分に発揮で
きるよう適正な配
置に努める。また、
新規採用について
は、再任用職員数を
考慮し、計画的に行
う必要があると考
える。

[人事課］
6-5-4 公共施
設 の 再 配 置
【重点】

公共施設等の適正
配置については、平
成 23 年度に公共施
設概要調査を実施
し、市有施設の現状
を量とコストと利用
状況の視点からとら
え、分析を行い、管
理運営面での課題を
明らかにすることが
できました。この調
査結果により、市議
会の公共施設整備調
査特別委員会で協議
を行い、平成 24 年９

Ａ 公共施設概要調査
を基礎として平成25
年度に策定した公共
施設再配置計画に基
づき、学校再編、給
食センター整備、火
葬場整備等を実施し
ました。また、公共
施設再配置計画はい
わゆる「ハコモノ」
と呼ばれる建物系公
共施設に関する計画
であったため、平成
28 年度に道路・公
園・水道など「イン

Ａ 総合管理計画で
掲げた目標数値の
進捗状況の管理と、
全庁的な取り組み
として総合管理計
画で定めた方針と
整合性のある個別
施設計画の策定が
必要である。
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施策内容
達成状況

（平成 21～25年度）
前期
達成度

達成状況
（平成 26～29年度）

後期
達成度

残された課題・
今後必要な取り組み

月に「三豊市公共施
設の再配置に関する
方針」を策定しまし
た。この方針は、本
市の財政と人口をも
とに中長期的な視野
により、施設の更新
の優先度や目標数値
を定めている。今後
は、この方針に基づ
いて、公共施設の再
配置計画を策定す
る。

フラ」の情報を追加
し、従来の再配置計
画を包含した公共施
設等総合管理計画を
改めて策定しまし
た。公共施設等総合
管理計画は従前の方
針を踏襲し、必要な
機能はできるだけ維
持しながら、総量を
減らし、持続可能な
行政サービスを実現
することとしてい
る。 [財政課］

6-5-5 事務の
効率化と市民
サービスの向
上

内部事務について
は、電子化による業
務効率化が図れた
が、電子申請につい
ては一部の公共施設
の予約を除いて、電
子化が進んでいな
い。

Ｃ 平成 28 年１月に
開始されたマイナン
バー制度により、平
成 29 年度からは随
時マイナンバーによ
る情報の連携が地方
自治体間で開始され
た。以降、国や地方
自治体が管轄してい
る個人情報はセキュ
リティを確保しつつ
広く共有されること
となるので、公的サ
ービスがよりスムー
ズになることが期待
される。また、本市
においては平成 29
年４月からマイナン
バーカードを使用し
た戸籍・住民票等の
コンビニ交付を開始
した。

Ｂ 整備された光フ
ァイバー網やマイ
ナンバーカードを
使用しコンピュー
タやネットワーク
などの情報通信技
術（ＩＴ）を行政の
あらゆる分野に活
用することにより、
市民や企業の事務
負担の軽減や利便
性の向上、行政事務
の簡素化・合理化な
どを図り、効率的・
効果的な政府・自治
体を実現する。
具体的には、以下

の点に取り組んで
いきたい。
・インターネット

等 に よ る 行
政・防災情報の
提供

・市民、企業、そ
して国・自治体
との間の手続
きの電子化

・ワンストップサ
ービスの実現

[総務課］
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Ⅳ まちづくり指標点検表 
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章 施策 指標項目 単位
平成 24 年度 
（現況数値）

平成 30 年度
（目標数値）

平成30年度
（実績見込
み値）

担当課

後期基

本計画

該当ペ

ージ

第１章 1-1 農業の振興 認定農業者数 人 236 240 260 農業振興課 P30

  農業生産法人数 法人 12 20 21 農業振興課 P30

  集落営農組織数 組織 21 30 17 農業振興課 P30

1-2 水産業の振
興

漁港整備率 ％ 49.9 56.3 58.0 港湾水産課 P34

 1-3 工業の振興 生産年齢人口の就業率 ％ 84.6 88.0 84.0
田園都市推進

課
P38

 1-4 商業の振興 第３次産業従業者数 人 12,933 12,500 13,500
田園都市推進

課
P41

 1-5 観光の振興 観光客入込者数 千人 1,610 1,650 1,500 産業政策課 P44

1-6 雇用・勤労者対
策、定住促進対策の推
進

失業率 ％ 3.7 3.5 3.6 産業政策課 P47

定住促進対策に関する市民
の満足度（市民アンケート調
査より） 

％ 34.6 50.0 37.9 
田園都市推進

課 
P47 

第２章

2-1 環境・景観の
保全と創造

太陽光発電導入世帯数 世帯 532 1,500 1,249 環境衛生課 P51

自然環境の保全に関する市
民の満足度（市民アンケート
調査より） 

％ 50.3 60.0 55.6 
田園都市推進

課 
P51 

公害などの環境対策に関す
る市民の満足度（市民アンケ
ート調査より） 

％ 51.0 60.0 56.8 
田園都市推進

課 
P51 

 狂犬病予防注射率 ％ 80.2 90.0 80.0 環境衛生課 P51

2-2 循環型社会
の形成

ごみ焼却処理量 ｔ 8,147 100 0 環境衛生課 P55

 リサイクル率 ％ 22.1 48.0 50.0 環境衛生課 P55

ごみの適正処理・リサイクル
の促進に関する市民の満足
度（市民アンケート調査よ
り） 

％ 63.8 80.0 70.2 
田園都市推進

課 
P55

３Ｒ運動をしている市民の
割合（市民アンケート調査よ
り） 

％ 78.4 90.0 72.6 
田園都市推進

課 
P55

2-3 上水道の安
定供給

水道管の耐震管延長
耐震
管延
長ｍ

97,737 122,700 120,000 水道課 P58

 （φ75 以上）
全延
長ｍ

624,491 634,500 631,000 水道課 P58

  上水道有収率 ％ 91.4 92.0 92.0 水道課 P58

2-4 生活排水の
適正処理

浄化槽整備人口普及率 ％ 41.0 53.0 54.0 水処理課 P60

農業・漁業集落排水施設接続率 ％ 78.5 82.0 82.0 水処理課 P60

生活排水の適正処理に関する市
民の満足度（市民アンケート調
査より） 

％ 63.8 70.0 66.9 
田園都市推進

課 
P60 
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2-5 公園・緑地の
整備 

公園や広場の整備に関する市民
の満足度（市民アンケート調査
より） 

％ 53.9 60.0 45.1 
田園都市推進

課 
P63 

緑化の推進に関する市民の満足
度（市民アンケート調査より） 

％ 63.3 70.0 63.3 
田園都市推進

課 
P63 

地元の公園の維持管理に参加し
ている市民の割合（市民アンケ
ート調査より） 

％ 45.9 50.0 61.6※1 田園都市推進
課 

P63 

緑化活動をしている市民の割合
（市民アンケート調査より） 

％ 39.0 50.0 61.6※2 田園都市推進
課 

P63 

2-6 墓地・斎場の
整備 

斎場の整備・管理に関する市民
の満足度（市民アンケート調査
より） 

％ 64.9 70.0 73.2 
田園都市推進

課 
P66 

墓地の整備・管理に関する市民
の満足度（市民アンケート調査
より） 

％ 68.6 70.0 66.4 
田園都市推進

課 
P66 

2-7 土地の有効
利用 

土地の有効利用に関する市民の
満足度（市民アンケート調査よ
り） 

％ 40.7 50.0 41.1 
田園都市推進

課 
P68 

2-8 住宅対策の推
進

市営住宅バリアフリー化率 ％ 17.8 18.5 19.2 住宅課 P71

  市営住宅老朽住宅保有率 ％ 38.1 36.0 37.6 住宅課 P71

2-9 道路・交通
網、港湾の整備

市道改良済延長 m 521,072 525,572 525,572 建設課 P75

  市道における歩道設置延長 m 38,265 42,765 42,765 建設課 P75

コミュニティバス年間乗車人数 人 324,994 360,000 270,000 管財課 P75

  離島航路年間旅客運送人数 人 78,993 70,000 80,000 産業政策課 P75

  港湾整備率 ％ 64.6 66.4 67.0 港湾水産課 P75

2-10 情報化の推
進

超高速ブロードバンドカバー率 ％ 56.8 100.0 100.0 総務課 P78

第３章
3-1 消防・防災体
制の強化

消防団員数 人 1,065 1,091 1,082 危機管理課 P83

 自主防災組織率 ％ 63.0 73.0 72.0 危機管理課 P83

3-2 防犯対策の推
進

犯罪発生件数 件 537 475 250 総務課 P85

3-3 交通安全対
策の推進

交通事故発生件数 件 614 500 350 総務課 P87

3-4 消費者対策
の推進

消費者相談件数 件 7 50 10 産業政策課 P90

第４章
4-1 地域医療体
制の確立

市立の医療施設数 箇所 5 5 5 健康課 P92

  市立の医療施設の病床数 床 349 349 349 健康課 P92

4-2 健康づくり
の促進

特定健康診査受診率 ％ 40.1 60.0 45.0 健康課 P96

  特定保健指導実施率 ％ 20.6 60.0 25.0 健康課 P96

  胃がん検診受診率 ％ 19.9 50.0 15.0 健康課 P96

子宮頸がん検診率
％ 35.0 50.0 20.0 健康課 P96

※１、２・・「地域での自主的な活動に参加している率」により算定 
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  乳がん検診率 ％ 37.7 50.0 25.0 健康課 P96

  肺がん検診受診率 ％ 38.3 50.0 25.0 健康課 P96

  大腸がん検診受診率 ％ 30.0 50.0 20.0 健康課 P96

  前立腺がん検診受診率 ％ 21.4 50.0 15.0 健康課 P96

たくまシーマックス年間延
利用者数

人 249,503 266,000 295,000 生涯学習課 P96

4-3 児童福祉・子
育て支援の充実

一時預かり事業実施箇所数 箇所 2 4 4 子育て支援課 P99

  休日保育事業実施箇所数 箇所 0 1 0 子育て支援課 P99

地域子育て支援センターの
利用者数

人 27,205 30,000 28,000 子育て支援課 P99

  予防接種率 ％ 67.0 70.0 75.0 子育て支援課 P99

4-4 高齢者福祉
の推進

地域支援事業参加者数（二次
予防事業）

人 268 300

制度改正の
ため 27 年度
末で二次予
防事業は終
了(27 年度は
266 人）

介護保険課 P102

シルバー人材センター会員
数

人 699 880 600 福祉課 P102

4-5 障がい者福
祉の推進

自立支援給付費利用者数（延
べ）

人 7,668 7,750 7,519 福祉課 P107

介護・訓練等給付費利用者数
（延べ）

人 7,379 7,450 7,369 福祉課 P107

4-7 地域福祉の推
進

ボランティア団体等登録者
数

人 4,364 4,500 4,050 福祉課 P112

4-8 社会保障制
度の健全運営

要介護等認定者数 人 4,030 4,200 4,500 介護保険課 P117

  要介護等認定者数率 ％ 18.7 18.0 19.5 介護保険課 P117

  国民年金相談実施回数 回 12 12 18 市民課 P117

  国民年金相談実施人数 人 200 250 150 市民課 P117

  国民年金啓発実施回数 回 12 12 12 市民課 P117

第５章
5-1 幼稚園教育
の充実

幼稚園非構造部材耐震化率 ％ 0.0 100.0 100.0 教育総務課 P120

5-2 学校教育の充
実

小学校校舎耐震化率 ％ 96.4 100.0 100.0 教育総務課 P126

  小学校体育館耐震化率 ％ 95.7 100.0 100.0 教育総務課 P126

  小学校非構造部材耐震化率 ％ 0.0 100.0 100.0 教育総務課 P126

  中学校校舎耐震化率 ％ 91.7 100.0 100.0 教育総務課 P126

  中学校体育館耐震化率 ％ 83.3 100.0 100.0 教育総務課 P126

  中学校非構造部材耐震化率 ％ 0.0 100.0 100.0 教育総務課 P126

学校給食における地場産物
使用率

％ 39.9 45.0 41.0 学校給食課 P126
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5-3 生涯学習社
会の形成

家庭教育学級実施校 校 24 27 27 生涯学習課 P129

5-4 青少年の健
全育成

相談件数 件 109 130 150
少年育成センタ

ー
P134

  安全安心パトロール隊員数 人 412 450 420
少年育成センタ

ー
P134

5-6 スポーツ活
動の普及

指定管理者制度導入施設数 施設 1 2 3 生涯学習課 P140

5-7 国際・地域間
交流の促進

国際交流活動への参加者延
人数

人 2,870 5,000 2,000 産業政策課 P142

地域間交流活動への参加者
延人数

人 98 200 150 秘書課 P142

第６章
6-1 人権尊重社
会の確立

人権・同和問題に自分も努力
すべきと回答した市民の割
合（人権・同和問題に関する
市民意識調査より）

％ 22.9 30.0 20.0 人権課 P146

人権尊重社会の確立に関す
る市民の満足度（市民アンケ
ート調査より）

％ 71.6 75.0 68.6
田園都市推進

課
P146

6-2 男女共同参
画の促進

「男女共同参画社会」という
言葉をまったく知らない市
民の割合（男女共同参画に関
する市民アンケート調査よ
り）

％ 16.9 10.0 15.7
田園都市推進

課
P149

法令等に基づく審議会等の
女性委員の割合

％ 22.2 30.0 30.0
田園都市推進

課
P149

6-3 情報公開の推
進

市ホームページ１日当たり
平均アクセス件数

件 4,635 10,000 8,000 秘書課 P152

  メール配信登録件数 件 5,403 11,000 11,000 秘書課 P152

  文書館入館者数 人 1,973 2,230 1,700
総務課 

（文書館）
P152

文書館における文書等利用件数 件 550 630 350
総務課 

（文書館）
P152

6-4 地域内分権
の推進

自治会加入世帯率 ％ 76.5 85.1 81.1 総務課 P156

まちづくり推進隊による自
主事業実施数

件 10 100 150
田園都市推進

課
P156

まちづくり推進隊への市民
参加率（活動従事者／国勢調
査人口）

％ 7.3 25.0 47.0
田園都市推進

課
P156

6-5 市民本位の
行政運営の確立

経常収支比率 ％ 86.4 89.0 87.4 財政課 P160

  地方債残高
百万
円

26,070 33,000 38,620 財政課 P160

  実質公債費比率 ％ 7.9 7.1 4.2 財政課 P160

  将来負担比率 ％ 0.0 18.9 0.0 財政課 P160

公共施設の再配置による施
設の削減面積（公共施設再配
置計画より）

㎡ 0 31,609 12,446 財政課 P160




